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予算執行科目 
  

款 項 目 
 

2 総 務 費   

 1 総 務 管 理 費   1 一 般 管 理 費  

  22 危 機 管 理 費  



1 防災・危機管理関係 

(1) 防災会議および国民保護協議会の開催 

防災会議・国民保護協議会  7月3日(水) 

(2) 災害時の非常用品等の整備 

災害時における食糧や必要物資の整備を図るとともに、稲里防災備蓄倉庫、西沼波防災備蓄倉庫お

よび避難場所等に分散備蓄した。 

ア アルファ化米、粥      13,450食   ( 56,600食) 

イ クラッカー        5,100食   ( 21,180食) 

ウ 飲料水(500ml)       25,128本   (106,248本) 

エ 粉ミルク        2,160食   (  2,160食) 

オ 液体ミルク        2,136食   (  2,136食) 

カ トイレ処理セット      26,000回分  ( 99,500回分) 

キ 簡易トイレ         11基   (  100基) 

ク オストメイト専用トイレ        1基   (    5基) 

ケ 紙おむつ        7,056枚   ( 14,648枚) 

コ 生理用品       10,000枚   ( 22,176枚) 

サ 毛布           170枚   ( 15,630枚) 

シ トイレットペーパー      48,000ｍ分  (264,000ｍ分) 

ス フロアシート(シート)        10シート (  1,050シート) 

セ フロアシート(ロール)        12巻   (   206巻) 

ソ 安定ヨウ素剤(ゼリー16.3㎎)       80包   (   80包) 

タ 安定ヨウ素剤(ゼリー32.5㎎)      2,400包   ( 2,400包) 

※ ( )は年度末時点の備蓄総数 

(3) 令和6年度彦根市防災訓練の実施 

令和6年度の防災訓練については、滋賀県総合防災訓練の一環として実施した。 

ア 実 施 日   10月20日(日) 午前8時30分から午前11時30分まで 

イ 実施場所   主会場：彦根港県有地 

避難所開設運営訓練会場：彦根市立鳥居本小学校体育館 

ウ 参加人員   44自治会、23関係機関ほか 810人 

エ 参加車両   81台 

(4) 出前講座「防災講習会」の開催 

ア 開催回数   66回 

イ 会  場   自治会の集会所等 

ウ 内  容   地震および風水害等への対応 

エ 参加者数   2,736人 



(5) 自主防災組織の設置促進 

地域の防災力向上のため自主防災組織の設置促進に取り組んだ。 

ア 自主防災組織 活動カバー率(設置世帯数／総世帯数)  80.2％ 

イ 彦根市自主防災組織活動事業補助金交付件数       46件 

(令和6年度設置数 2組織) 

(6) 同報系屋外放送設備の整備 

より多くの市民に、瞬時に緊急情報を伝えられるよう、情報伝達手段の充実を図ることを目的に、

既存の85か所に加え、新たに、市有地等13か所に屋外スピーカーを設置し、エフエムひこねの電波を

活用した放送設備の充実を行った。(同報系屋外放送設備 計98か所) 

 



 

 

 

 

 

 

 

秘 書 課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
予算執行科目 

款 項 目 
 

2 総 務 費                           

 1 総 務 管 理 費                         1  一 般 管 理 費  



1 二役に関わる主な会議等 

(1) 滋賀県市長会 

ア 令和6年8月26日(月) 滋賀県市長会議(定例会)(大津市) 

〇大阪・関西万博に向けた滋賀県の取組について【滋賀県総合企画部から説明】 

〇令和7年度滋賀県後期高齢者医療広域連合の執行体制について【滋賀県後期高齢者医療広域連 

合から説明】 

    〇市長選挙立候補予定者に対する推薦について 

〇令和5年度滋賀県市長会会務報告について  

〇令和5年度滋賀県市長会一般会計歳入歳出決算について  

〇令和7年度滋賀県予算施策に対する要望事項(案)について  

〇令和6年秋の近畿市長会役員会提出議案(案)について 

 

イ 令和7年1月21日(火) 滋賀県市長会議(臨時会)(大津市) 

〇ピアザ淡海のあり方方針(骨子)について【滋賀県総務部から説明】 

〇滋賀県市町村職員研修センター議会議員の選出について 

〇滋賀県国保連合会役員の選出について 

〇公益財団法人滋賀県市町村振興協会評議員の選出について 

 

ウ 令和7年3月28日(金) 滋賀県市長会議(定例会)(大津市) 

  〇ピアザ淡海のあり方方針について【滋賀県総務部から説明】 

  〇令和6年能登半島地震を踏まえた災害対応体制・受援体制の強化・見直しについて【滋賀県知

事公室防災危機管理局から説明】 

  〇地域交通ネットワークの充実に向けて【滋賀県土木交通部から説明】 

  〇市長選挙立候補予定者に対する推薦について 

〇令和6年度滋賀県市長会一般会計歳入歳出補正予算案(第1号)について 

〇令和7年度滋賀県市長会事業計画(案)について 

〇令和7年度滋賀県市長会一般会計歳入歳出予算(案)について 

〇第132回近畿市長会総会提出議案および提案説明者について 

〇滋賀県市長会役員の選出について 

〇近畿市長会役員候補の選出について 

〇全国市長会役員候補の選出について 

〇滋賀県道路・都市計画協会役員の選出について 

〇滋賀県河港・砂防協会役員の選出について 

〇滋賀県農業信用基金協会役員の選出について 



エ 令和6年7月31日(水) 滋賀県副市長会議(大津市) 

〇令和6年秋の近畿市長会役員会提出議案について 

〇令和7年度滋賀県予算施策に対する要望事項について 

〇その他 

 ・各種団体役員の就任について 

 ・滋賀県副市長研修について 

 

オ 令和7年2月19日(水) 滋賀県副市長会議(彦根市) 

〇第132回近畿市長会総会提出議案について 

 

(2) 近畿市長会 

令和6年5月8日(水) 第131回近畿市長会総会(大阪府吹田市) 

 〇近畿市長会会務報告ならびに令和6年度歳入歳出予算について 

〇全国市長会会務報告について 

〇各府県市長会提出議案審議等について 

〇次期総会開催地の決定について 

〇全国市長会会長選挙について 

〇役員改選について 

 

(3) 全国市長会 

ア 令和6年6月11日(火) 第4分科会(国土交通・農林水産・環境等)(東京都) 

〇支部提出議案の審議 

〇重点提言事項(案)の審議 

 

  イ 令和6年6月12日(水) 第94回全国市長会議(通常総会)(東京都) 

    〇令和4年度全国市長会決算報告 

    〇令和6年度全国市長会予算承認 

    〇各支部提出議案審議経過および結果報告 

    〇決議案審議 

    〇役員改選 

 

ウ 令和6年7月17日(水) 行政委員会・地方分権改革検討会議合同会議 (東京都) 

    〇重点提言事項等について 

    〇今後の運営等について 



エ 令和6年7月17日(水) 理事・評議員合同会議(東京都) 

    〇決議・重点提言・提言について 

    〇諸会議の開催状況等について 

    〇11月開催の理事・評議員合同会議および委員会開催要領案について 

 

(4) その他 

ア 令和6年4月16日(火) 第31回滋賀県首長会議(近江八幡市) 

〇能登半島地震を踏まえた防災対策について 

〇国民健康保険税(料)の子ども均等割額の廃止について 

 

イ 令和6年7月10日(水) 第32回滋賀県首長会議(多賀町) 

〇中学校・休日の部活動地域移行をいかに進めるか、各市町の現状と滋賀県としての方針につい

て 

〇環境の保全と産業振興とのバランスについて 

 

ウ 令和6年10月10日(木) 第33回滋賀県首長会議(草津市) 

〇食料の安定供給のための農地の確保およびその有効な利用を図るための農業振興地域の整備に

関する法律等の一部改正について 

〇多文化共生の推進について 

 

エ 令和7年1月14日(火) 第34回滋賀県首長会議(栗東市) 

〇災害時、事故時のごみ処理施設の相互支援について 

〇滋賀県主導による病児・病児後保育の広域連携の推進について 



 

 

 

 

 

 

 

Ｊリーグ誘致推進室 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 予算執行科目 

款 項 目 

 2  総 務 費                    E   

 1 A総 務 管 理 費                      E 1 一 般 管 理 費 



1 趣旨 

全国で J リーグクラブのない県はわずか6県であり、その一つが滋賀県である。その中で本市には、

第79回国民スポーツ大会・第24回全国障害者スポーツ大会の主会場として、陸上競技の国際大会や全

国規模の大会も開催できる平和堂ＨＡＴＯスタジアムが整備されたところであるが、一部追加整備す

れば、Jリーグのホームスタジアムにもなり得るものとなっている。 

全国的にも大きな会場の長期的な活用が課題となる中、第79回国民スポーツ大会・第24回全国障害

者スポーツ大会の開催後の地域振興を見据えた施設の利活用として、J リーグ誘致を推進すべく、J

リーグ誘致推進室を設置し、様々な取組を進めている。 

 

2 取組概要 

(1) クラブ運営強化に関すること。 

 ア 彦根市事業所意見交換会に出席し、該当クラブの周知を行った。 

 イ 平和堂ＨＡＴＯスタジアムでのホームゲーム開催時では、試合当日の運営に係る職員ボラン

ティアを募集し、運営のサポートを行った。 

(2) 施設整備(平和堂ＨＡＴＯスタジアムの Jリーグ仕様化)に関すること。 

 ア 県に対し、常設照明設備の改修等に関する要望活動を行った。 

 イ 県とともに、商工会議所や地元企業を訪問し、状況説明と協力の依頼を行った。 

(3) 地域における機運醸成(サポーター養成)に関すること。 

 ア 彦根駅内に、横断幕等を設置したほか、市役所にあるデジタルサイネージにて試合の案内を行

うなど機運醸成を図った。 

 イ 市内小中学校を巡回し、試合開催周知チラシの配布を行った。 

 ウ 市公式ＹｏｕＴｕｂｅチャンネルのライブ配信にて、平和堂ＨＡＴＯスタジアムでのホーム

ゲーム開催時の前後週に試合情報の告知や結果報告を行った。 

 エ 彦根城桜まつりや、ご当地キャラ博2024、姉妹城・親善都市と交流都市の観光と物産展ｉｎ彦

根をはじめとした大型イベントに合わせ積極的にチラシ配布活動を行った。 

(4) 県内他市町への協力依頼(行政、スポーツ団体)に関すること。 

 ア 近隣市のサッカー協会に対して、活動に係る協力依頼を行った。 



 

企画振興部 
 
 
 
 
 

企     画     課 
（女 性 活 躍 推 進 室） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 予算執行科目 
 

款 項 目 

 

2  総 務 費   

 1 総 務 管 理 費                       1 一 般 管 理 費  

  8 企 画 費 

    9 男 女 共 同 参 画 費 

  20  諸 費 

 5 統 計 調 査 費                       1 統 計 調 査 総 務 費 

  2 統 計 調 査 事 業 費  

 



1 総合計画 

令和4年度を始期とする彦根市総合計画は「基本構想」と「基本計画」で構成されており、そのうち

「基本構想」は、本市の現状や将来の見通しを基礎として、めざすまちの姿およびまちづくりの方向性

について定めるもので、期間は12年間としている。また、「基本計画」は、基本構想に基づいて、その

具体化を図るための施策について定めるもので、成果目標を示し、達成に向けての進捗を評価できるよ

うにしており、市長の任期と合わせる形で、期間は4年間とし、前期・中期・後期で定めることとして

いる。 

基本構想の目標年次に実現する「めざすまちの姿」を「歴史と文化を紡ぎ、未来を創造する、市民一

人ひとりが輝くまち彦根」としており、めざすまちの姿を実現するために、「だれもがその人らしくい

きいきと暮らし、つながり支え合うまち」、「子ども・若者が自分らしく輝き、学び躍動するまち」、「歴

史・文化を生かし、にぎわいと特色ある産業が育つまち」、「豊かな自然と共生し、安全・安心で快適な

まち」という4つの「政策の方向性」と「政策推進のための取組」、合わせて5本柱で計画を推進してい

る。 

 令和6年度には、「彦根市総合計画」、「彦根市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を、産官学金労言福

教の外部委員で構成された総合政策推進協議会において、一体的かつ効率的に進捗管理を行った。 

【年間実績】 

 令和6年8月23日(金)  第1回彦根市総合政策推進協議会  

             令和6年度行政評価(令和5年度実績分)について 

             デジタル田園都市国家構想交付金事業について 

 令和6年10月16日(水)  第2回彦根市総合政策推進協議会 

             令和6年度行政評価(外部評価)について 

 令和6年12月18日(水)  第3回彦根市総合政策推進協議会 

第3期彦根市まち・ひと・しごと創生総合戦略について 

 

2 定住自立圏構想の推進 

地方圏から三大都市圏への人口流出を食い止め、地方圏への人の流れを創出するため、様々な行政サ

ービスのうち、より高度なものや広域的に対応すべきものについては、協定に基づき市町村の垣根を越

えて取り組むこととし、これらの取組に対して、国が必要な支援を行う仕組みが定住自立圏構想である。 

本市においては、国の要綱に沿って手続を進め、彦根市を中心市として、愛荘町、豊郷町、甲良町お

よび多賀町とともに湖東定住自立圏を形成し、圏域の活性化に向けた取組を進めている。 

  平成21年4月15日に本市が中心市宣言を行い、1市4町各議会の議決を経て、同年10月4日には、湖東

定住自立圏形成協定の締結を行った。さらに、平成22年3月25日には、民間や地域の代表者で構成され

る湖東定住自立圏共生ビジョン懇談会での検討を経て、形成協定の実施計画にあたる湖東定住自立圏

共生ビジョンを策定し、平成22年度から平成26年度までの第1期および平成27年度から令和元年度まで

の第2期の取組を満了した。 



令和6年度は、令和2年度から令和6年度までの5年間を取組期間とする第3期湖東定住自立圏共生ビジ

ョンに沿って各取組を進め、共生ビジョンに設定したＫＰＩの達成状況について内部評価を行うととも

に、湖東定住自立圏共生ビジョン懇談会において外部評価を実施し、進捗管理を行った。また、令和7

年度から令和11年度までを取組期間とする第4期共生ビジョンを策定した。 

 【年間実績】 

令和6年11月7日(木) 湖東定住自立圏共生ビジョン懇談会 

           ＫＰＩ内部評価および外部意見に基づく今後の取組方針について 

           第4期共生ビジョン策定について 

 

3 移住推進事業 

 (1) 補助金等について 

   彦根市まち・ひと・しごと創生総合戦略の基本目標のひとつである「若者がチャレンジでき、新しい

人の流れが生まれるまちづくり」の実現をめざし、本市への移住を推進するため、移住を希望する者の

うち、住宅を新築または住宅を購入し、居住する者に対し、取得経費の一部を補助する取組を要綱に定

めるところにより行った。また、東京圏からの移住者に対して支援金を支給する取組を要綱に定めると

ころにより行った。さらには、市内に居住し、市内事業所に就業している者に対して、奨学金の返還額

の一部を補助する取組を要綱に定めるところにより行った。 

ア 移住促進住宅取得費補助金 

    補助件数          4件 

  イ 移住支援金 

    支援件数          3件 

  ウ 移住・定住促進奨学金返還支援補助金 

    補助件数          13件 

 (2) 地域おこし協力隊の配置について 

   地域おこし協力隊1名を移住コンシェルジュとして配置し、移住に関する情報発信や移住希望者の相

談を受け付けるなどの取組を行った。      

 

4 結婚支援事業 

  彦根市まち・ひと・しごと創生総合戦略の基本目標のひとつである「次代を担う子どもたちを安心して 

産み、育てることのできるまちづくり」の実現をめざすため、結婚から子育てまでの切れ目のない支援の

ひとつとして、結婚したいと願う若者に対し、出会いの場の創出を行っている。 

(1) 婚活支援 

婚活支援について、県の「しが出会いサポート地域連携推進事業」と連携した取組を進めている。 

県が令和4年10月から開所した、自治体初のオンライン型結婚支援センター「しが・めぐりあいサポー

トセンター『しが結』」の出張会員登録会および相談会を、県および湖東圏域1市4町と連携し、本市にお



いて開催した。また、同センター主催、本市共催で婚活イベントを開催した。 

(2) 結婚新生活支援補助金 

結婚に伴い本市に移住する若者の結婚に伴う経済的負担を軽減するため、移住に係る引越費用等の支

援を行った。 

補助件数           13件 

 

5 総合教育会議 

総合教育会議は、市長と教育委員会が、教育大綱の策定や教育の条件整備など重点的に講ずべき施策、

児童や生徒等の生命・身体の保護等緊急の場合に講ずべき措置等について協議・調整を行う場としている。

「ＧＩＧＡスクール構想の現状と今後」、「学校における働き方改革」、「令和7年度予算重点事項等につい

て」、「地域とともにある学校づくり」をテーマとして会議を2回開催し、協議・意見交換等を行った。 

 

6 統計調査事業  

(1) 令和6年全国家計構造調査 

  ア 調査の期間  令和6年10月および11月の2か月間 

  イ 客体数    120世帯 

  ウ 調査区    10調査区 

 (2) 2025年農林業センサス 

  ア 期 日    令和7年2月1日現在 

  イ 客体候補数  4,275件 

ウ 客体数    364件 

  エ 調査区    157調査区 

(3) 統計書の発行 

    彦根市勢の現状を把握し、冊子として発行することにより統計意識の向上・普及に努めた。 

 

7 高等教育機関等との連携 

  大学の持つ知見や人材、学生の活力といった資源を有効活用し、大学と地域と行政が相互に協力を行

う体制の充実や、地域社会の活性化および人材育成に寄与することを目的に連携を図った。 

 

8 指定管理者制度の概要 

  企画振興部指定管理者候補者選定委員会  開催回数 1回 

                      委員構成 6名(うち外部有識者3名) 

                      対象施設 彦根市男女共同参画センター「ウィズ」 

                      事業費  6,616円 

 



9 男女共同参画の推進 

令和 4年 3月に策定した彦根市男女共同参画計画「ひこねかがやきプランⅢ」の基本理念「性別にか

かわらず、社会のあらゆる場で、誰もが互いの個性を尊重し、社会に対する責任を共に担い、共に支え

合う男女共同参画社会を実現する。」のもと、「自分らしく あなたらしく 共に認め 共に担い 一人

ひとりの輝きがみえるまち ひこね」をめざす将来像とし、今も深く根ざした固定的な性別役割分業意

識を解消し、男女を問わず責任と喜びを分かちあって、能力と個性が十分に発揮できる男女共同参画社会

の実現に向け、各種事業に取り組んだ。 

また、彦根市男女共同参画センター「ウィズ」を拠点に、実践活動を推進する市民団体等への支援と

推進体制の充実を図った。 

 (1) 彦根市男女共同参画計画「ひこねかがやきプランⅢ」の推進 

彦根市男女共同参画計画「ひこねかがやきプランⅢ」について、男女共同参画審議会を2回開催し、

進捗管理を行った。 

     開催日：令和6年8月5日(月)、令和7年2月14日(金) 

 (2) 男女共同参画社会づくり推進本部の運営 

推進本部員会議を2回開催し、彦根市男女共同参画計画「ひこねかがやきプランⅢ」について進捗

管理を行うとともに、庁内における男女共同参画に係る取組について議論を行った。 

     開催日：令和6年7月16日(火)、令和7年1月28日(火) 

 (3) さんかくミニ講座(出前講座)の開催 

公募によって選任された男女共同参画地域推進員(7人)が企業等へ出向き、日常生活に根強く残る

女性に対する偏見や風習・習慣の見直しと、市民一人ひとりが個性や能力を発揮することができる男

女共同参画社会づくりについて出前講座を開催した。 

    年間開催回数 13回   参加者数 184人 

 (4) 女性活躍、男女共同参画社会づくり地域等啓発および男女共同参画推進事業者の表彰 

「イクボス」、「女性活躍」、「ワーク・ライフ・バランス」などの啓発資料を市内事業所へ郵送する

とともに、男女共同参画に積極的に取り組んでいる事業者(事業活動を行う個人、法人、非営利団体、

自治会、各種団体等)を公募し、選考委員会の選考に基づき表彰事業者を決定の上、令和7年3月26日

(水)に表彰式を行い、広報ひこね、市ホームページ等で広く市民へ周知した。 

    表彰件数 2件 

 (5) 彦根市男女共同参画センター「ウィズ」の管理運営 

男女共同参画を推進するための啓発および市民活動の拠点施設として、指定管理者により各種講座

等の開催、情報の発信、資料の収集と提供、団体育成および団体間交流、相談業務ならびに貸館業務

を行った。 

    年間センター利用人数  15,603人 

  ア 講座等 

    ・「男女共同参画セミナー(全4回)」「女性チャレンジ支援セミナー(全2回)」「女性キャリアアッ



プ支援セミナー(全2回)」「親子夏のチャレンジ」「親子冬のチャレンジ」「次世代育成支援事業

ウィズぱーく(全4回)」「暴力防止啓発講座」「市民企画講座」等 

    ・ウィズオータムウィークス 令和6年9月18日(水)～28日(土) 開催  

テーマ「そうだ！ウィズへ行こう」 

各種講座等参加者 延べ2,196人 

  イ 男女共同参画に関する情報提供 

    ・書籍・雑誌、ＤＶＤ・ビデオの貸出し 

    ・男女共同参画社会づくり広報誌「かけはし」の発行 

公募による編集委員が編集し、3月に全戸配布 

  ウ 団体育成  登録団体数 12団体 

  エ 相談業務 

    「ウィズ相談室」・・・・・相談員が総合相談として電話と面談で対応 

                 (毎週水～金の午後1時～4時)     130件 

    「こころの悩み相談」・・・臨床心理士が相談に対応(月1回)    13件 

    「法律相談」・・・・・・・弁護士が相談に対応(月1回)       7件 

 (6) ＤＶ防止に向けた啓発事業の実施 

「女性に対する暴力をなくす運動」期間中の令和6年11月11日(月)に、女性に対する暴力根絶のシン

ボルであるパープルリボンにちなみ、子育て支援課とＪＲ彦根駅前で街頭啓発を行い、パープルリボン

のメッセージを呼びかけた。 

 



 

 
 
 
 
 
 
 

まちづくり推進課 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 予算執行科目 
 

款 項 目 

 

2  総 務 費   

 1 総 務 管 理 費                       3 広    聴    費 

  8 企    画    費 

  18 自 治 振 興 費 

 

 

 



１ 自治会活動への支援 

 (1) 自治会長合同説明会の開催 

   各自治会長へ各種支援事業などの説明を行うため、資料を送付するとともに、市ホームページに

事業内容の説明動画を配信した。 

(2) 集会所設置等補助 

   該当なし 

 (3) 自治会支援事業(まちづくり推進事業総合補助金) 

件       数 補 助 金 額                   

296件 29,246,881円 

  ※①～③を合わせて申請するため、これらの合計件数とは異なる。 

 【内訳】 

 (3)－① コミュニティ活動推進事業補助 

補助対象テーマ 件 数 補 助 金 額                 

 美しく、住みよい地域環境をつくるために 19件  420,824円    

 歴史と文化を学びコミュニケーションの輪を広げるために 26件  713,829円    

 健やかな心と体で活気ある地域をつくるために 10件  254,845円    

 安心・安全な地域をつくるために 15件  2,167,729円 

 つどい・ふれあいと地域の絆を深めるために 0件  0円    

計 70件  3,557,227円   

 (3)－② 自治会等活動保険加入事業補助 

件       数 補 助 金 額                   

212件 2,399,862円 

 (3)－③ 地域安全活動推進事業補助 

件       数 補 助 金 額                   

274件 23,289,792円 

 

  



 (4) 自治会育成補助(一般財団法人自治総合センター助成事業) 

事業主体 助成内容 助成金額 

鳥居上町自治会 太鼓の修繕および法被の新調 2,500,000円  

下後三条町自治会 大太鼓の修繕 2,300,000円  

城町二丁目自治会 自治会館の建設 15,000,000円  

 

２ 防犯の推進 

 (1) 防犯自治会への負担 

     犬上・彦根防犯自治会負担金 

                     2,452,846円 

 (2) 防犯灯設置補助(ＬＥＤ灯) 

【新設】 617,000円 

ポール式 4基  

  共架式 46基  

【切替】 1,109,000円 

  ポール式・共架式 112基  

 

３ 美しいひこね創造事業 

   市民が行う「美しい行為」とその活動実績に応じて市が交付する「地域通貨」を通じて、市民参加

による市の活性化を図り、「美しいひこね」を創造した。 

   なお、本事業は、運営経費に伴う財政的負担や、地域通貨としての機能活性化に関する課題など、

解決が困難な問題が多く存在していることから、事業を継続することは適当でないと判断し、令和7

年4月1日をもって「美しいひこね創造条例」を廃止した(令和7年度は経過措置期間とする。）。 

     令和6年度新規登録者数                     445人 

     令和6年度登録抹消者数                    744人 

     令和6年度末現在の参加登録者数               3,504人 

     令和6年度新規登録団体数                   2団体 

     令和6年度登録抹消団体数                  16団体 

     令和6年度末現在の市民団体登録数              123団体 

      〔内訳〕 自治会 47団体、老人会 15団体、子ども会 5団体、その他(青年団など) 2団体、 

ＮＰＯ法人 6団体、ボランティア団体 48団体 

     地域通貨「彦」の交付状況                 3,289人 

     (令和5年度中の活動に対する交付)             38,810枚 

     令和6年度地域通貨「彦」の活用状況 

     ・市の施設や手数料の支払    510件 1,514枚(150,210円) 



     ・登録された市民団体からの換金申請 95団体 23,870枚(2,387,000円) 

     ・エコバッグとの交換             655個 3,275枚 

     ・ごみ袋との交換              7,291個 7,291枚 

 

４ 市民参画のまちづくり推進事業 

   意見公募手続の実施      令和6年度の実施件数       6件 

 

５ 陳情・要望 

   自治会等各種団体数  369団体       陳情・要望件数  825件 

関連部署 陳情・要望件数(件) 

市 長 直 轄 組 織  3          

企 画 振 興 部   22          

ス ポ ー ツ 部 5          

総 務 部   2          

市 民 環 境 部 25          

福 祉 保 健 部  3          

子 ど も 未 来 部 4          

観 光 文 化 戦 略 部 16          

産 業 部 39          

建 設 部 586          

都 市 政 策 部 175          

上 下 水 道 部 9          

農 業 委 員 会 7          

消 防 本 部 8          

教 育 委 員 会 104          

計  1,008        

 ※1件につき複数の部署が対応・回答することがあるため、陳情・要望件数と表内の件数計は異なる。 

 

６ 広聴・相談 

 (1) 市政への意見・提言 

   「市政への意見・提言」専用封筒を広報ひこねに印刷し、市内全世帯に配布した。 

   また、市ホームページにおいて投稿の受付を実施した。 



     受 付 期 間       通 年 

     投 書 数         319通 

     投 書 件 数         365件 

 (2) 意見箱 

市役所本庁舎1階に設置し、広く市民の意見を聴いた。 24件 

 (3) 市長とオンラインで語る会 

   市民の市政への理解を深めることを目的として、オンライン会議システム(Ｚｏｏｍ)を利用し、市

長と市民(事前申込制)が、「『稼げるまち』彦根を目指して～定住人口・交流人口・関係人口を増やす

ためにすべきこと～」というテーマで意見交換を行った(1回開催)。 

 (4) 法律相談 

   ア 滋賀弁護士会会員の弁護士が相談に応じた。 

     (毎月第4金曜日 午後1時～午後4時)           13件 

   イ 大阪大学法律相談部学生による「春季移動法律相談」 

令和7年3月29日(土)                  4件 

 (5) 行政相談 

   総務大臣から委嘱を受けた行政相談委員が相談に応じた。 

    (毎月第2月曜日 午後1時～午後3時)               8件 

 (6) 登記・表示登記相談 

   滋賀県司法書士会会員および滋賀県土地家屋調査士会会員が相談に応じた。 

    (毎月第3金曜日 午後1時～午後4時)              51件 

 (7) 相続手続相談 

   滋賀県行政書士会彦根支部の会員が相談に応じた。 

    (毎月第2金曜日 午後1時～午後3時)              77件 



 

 

 

 

 

 

 

情 報 政 策 課 

(ＤＸ推進室) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 予算執行科目 

款 項 目 

 2  総 務 費                       

 1 総 務 管 理 費                       15  情 報 政 策 費 



1 行政情報化事業 

(1) 適用業務 

所 属 名 業  務  名 

ライフサービス課 

住民記録、印鑑登録、 

戸籍総合システム、 

住民基本台帳ネットワークシステム、公的個人認証サービス(ＪＰＫ

Ｉ)システム、マイナンバーカード管理システム 

税務課 
住民税、法人市民税、 

固定資産税(土地･家屋･償却資産)、軽自動車税、税証明発行 

債権管理課 

税収納、税滞納管理、 

国民健康保険料 滞納管理、 

納付事務管理 

ライフサービス課・ 

税務課 
コンビニ交付システム 

保険年金課 

国民健康保険料 賦課収納、 

国民健康保険 資格異動・給付、 

介護保険 資格・保険、 

後期高齢者医療、 

国民年金・福祉年金、 

福祉医療、児童手当 

生活環境課 し尿処理手数料 

住宅課 住宅使用料、改良住宅使用料、住宅改修資金貸付金償還 

社会福祉課 生活保護事務、災害時避難行動要支援者支援、生活困窮者支援 

幼児課 子ども子育て支援 

子育て支援課 児童家庭相談事務、児童扶養手当 

高齢福祉推進課 介護保険 受給･給付、要介護認定支援 

健康推進課 健康管理 

障害福祉課 障害福祉事務 

上下水道業務課 下水道受益者負担金 

農業委員会事務局 農家台帳 

農林水産課 農村下水道 

学校教育課 就学事務 

生涯学習課 成人式事務、放課後児童クラブ 

学校給食センター 給食費管理 

選挙管理委員会事務局 選挙事務 

まちづくり推進課 
自治会事務、美しいひこね創造活動運用事務、まちづくり認可地縁団

体管理 

人事課 人事給与、会計年度任用職員給与、庶務事務、人事評価 

財政課 財務会計、起債管理 



所 属 名 業  務  名 

出納室 公金収納、備品管理 

契約監理室 業者管理、契約管理 

情報政策課 グループウェア 

     計 25所属59業務 

  

(2) 今後の情報化について 

彦根市の情報化については、情報セキュリティの脆弱性、災害時のＢＣＰ対策、庁内ＬＡＮとイン

ターネット等のネットワーク構成のあり方、各業務システムの最適化、市全体のＩＴ費用削減対策など、

種々の課題があった。 

これらの課題に対し、市として適切に対応するため、職員によるプロジェクトチームにおいて、今後

の情報化の方向性やあり方を検討し、「ネットワークなどの情報基盤の再整備」、「基幹系業務システム

の再構築」および「ワークスタイルの見直し」を行うなど、様々な分野で最新のＩＣＴを活用しながら、

課題の解決に向け取り組んできた。その一方で、マイナンバーによる情報連携や電子申請の受付など、

市民サービスの向上に向けた取組を実施している。 

令和6年度において、基幹系業務システムについては、高島市との共同利用を継続するとともに、令

和7年度の基幹系業務システムの標準化に向けて、要件定義を関係所属と実施した。また、ガバメント

クラウドと本市を接続する回線およびガバメントクラウド上のネットワーク構築・運用を担当する回線

運用管理補助者の業務委託を行い、ガバメントクラウドを利用するための構築および検証を開始した。 

内部情報系システム等の再構築については、安全かつ適切な再構築を実施するとともに、事務の効率

化および業務軽減を図ることを目的に関係所属と協議を行い、新システム導入に向けての準備を進めた。 

 

(3) 情報セキュリティについて 

彦根市が取り扱う情報には、市民の個人情報のみならず、行政運営上重要な情報など、部外に漏えい

した場合や改ざんされた場合等には、極めて重大な結果を招く情報が多数含まれている。このため、常

にこの情報の重要性を認識し、情報資産の適正な管理・運用を行うための明確な枠組みとして「彦根市

情報セキュリティポリシー」を策定している。 

このセキュリティポリシーに基づき情報セキュリティ対策を推進するため、毎年、所属情報担当職員

等を対象に情報セキュリティ研修を実施している。また、別に「ネットワークなどの情報基盤の再整

備」において、指紋認証ログインによる利用者の管理、資産管理システムによる端末操作および不正ア

クセス等の監視により、庁内ネットワークのセキュリティ強化に努めている。 

 

 

 



2 行政デジタル推進事業 

(1) 趣旨 

行政のデジタル化の総合的な推進を図り、本市のＤＸを実現するため、先進技術の調査研究や、庁 

内における各種取組等を行った。 

 

(2) 取組概要 

ア ＤＸを効果的に推進するため外部専門人材として特別顧問を任用し、ＣＩＯ(情報統括管理責任

者)補佐官としてのＤＸ全般に関する助言、指導等を元にＤＸを推進した。 

イ 「彦根市ＤＸ推進基本方針」に基づき、市民サービスのＤＸ、自治体運営のＤＸ、地域社会のＤ

Ｘを推進している。 

ウ 「彦根市情報通信技術を活用した行政の推進に関する条例」に基づき、電子申請の利用拡大を推

進している。 

エ ＲＰＡ、ＡＩ－ＯＣＲ、ＡｐｐＳｕｉｔｅ(ノーコードツール)等の各種デジタルツールの使用方

法等を全庁的に広めることで、一層のＤＸの推進を図っている。 

オ 施設予約システムや、各種機能追加が可能となるＬＩＮＥ「彦根市」を活用し、市民サービスの

向上、事務の効率化を推進している。 

カ 一層の市民サービスの向上、業務の効率化を実現できる可能性がある文章生成ＡＩについて、セ

キュリティ上の注意を促すとともに利用を推進している。 

キ 現在本市で導入している電子申請、ＬＩＮＥ「彦根市」等のデジタルツールの活用を拡大するた

めに、ＤＸ推進分科会員等にデジタルスキル研修を実施した。 

ク デジタルデバイド対策として、民間企業との共同事業により、市内の各公民館および老人福祉セ

ンターでスマホ教室を実施した。 

ケ 広域での連携を密に図るため、本市が主宰となり近隣市(長浜市・東近江市・高島市)との情報交

換会を実施した。 

コ ＤＸ推進分科会を設置し、部局横断的にＤＸ推進に関する検討を行い、分科会からＤＸ推進に向

けた提言を行った。 

 



 
 
 
 
 
 

広報戦略課 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

                                           広報係 

シティプロモーション係  

 予算執行科目                             
 

款 項 目 

2 総 務 費   

 1 総 務 管 理 費                       2 広 報 費 

  10 国 際 交 流 推 進 費 



１ 広報関係 

(1) 広報ひこねの編集と発行 

毎月1回(1日) 市内全世帯配布 

体裁 Ａ4縦判フルカラー、24ページ  

 

(2) 放送等による市政ＰＲ 

ア ラジオ広報ひこね 

    毎週 月～金曜日 午前6時30分から午後8時まで 

     1番組当たり約10分を8回放送(1日当たりの合計放送時間約80分) 

 

イ ＰＲリリース(プレスリリース配信サービス) 

経費の観点から中止 

 

ウ こんきくらぶ(民間広報媒体) 

経費の観点から中止 

 

(3) 報道機関に対する資料提供(年間約490件) 

 

(4) 市長記者会見 年間12回(月1回程度) 

「不要となった制服の循環型プロジェクトに参画し、資源循環・ごみ減量を推進します」、「彦根城で

初めてとなる『国宝五城天守合同床磨き』を開催します」、「6年半ぶりに、中国・湘潭市(友好都市)の

代表団が彦根市を訪問されます」 等 

 

(5) 市ホームページ 

情報の発信力を高めるため、トップバナーに最新情報を随時掲載するとともに、「観光情報・魅力発

信」の特設サイトを稼働させた。 

ホームページアクセス数 年間約506万件 

 

(6) 各種ＳＮＳ フォロワー数等(令和7年3月31日時点) 

ア Ｘ(旧Ｔｗｉｔｔｅｒ)「彦根市広報」 フォロワー数 4,905人 

イ Ｉｎｓｔａｇｒａｍ「彦根市シティプロモーション」 フォロワー数 3,305人 

ウ Ｆａｃｅｂｏｏｋ「彦根市シティプロモーション」 フォロワー数 1,304人 

エ ＹｏｕＴｕｂｅ「ひこねしちょーＣＨ」 登録者数 45,900人 

オ ＹｏｕＴｕｂｅ「彦根市公式ＹｏｕＴｕｂｅチャンネル」 登録者数 2,290人 

カ ＴｉｋＴｏｋ「彦根市」 フォロワー数 1,479人 



 

２ シティプロモーションの推進について 

(1) 彦根市シティプロモーション戦略の推進 

令和3年度に策定した「彦根市シティプロモーション戦略第2期(令和4年度～令和7年度)戦略」の柱に沿

って、市民主導で持続可能なシティプロモーション活動を推進するため、公募市民による彦根市シティプ

ロモーション戦略推進委員会を組織して事業を行った。 

 

ア 戦略の柱「協働(共走・共創)」 

⚫ 「まち歩き・まちマップワークショップ」の開催 

古い街並みが残る地域を歩き、市内外の人に知ってもらいたい「おすすめの場所」を取材し、デジ

タルマップでどのように発信すれば効果的かを考えた。 

・開催日/開催場所：令和 7年 3月 1日 / 高宮地域文化センター周辺 

・参加者：10人 

⚫ ロケ地マップの作成 

彦根における映画のロケ地情報(30 作品 105 箇所)を盛り込んだ「ひこねのロケ地マップ(デジタル

マップ)」を作成し、令和 6年 5月 27日に公開した。 

 

イ 戦略の柱「熱を伝える場づくり」 

⚫ イベント「ひこねいろ文化祭」の開催 

「彦根に対するアツい想い」を持って活動する人が集合し、感謝を伝えるイベントを荒神山公園で

開催した。 

・開催日/開催場所：令和 6年 10月 13日 / 荒神山公園 

・参加者：約 2,500人 

⚫ 「ひこねいろカルタ」の活用 

令和 4 年度に作成した今の彦根の魅力を集めたご当地カルタ「ひこねいろカルタ」を通して、彦根

への愛着をさらに育むため、カルタの普及活動を行った。 

  

ウ 戦略の柱「共感を生む情報発信」 

⚫ 市民ライター講座(全 2コース) 

市民ライター講座を開催し、魅力発信に繋がる記事作成のノウハウを学んでいただくとともに、幅

広い情報発信の人材育成を図った。 

・開催日/開催場所：(平日コース)①令和 6年 8月 6日、②同年 9月 2日 / 東地区公民館 

 (休日コース)①令和 6年 8月 3日、②同年 9月 7日 / 東地区公民館 

・参加者：(平日コース)①4人、②3人 

(休日コース)①4人、②3人 



⚫ 市民フォト講座 

ＳＮＳを活用した市民による魅力発信を促進するため、フォト講座を開催した。 

・開催日/開催場所：令和 6年 9月 28日 / ひこね街なかプラザ  

・参加者：8人 

⚫ 公式ＷＥＢサイト「Ｇｏｏｄ Ｒｏｏｔｓ ＨＩＫＯＮＥ」とＳＮＳの運用 

 

３ 国際交流の推進について 

姉妹都市、友好都市との交流を引き続き進めるとともに、市民の異文化に対する理解を深めるため、各種

の国際交流事業を推進した。 

(1) アメリカ合衆国･ミシガン州アナーバー市(姉妹都市)との交流 

グリーティングカードにより年末年始の挨拶を行うとともに、彦根市民5人が令和6年9月6日から同月

10日までの5日間、アナーバー市を訪問し、ホームステイなどを通して市民同士の交流を深めた。  

 

 (2) 中華人民共和国･湖南省湘潭市(友好都市)との交流 

グリーティングカードにより年末年始の挨拶を行うとともに、6年半ぶりに、湘潭市から代表団5人を

令和7年2月6日から同月9日までの4日間受け入れ、市長訪問やホームビジットなどを通して交流を深めた。 

 

(3) 上記以外(交流都市)との交流 

ジョージア･ムツヘタ市およびスペイン王国・セゴビア市とは、グリーティングカードにより年末年

始の挨拶を行った。 

 

(4) 国際交流団体との連携 

彦根市国際協会、彦根市日中友好協会等と連携し、国際交流事業を推進した。 



 
 
 
 
 
 
 
 

人 権 政 策 課 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人権啓発係 

多文化共生係 

 予算執行科目 
 

款 項 目 

2 総   務   費   

 1 総 務 管 理 費 10 国 際 交 流 推 進 費 

  19 人 権 推 進 費 

  24 多文化共生推進費 

 

 

 

 



1 人権施策の推進 

   「彦根市人権尊重都市宣言」の精神と「人権が尊重されるまち彦根をつくる条例」の趣旨にのっとり、

同和問題や女性、子ども、高齢者、障害者、外国人等に対するあらゆる差別をなくし、市民一人ひとり

の人権意識の高揚を図るとともに、人権擁護に努め、人権が尊重されるまちづくりの実現に向けて、

「彦根市人権施策基本方針」に基づき、総合的に人権施策を推進した。 

 (1) 人権擁護活動 

   ア  人権擁護委員の推薦および法務局等の人権擁護機関との連絡調整､人権問題に関する各種大会や 

研修会への参加 

   イ 人権擁護委員による人権相談の開設(毎月第1・第3水曜日) 

 (2) 市民啓発 

   ア 人権のまちづくり講演会2024 

趣  旨  人権尊重のまちづくりの実現に向け、広く市民を対象に、現代社会に存在してい 

る様々な人権課題をテーマとした講演会を開催し、人権学習の場を提供する。 

開 催 日  令和6年9月21日(土) 

開催場所  ひこね市文化プラザ エコーホール 

内  容  講演 「ネット人権侵害と部落差別の現実～『寝た子』はネットで起こされる！ 

？～」 

講師 川口 泰司 さん 

参加者数  185人 

   イ 「はーとふるメッセージ2024」作品募集 

       市民の人権意識の高揚と人権問題への関心を深めるため、市内に在住、在勤、在学の方を対象

に作品を募集した。また、選考委員会を開催して優秀作品を決定し、表彰するとともに、啓発に

活用した。 

      分野別応募点数  作文 248点  標語 348点  ポスター・絵手紙 275点 

   ウ 人権啓発物品の作成と配布 

      同和問題啓発強調月間(9月)や人権週間(12月4日～10日)、各種人権研修会、窓口等において、 

人権啓発物品を配布した。 

 (3) 地域啓発 

     地域主体の人権啓発活動の定着とさらなる促進を図るため、彦根市人権教育推進協議会委員(32

人)を委嘱し、地域における課題や情報の共有を目的とする交流研修会を開催した。彦根市ヒュー

マンアクター(4人)を任命し、学区人権教育推進協議会の活動や人権のまちづくり懇談会の開催に

ついて支援するとともに、地域における人権啓発リーダーの育成を図った。 

   ア 人権のまちづくり懇談会実施自治会数  171自治会 

   イ 学区人権教育推進協議会活動費補助金の交付 

   ウ 「ゆきどけＮｏ．60」、「人推協だより」、「人権のまちづくり懇談会開催のてびき」の作成と配布 



   エ 教材(人権啓発ＤＶＤ等)の貸出し 

   オ 人権連続講座の開催(全4講座)  受講者数 36人 

 (4) 企業啓発 

   ア 新入社員研修会(1回)、事業所内公正採用選考・人権啓発担当者等研修会(1回)、彦根市人権教育

推進協議会との合同研修会(1回)および課題別研修会(1回)を開催し、企業内人権問題への取組を推

進した。 

     ・研修会開催数 4回   参加企業数(人数) 延べ 120社(138人) 

   イ 啓発推進班を編成し、7月の「なくそう就職差別 企業内公正採用・人権啓発推進月間」を中心 

に、企業啓発訪問を実施した。 

     ・調書に基づく聞き取り調査および啓発リーフレットの配布 

     ・人権啓発担当者設置事業所数 243社(対象事業所数 260社) 

   ウ 啓発リーフレット「Ｂｅ Ｈａｐｐｙ」Ｖｏｌ．17の作成・配布 

     ・企業への啓発訪問実施の際に配布 

   エ 企業内研修への講師派遣および教材貸出し 

     ・講師派遣回数 16回 

     ・教材貸出件数 17件 

   オ 滋賀人権啓発企業連絡会彦根ブロック、彦根・愛知・犬上職業対策連絡協議会等と連携し、企業 

内人権啓発の推進等を図った。 

 

2 多文化共生社会の推進 

   外国人住民は、市人口の3.45％(2024年9月末時点)を占め、また、定住志向も高まっている。互いの

文化的違いを認め合い、対等な関係を築きながら、地域社会の構成員としてともに生きていく、多文

化共生社会の実現に向けたまちづくりを推進した。 

 (1) 「第2次彦根市多文化共生推進プラン」の推進 

     令和3年3月に策定した「第2次彦根市多文化共生推進プラン」の進捗について、多文化共生推

進委員会を2回開催し、審議を行った。また、庁内多文化共生推進会議において、京都文教大学

総合社会学部事務室 社会連携コーディネーター 森 雄二郎さん(滋賀県多文化共生推進プラ

ン懇話会座長)を招いて滋賀県多文化共生推進プラン(第3次改定版)について説明等を行っていた

だき、滋賀県多文化共生推進プランおよび彦根市多文化共生推進プランの内容の共有を図った。 

 (2) 国際理解教育の推進(湖東定住自立圏事業) 

      国際的な視野および感覚を持った人材を育成するとともに多文化共生社会を実現するため、事

業委託により、教育機関を中心に出前講座を行った。 

    ・出前講座数 10講座 

 (3) 多文化共生の推進 

      外国人住民を含む、誰もが暮らしやすいまちになるよう多言語での情報提供、通訳の配置および



外国人児童・生徒への支援を行った。 

   ア 多言語版「広報ひこね」の発行(月1回) 

     ・発行部数(12か月の平均値) 

      英語 187部 ポルトガル語 250部 中国語 180部 ベトナム語 205部  

   イ 彦根市生活ガイドの発行(年1回)  

     ・発行部数 

英語 118部 ポルトガル語 112部 中国語 88部 ベトナム語 204部 

やさしい日本語 34部 

   ウ 市窓口への通訳配置 

     ポルトガル語主任通訳1人、ポルトガル語通訳・英語通訳・中国語通訳・ベトナム語通訳各1人 

     ・ポルトガル語通訳と英語通訳は月曜日～金曜日、ベトナム語通訳は火曜日・木曜日・金曜日、

中国語通訳は月10回対応 

   エ 「ひこね外国人相談センター」 

市内2か所(人権政策課および国際交流サロン)に設置し、外国人住民からの相談に対応した。 

通訳配置のない言語は、ＡＩ多言語通訳サービス(ＫＯＴＯＢＡＬ)を導入して対応した。 

 オ ＦＭひこね「国際交流ＴＩＭＥ」放送 

   カ 行政資料の翻訳 

   キ 母語教室の開催(彦根市在住のブラジルにつながりを持つ児童・生徒対象) 

     ・開催回数 12回 参加者 7人 

   ク 「子ども多文化クラブ」の開催(彦根市在住の児童・生徒対象) 

     ・夏休み 開催日数 4日 参加者数 24人 

・冬休み 開催日数 1日 参加者数 23人 

(4) 国際交流サロンの運営 

      外国人住民と日本人住民の交流の場を提供すること等を目的として、広報戦略課と共同で国際交

流サロンを運営した。なお、効率的で利用者の立場に沿うことを目指し、彦根市国際協会に運営委

託した。 

 (5) 市民団体等との連携 

      彦根市国際協会、ひこね国際交流会ＶＯＩＣＥ、ボランティア日本語教室スマイルおよび彦根市

日中友好協会等と連携し、多文化共生事業を推進した。 



 
 
 
 
 
 

 

人権・福祉交流会館 
 

広野教育集会所 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                      住民福祉係 

                                      教育啓発係 

 予算執行科目 

款 項 目 

 

2  総 務 費   

 1 総 務 管 理 費 19 人 権 推 進 費 

3  民 生 費                     

 1 社 会 福 祉 費                       4 社 会 福 祉 施 設 費                       

10   教 育 費                     

 1 教 育 総 務 費                       5 人 権 教 育 費 

 



１ 利用実績 

自主事業 行政・学校 自治会・各種団体 計 利用延べ人員 
 

731回 23回 45回 799回 11,161人 

 

２ 相談事項取扱状況                              (単位:件) 

相 談 内 容                     受 理 件 数             処 理 件 数             継続処理件数 

 

   1   人 権 相 談                         6     6 0 

   2   住 宅 相 談                        51    51 0 

   3   環 境 相 談                     88   88 0 

   4   福 祉 保 健 相 談                     116   116 0 

   5   就 労 相 談                       221   221 0 

   6   教 育 相 談                       116  116 0 

   7   経 営 相 談  157  157 0 

   8   そ の 他                      443  443 0 

計 1,198 1,198 0 

 

３ 定例相談 

   職業相談                   12回        1人 

 

４ 主な事務事業 

(1) 人権・福祉交流会館 

ア 会館運営委員会の設置(運営委員 21人委嘱) 

運営委員会の開催             2回       34人 

イ 町づくり推進事業 

会館だより「ＷＡっとねす春日」の発行   12回  （毎月1日発行） 

ウ 春日文化祭開催委託事業(町内会へ委託) 

令和6年10月27日(日)開催 来場者239人 

エ マンパワー育成事業(和太鼓演奏活動)  

   練 習 ……… 毎週金曜日 午後7時～   48回 

    発 表 ……… 広野町夏祭り、春日文化祭 

オ 交流促進事業(パソコン教室)           12回       127人 

    カ デイサービス事業 

    (ｱ) 健康体操教室                 39回       213人 



   (ｲ) 卓球教室                  80回       432人 

   (ｳ) 健康リズム体操教室             37回       482人 

(ｴ) 書道教室                  10回        58人 

  キ 市民人権啓発推進事業 

   (ｱ) 差別をなくし人権を尊ぶあなたと私のつどい  

令和6年11月10日(日)開催 参加者100人 

   (ｲ) 差別をなくし人権を尊ぶ彦根市青年集会 

     令和7年3月2日(日)開催 参加者75人 

   (ｳ) 彦根市人権問題通信講座（廃止） 

     事業効果および経費の観点から廃止した。 

(2) 広野教育集会所 

ア 文化・スポーツ活動振興事業(各種教養講座の開設) 

(ｱ) 習字教室                  36回       474人 

(ｲ) 生け花教室                 24回        65人 

(ｳ) フラワーアレンジメント教室         22回       205人 

 イ 子育て事業 

(ｱ) 小学生学習会                189回       4,108人 

(ｲ) 小学生上学年学習会(4～6年生)          42回       434人 

(ｳ) 小学生上学年英語教室(4～6年生)         18回       102人 

(ｴ) 中学生英数教室               47回       284人 

(ｵ) 人権学習会(小学生対象、中学生対象)      4回        81人 

(ｶ) 子育て講演会                 1回        58人 

(ｷ) のびっこ教室                 5回        44人 

ウ  学童保育事業(夏季休業中)          18日間        706人 



 

 

 

 

 

            

市 民 交 流 セ ン タ ー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 予算執行科目 
 

款 項 目 

    2 総 務 費   

 1 総 務 管 理 費 25 市民交流センター費  

 



１ 利用実績                             延べ 6,010人 

    内訳 

センター事業                       480人 

自治会等                          426人 

福祉活動団体等                       3,086人 

   各種サークル活動等                     1,101人 

   その他(公金取扱い等)                     221人 

   来館者                           696人 

 

２ 趣味・実技講座  

   スマイル健康講座        6～12月 7回      延べ 63人 

   ローズウィンドウ講座         6～12月 7回      延べ 29人 

   バランスボール講座       6～12月 7回      延べ 59人 

   伝筆(つてふで)講座       6～12月 7回      延べ 51人 

    

３ 歴史ビギナー講座 

   井伊家下屋敷 

～楽々園と玄宮園のお話～    1月18日(土)            6人 

彦根の日本遺産          2月 1日(土)           7人 

   彦根の焼き物 ～湖東焼～     2月15日(土）           4人 

 

４ シニアライフアップ講座  

   からだのための教室        9月20日(金)           10人 

   ヨガ教室             10月23日(水)            5人 

   絵手紙教室            11月 7日(木)            6人 

 

５ 健康セミナー 

金亀体操             7月25日(木)           7人 

終活とは             10月17日(木)            10人 

ほっとかない認知症        11月28日(木)            10人 

 

６ その他 

   交流センターだより        毎月1回 計12回 発行 

 



スポーツ部 
 
 
 
 
 
 

ス ポ ー ツ 振 興 課 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

予算執行科目 

款 項 目 

 

2 総 務 費   

 1 総 務 管 理 費 1 一 般 管 理 費 

10 教 育 費   

  6 保 健 体 育 費 2 社 会 体 育 振 興 費                                             

  3 体 育 施 設 管 理 費                       

  5 ス ポ ー ツ ・ 文 化 交 流 セ ン タ ー 費 



1 生涯スポーツの振興について 

(1) スポーツ推進委員の設置 

人数：45人 

任期：2年 

活動：ニュースポーツの大会開催、研修、出前講座等 

大会実績① 2024ふれあいグラウンド・ゴルフ交流会 

      開催日：令和6年5月26日 

      参加人数：130人 

大会実績② 第21回ひこねスーパーカロム大会 

      開催日：令和6年10月27日 

参加人数：149人 

  大会実績③ 第26回彦根市ファミバド交流会 

        開催日：令和7年2月23日 

        参加人数：128人 

(2) 一般社団法人 彦根市スポーツ協会への助成 

ア 国際大会、国民スポーツ大会等の各種大会に出場する選手・団体に対する激励金や活動助成 

  イ 一般社団法人 彦根市スポーツ協会の組織の充実と強化対策を目的とした事務局運営費助成 

 (3) スポーツ少年団の育成強化 

各単位団活動助成、指導者保険助成、交流大会参加助成等 

令和6年度加盟人数：17団体600人  

 (4) 市民スポーツ大会 

   市民の健康づくり、体力づくりの推進を目的とし大会実施事業を一般社団法人 彦根市スポーツ協

会に委託した。 

  ア 春季大会 

   種目数 ：22種目 

参加人数：4,429人 

  イ 秋季大会 

種目数 ：27種目 

参加人数：4,025人 

 (5) 競技スポーツ選手育成強化事業 

2025年に開催される第79回国民スポーツ大会において、本市で開催される競技種目の振興を通じて

市民の本大会に対する機運醸成を図ることを目的として、小学生を対象としたスポーツ教室の実施を

一般社団法人 彦根市スポーツ協会に委託した。 

種目：陸上、弓道、なぎなた 

回数および参加人数：67回1,603人(3種目合計)   



(6) びわスポキッズフェスティバルin彦根 

開催日：令和6年6月15日 

会場：プロシードアリーナHIKONE 

参加人数：205人 

(7) 第62回体力づくり彦根市学区スポーツ大会(ラージボール卓球、ビーチボール、ボッチャ) 

開催日：令和6年6月30日 

会場：プロシードアリーナHIKONE 

参加人数：約500人 

(8) サッカー体験会 

開催日：令和6年9月23日 

会場：平和堂HATOスタジアム 

参加人数：約80人 

 (9) まちなか交流フェスタ～国スポ・障スポ365日前イベント～ 

開催日：令和6年9月28日、29日 

会場：プロシードアリーナHIKONE、金亀公園 

参加人数：約2,000人 

(10) 第38回彦根シティマラソン 

開催日：令和6年11月10日 

会場：平和堂HATOスタジアムおよび彦根城周辺 

参加人数：2,789人 

 (11) 学校体育施設開放事業 

   対象学校       24校(小学校17校、中学校7校) 

開放回数    10,178回 

利用者数   183,124人 

  

2 社会体育施設の管理、運営について 

(1) 社会体育施設の利用状況 

  ア 彦根市武道場       10,173人 

  イ 彦根市稲枝地区体育館   11,897人 

  ウ グラウンド夜間照明施設   6,159人(彦根中、鳥居本小)    

 (2) 社会体育施設の修繕、工事実績 

  修繕  2件  343,500円(彦根中学校夜間照明器具修繕ほか) 

     

 

 



3 障害者スポーツの活動支援について 

ノーマライゼーションの理念の実現に向けた事業の一環として、障害のある人のニーズに応じた事業

としてスポーツ教室を開催し、社会参加の促進と障害者スポーツの振興を図った。 

  ・しょうがい児(者)水泳教室開催事業(彦根市・長浜市・米原市・東近江市の4市共同事業) 

   開催回数：23回 

利用者数：6人(全体：25人) 

   委託料 ：515,000円 

 

4 彦根市スポーツ・文化交流センター整備事業について 

 <主な事業内容> 

・工事請負費 

(繰越分)    外構工事          45,981,100円 

     

5 彦根市スポーツ・文化交流センター管理運営事業について 

（1） 彦根市スポーツ・文化交流センターの利用状況 

区分 メインアリーナ サブアリーナ ダンス室 トレーニング室 近的場 

利用件数 

（件） 
592 945 988 8,960 767 

利用者数 

（人） 
68,839 33,361 9,034 8,960 22,574 

 

区分 遠的場 多目的会議室 会議室1 会議室2 会議室3 

利用件数 

（件） 
178 401 381 448 358 

利用者数 

（人） 
7,810 12,303 4,939 4,861 4,168 

 

区分 教養文化室 多目的ホール 展示コーナー お祭り広場 個人利用 

利用件数 

（件） 
132 360 84 21 466 

利用者数 

（人） 
1,656 32,185 1,008 5,510 466 

(2) 寄附金 

  彦根市スポーツ・文化交流センター整備・管理運営事業に係る寄附を募集した。 

(一般寄附)      団体・企業    50,655円   1件 

(企業版ふるさと納税)            600,000円  5件 

 

 

 

 



6 指定管理者制度の概要 

      スポーツ部指定管理者候補者選定委員会   開催回数  1回 

                        委員構成  8人(うち外部有識者4人) 

                       対象施設 彦根市スポーツ・文化交流センター 

(スポーツ振興課所管) 

                        事業費  24,812円 

 

 

  



 
 
 
 
 
 
 

国 ス ポ ・ 障 ス ポ 総 務 課 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総務企画係 

広 報 係 

市民運動係 

 予算執行科目 
 

款 項 目 

2  総 務 費   

 1 総 務 管 理 費                       8 企 画 費 



1 第79回国民スポーツ大会リハーサル大会および本大会に向けた体制整備 

令和 6 年に開催したリハーサル大会や令和 7 年に開催する本大会の各競技会に向け立ち上げた彦根市実

施本部において、リハーサル大会従事者説明会を開催するとともに、本大会の従事者名簿の作成を進めた。 

また、競技会運営の参考とするため、市長、副市長および各競技会の実施本部で中心となる職員や実行

委員会事務局職員による視察を行った。 

 

(1) 彦根市実施本部の開催 

ア 幹事会会議  1回 

 

(2) 視察の実施 

ア ＳＡＧＡ2024国スポの視察 

  ・佐賀市(総合開閉会式、行幸啓、陸上競技) 

  ・神埼市、小城市および吉野ヶ里町(ハンドボール） 

・多久市(弓道) 

・嬉野市(なぎなた) 

  イ 事業概要説明会(佐賀県)への出席 

・佐賀市(陸上競技) 

 

2 彦根市実行委員会の運営 

彦根市実行委員会の総会、常任委員会および総務企画専門委員会を開催した。また、本市が主催する

4競技(陸上競技、ハンドボール、弓道、なぎなた)を広く市民に周知するための啓発活動を行ったほか、

ボランティアの募集を継続して行った。 

 

(1) 総会および常任委員会の開催 

ア 令和6年7月18日 第3回総会および第2回常任委員会 

 

(2) 専門委員会の開催 

ア 令和7年1月22日  第4回総務企画専門委員会 

 

(3) 各種計画等の審議策定 

ア 総務企画専門委員会所管事項 

・彦根市炬火イベント実施要項 

・彦根市売店出店者募集要項 

 

(4) 広報啓発活動の推進 



ア 啓発グッズによる広報 

・以下の啓発グッズの作成、配布 

 うちわ、アクリルスタンド、ポケットティッシュ、トートバック、ステッカー、ボールペン等 

  イ 工作物・装飾物等による広報 

・本庁舎、支所・出張所等への懸垂幕やのぼり旗の設置 

・各競技会場への横断幕や懸垂幕の設置 

・本庁舎、商業施設等でのデジタルサイネージの放映 

・路線バス車両へのラッピングの実施 

  ウ イベント等による広報 

・市内開催イベントでの啓発活動 

・国スポ・障スポ365日前イベントの開催 

・びわこ国体展示の実施 

  エ ＳＮＳ・広報媒体等での情報発信 

・実行委員会公式ＳＮＳでの発信 

・実行委員会公式ホームページでの発信 

・広報ひこね、彦根市ＬＩＮＥ等での発信 

 

(5) 市民運動の推進 

  ア リハーサル大会でのボランティアの従事 

  イ リハーサル大会の各競技会場や練習会場での歓迎装飾の実施 

  ウ 市立中学校の生徒による手作りのぼり旗の作成 

 



 
 
 
 
 
 
 

国 ス ポ ・ 障 ス ポ 競 技 課 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

競 技 第 1係 

競 技 第 2係 

宿泊衛生係 

輸送交通係 

 予算執行科目 
 

款 項 目 

2  総 務 費   

 1 総 務 管 理 費                       8 企 画 費 



1 第79回国民スポーツ大会リハーサル大会の実施 

令和 7 年 9 月から開催される「わたＳＨＩＧＡ輝く国スポ」に向け、市民の関心を高め、機運醸成を図

るとともに競技会運営能力の向上を目的として、既存の近畿大会や全国大会を、国スポのリハーサル大会

に位置付けて開催した。 

 

(1) 第65回都道府県対抗なぎなた大会 

日程：令和6年5月25日および26日 

会場：パナソニック株式会社 くらしアプライアンス社彦根工場 多目的ホール 

 

(2) 第71回全日本勤労者弓道選手権大会 

日程：令和6年6月8日および9日 

会場：プロシードアリーナＨＩＫＯＮＥ 

  

(3) 第29回ジャパンオープンハンドボールトーナメント(※近江八幡市と共催) 

    日程：令和6年8月9日から12日 

    会場：プロシードアリーナＨＩＫＯＮＥ 

       彦総グリーンアリーナ(彦根総合高等学校体育館) 

 

 (4) 第92回近畿陸上競技選手権大会 兼 第109回日本陸上競技選手権大会 近畿地区予選会 

    日程：令和6年8月31日および9月1日 

    会場：平和堂ＨＡＴＯスタジアム 

    ※台風の接近により開催中止 

 

2 第79回国民スポーツ大会に向けた体制整備 

国スポの競技会運営を担う体制を整備するため、各競技団体や滋賀県実行委員会との連絡調整を行い、

宿泊衛生や輸送交通など競技会運営に必要な準備を進めた。宿泊衛生関連としては、滋賀県および県内各

市町との合同配宿方式に基づく宿泊施設の選定に向けた調整、各競技会場の救護体制構築のため医療従事

者派遣に向けた関係機関との調整等を行った。また、輸送交通関連としては、選手・監督、競技役員等の

大会参加時の輸送経路やバス必要台数積算、会場周辺の渋滞緩和対策等を盛り込んだ彦根市輸送交通計画

等策定を行うとともに、滋賀県警察本部や彦根市消防本部等の関係機関と連携し、国スポ主会場にて大規

模集客施設における初動対応訓練を実施した。 

 

(1) 関係機関および競技団体との連絡調整 

ア 各競技団体や共催市との連絡調整会議等の開催(各競技随時) 

イ 滋賀県実行委員会との連絡調整 



 (2) 宿泊衛生関連の各種計画策定や関係機関との連携 

  ア 仮配宿計画策定に向けた滋賀県実行委員会との定例会議の実施(4回) 

  イ 医療従事者派遣依頼に向けた関係機関(彦根医師会・滋賀県看護協会・彦根市立病院)との調整 

 

 (3) 輸送交通関連の各種計画策定や関係機関との連携 

  ア 彦根市輸送交通計画等策定に向けた委託業者との定例会の開催(9回) 

  イ 国スポ主会場における初動対応訓練の実施(滋賀県警察本部、彦根市消防本部、彦根市) 

 

3 彦根市実行委員会の運営 

国スポの開催に向けた準備のため、彦根市実行委員会において各種専門委員会を開催し、各種計画等

の審議・策定を行った。 

また、競技会運営の参考とするため、ＳＡＧＡ2024国スポの各競技会場を視察するとともに、後催市を

対象に各市で開催された事業概要説明会に出席した。 

 

(1) 専門委員会の開催 

ア 令和6年8月29日 第4回宿泊衛生専門委員会(書面会議) 

イ 令和7年1月21日 第3回競技式典専門委員会(書面会議) 

ウ 令和7年2月4日  第5回宿泊衛生専門委員会 

エ 令和7年3月5日  第3回輸送交通専門委員会(書面会議) 

 

(2) 先催市視察の実施 

ア ＳＡＧＡ2024国スポの視察 

  ・佐賀市(陸上競技)  

  ・神埼市、小城市および吉野ヶ里町(ハンドボール) 

  ・多久市(弓道) 

・嬉野市(なぎなた) 

イ 事業概要説明会(佐賀県)への出席 

・佐賀市(陸上競技) 

・神埼市(ハンドボール) 

・多久市(弓道) 

・嬉野市(なぎなた) 



 

総 務 部 

 

 

 

 

 

総  務  課 

(コンプライアンス推進室) 

 

 

 

 
 

                                   

 

 

 

 

 総 務 係 

                                     法規行政係            

 予算執行科目 
 

款 項 目 

 

2 総 務 費  

 1 総 務 管 理 費 1 一 般 管 理 費 

  13 公 平 委 員 会 費  

     20 諸 費 

     2  徴      税       費     1  税 務 総 務 費 

4  衛 生 費   

 3 上 水 道 費 1 上 水 道 施 設 費 



1 総務関係 

(1) 公平委員会事務について 

   ア 公平委員会開催(3回) 

      職員団体登録事項変更届および勤務条件に関する措置の要求についての審査、規則の改正等

を行った。 

イ 滋賀県公平委員会連合会・全国公平委員会連合会近畿支部・全国公平委員会連合会の各総会、

研究会等に出席した。 

(2) 核兵器廃絶都市宣言推進事業について 

ア 市ホームページで、原爆および平和に関する学習に役立つ情報を紹介した。 

   (ｱ) 核兵器廃絶都市宣言 

   (ｲ) 広島平和記念資料館について(外部リンク) 

   (ｳ) 長崎原爆資料館について(外部リンク) 

   (ｴ)  国立広島・長崎原爆死没者追悼平和祈念館平和情報ネットワークについて(外部リンク) 

   (ｵ) 滋賀県平和祈念館について(外部リンク) 

イ 広島県から平和学習用のパネルを借用し、彦根市役所本庁舎の1階ロビーで展示を行った。 

(3)  固定資産評価審査委員会事務について 

     固定資産評価審査委員会の開催(1回) 

      縦覧結果等についての報告を行った。 

 (4) 彦根市・鹿児島市 交流連携協定について 

     令和7年1月16日に、鹿児島市と交流連携協定を締結した。 

 

2 法規行政関係(令和6年4月1日から令和7年3月31日までの実績) 

 (1)  条例、規則等の制定および公表について 

   ア 条例  新規制定  2  全部改正 0 一部改正 42  廃止 3 

   イ 規則  新規制定  5  全部改正 0  一部改正 59  廃止 2 

   ウ 訓令  新規制定  0  全部改正 0 一部改正 11  廃止 0 

   エ 告示  247 

   オ 公告   57 

   カ 専決   10 

 (2)  市公報の発行について 

     毎月2回(1日および15日)発行した。 

 (3)  文書の保存および廃棄について 

     保存期間が満了した文書の廃棄および書庫の整理に努めるとともに、民間倉庫を活用し公文書

の保管を行った。また、文書管理システムの運用を行った。 

 (4)  顧問弁護士委託事業について 



行政の日常業務に起因した事件を法的に処理するため、毎月1回の法律相談および行政訴訟事件

等の適切かつ迅速な解決を図るための訴訟等の対応業務を委任した。 

 (5)  情報公開推進事業について 

民主的で公正かつ透明性の高い市政の推進を図るため、「彦根市情報公開条例」の円滑な運用に

努めた。また、公文書非公開決定処分に関する審査請求について「彦根市情報公開審査会」を2

回開催して審議を行った。 

 (6)  個人情報保護推進事業について 

「個人情報の保護に関する法律」に基づき、市が保有する個人情報の適正な取扱いに努めた。

また、保有個人情報開示(部分開示)決定処分に関する審査請求について「彦根市個人情報保護審

査会」を2回開催して審議を行った。 

 (7)  行政不服審査事業について 

     市長が行った処分に対する審査請求について、行政不服審査法に基づき審査庁および審理員に

よる適切な手続に努めた。 

 

3 コンプライアンス推進関係 

(1) コンプライアンス推進について 

彦根市コンプライアンス推進委員会を1回開催し、令和5年度および令和6年度(4月～12月)の基

本方針の具体的な取組の実施状況ならびに内部統制制度(試行)の実施状況および次年度以降の取

組について報告等を行った。 

 (2) 不当要求行為等対策について 

庁舎等における不当要求行為等を未然に防止するとともに、市民および職員の安全と公務の円

滑かつ適正な執行を確保することを目的として「彦根市役所不当要求行為等対策連絡会議」を4

回開催し、情報の共有等を図った。また、職員を対象とした不当要求行為等対策研修会を開催し

た。 

 



 

 

 

 

 

 

 

公有財産管理課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

公有財産管理係 

 

 

予算執行科目 
 

款 項 目 

 

2 総 務 費   

 1 総 務 管 理 費 7 財 産 管 理 費  

 

 

 



1  財産管理関係 

 (1) 市庁舎および中央町別館修理状況（修繕料）について 

 修  繕  名    金  額 （円） 

本庁舎冷却塔モーター取替修繕 他13件 3,136,540 

計 3,136,540 

 

(2) 公用自動車年間整備状況について 

   集中管理車両 

ア 保有台数             30台（うちリース台数 26台） 

イ 車検台数              3台 

   ウ 定期点検台数            4台 

   エ 修理台数              2台 

   オ 修繕料（車検定期点検含む。）592,610円 

  

(3) 市有財産関係について 

   ア 財産保有状況 

区     分   土 地（㎡） 
建 物（延べ面積） （㎡） 

 

  木  造 非 木 造 計 

行 

政 

財 
産 

本 庁 舎 10,692.13 0.00 18,498.19 18,498.19 

その他の 

行政機関 

 消 防 施 設 21,992.48 171.10 7,866.45 8,037.55 

 その他の施設 140,751.22 885.56 26,897.74 27,783.30 

公 共 の 

財  産 

 学    校 510,037.07 3,051.69 159,433.13 162,484.82 

 公 営 住 宅 88,848.04 553.28 35,914.58 36,467.86 

 公    園 633,570.63 1,214.62 1,627.97 2,842.59 

 その他の施設 2,590,152.50 19,651.93 96,031.60 115,683.53 

普 通 財 産 165,453.54 151.85 1,461.32 1,613.17 

計 4,161,497.61 25,680.03 347,730.98 373,411.01 

イ 修理状況（修繕料） 

    該当事項なし 

 

 (4) 登記事務状況について 

依 頼 課 依頼筆数（筆） 処 理 筆 数 （ 筆 ） 

   公 有 財 産 管 理 課 3 3 

計 3 3 

 



(5) 建物総合損害共済および自動車損害共済の加入状況について 

   ア 建物総合損害共済 

      加入対象建物面積           389,016㎡ 

      共 済 責 任 額       95,328,840,000円 

      分 担 金          9,010,282円 

   イ 自動車損害共済 

      共 済 加 入 台 数             280台 

共 済 種 別 共済責任額 (万円 ) 分 担 金（円） 

車 両 共 済 69,309 2,332,492 

対物損害賠償共済 94,700 1,164,811 

対人損害賠償共済 （無制限） 885,549 

計 － 4,382,852 

 



   
 

 

 

 

財  政  課 

 
 

 

 

 

 財 政 係         

  

予算執行科目               

款 項 目 
 

2 総 務 費                       

 1 総 務 管 理 費 1 一 般 管 理 費 

  5 財 政 管 理 費 

  20 諸 費 

  21 財 政 調 整 基 金 費 

4 衛 生 費                       

 3 上 水 道 費                     1 上 水 道 施 設 費                         

 4 病 院 費                     1 病 院 整 備 費 

8 土 木 費   

 4 都 市 計 画 費  6 下 水 道 費 

12 公 債 費                       

 1 公 債 費                     1 元 金 

  2 利 子 

14 予 備 費                       

 1 予 備 費                     1 予 備 費 

 



１　市債の状況

(1) 長期借入金（普通会計）

起 債 の 目 的 借入額 借 入 先

防 災 体 制 整 備 事 業 60,500 市 町 村 振 興 協 会 R 7. 3. 31 R 27. 3. 24

7,200 滋 賀 中 央 信 用 金 庫 R 7. 3. 28 R 22. 3. 31

3,900 財 務 省 R 7. 5. 27 R 22. 3. 25

老 人 福 祉 施 設 整 備 事 業 7,400 滋 賀 中 央 信 用 金 庫 R 7. 3. 28 R 22. 3. 31

福 祉 セ ン タ ー 整 備 事 業 1,700 市 町 村 振 興 協 会 R 7. 3. 31 R 22. 3. 24

100 滋 賀 中 央 信 用 金 庫 R 7. 3. 28 R 12. 3. 31

12,500 財 務 省 R 7. 5. 27 R 12. 3. 25

15,400 東びわこ農業協同組合 R 7. 5. 29 R 12. 3. 31

8,200 東びわこ農業協同組合 R 7. 5. 29 R 12. 3. 31

940,700 近 畿 労 働 金 庫 R 7. 5. 29 R 17. 3. 31

3,500 近 畿 労 働 金 庫 R 7. 5. 29 R 22. 3. 31

衛 生 処 理 施 設 整 備 事 業 26,700 近 畿 労 働 金 庫 R 7. 5. 29 R 22. 3. 31

粗大ごみ処理施設整備事業 20,300 近 畿 労 働 金 庫 R 7. 5. 29 R 22. 3. 31

34,100 滋 賀 中 央 信 用 金 庫 R 7. 3. 28 R 22. 3. 31

4,600 市 町 村 振 興 協 会 R 7. 3. 31 R 22. 3. 24

58,600 財 務 省 R 7. 5. 27 R 22. 3. 25

300 東びわこ農業協同組合 R 7. 5. 29 R 12. 3. 31

4,300 近 畿 労 働 金 庫 R 7. 3. 28 R 17. 3. 31

38,100 財 務 省 R 7. 5. 27 R 22. 3. 25

急 傾 斜 地 崩 壊 対 策 事 業 1,400 近 畿 労 働 金 庫 R 7. 5. 29 R 17. 3. 31

39,700 滋 賀 中 央 信 用 金 庫 R 7. 3. 28 R 27. 3. 31

91,100 東びわこ農業協同組合 R 7. 5. 29 R 27. 3. 31

4,700 財 務 省 R 7. 3. 25 R 27. 3. 1

700 滋 賀 中 央 信 用 金 庫 R 7. 3. 28 R 22. 3. 31

7,200 滋 賀 中 央 信 用 金 庫 R 7. 3. 28 R 27. 3. 31

2,900 東びわこ農業協同組合 R 7. 5. 29 R 27. 3. 31

7,400 滋 賀 中 央 信 用 金 庫 R 7. 3. 28 R 12. 3. 31

1,000 滋 賀 中 央 信 用 金 庫 R 7. 3. 28 R 27. 3. 31

12,500 東びわこ農業協同組合 R 7. 5. 29 R 12. 3. 31

駅 関 連 施 設 整 備 事 業 29,200 滋 賀 中 央 信 用 金 庫 R 7. 3. 28 R 22. 3. 31

地 域 公 共 交 通 再 構 築 事 業 40,600 近 畿 労 働 金 庫 R 7. 5. 29 R 17. 3. 31

障 害 者 福 祉 施 設 整 備 事 業

農 道 整 備 事 業

土 地 改 良 事 業

橋 り ょ う 整 備 事 業

児 童 福 祉 施 設 整 備 事 業

道 路 整 備 事 業

廃 棄 物 処 理 施 設 整 備 事 業

交 通 安 全 施 設 整 備 事 業

(単位：千円)

借入年月日 償還年月日



起 債 の 目 的 借入額 借 入 先

46,800 滋 賀 中 央 信 用 金 庫 R 7. 3. 28 R 22. 3. 31

21,300 近 畿 労 働 金 庫 R 7. 5. 29 R 22. 3. 31

都 市 施 設 整 備 事 業 19,000 滋 賀 中 央 信 用 金 庫 R 7. 3. 28 R 27. 3. 31

86,200 滋 賀 中 央 信 用 金 庫 R 7. 3. 28 R 27. 3. 31

19,600 財 務 省 R 7. 5. 27 R 22. 3. 25

135,600 東びわこ農業協同組合 R 7. 5. 29 R 27. 3. 31

58,900 財 務 省 R 7. 3. 25 R 27. 3. 1

91,100 財 務 省 R 7. 5. 27 R 27. 3. 25

Ｊ Ｒ 稲 枝 駅 整 備 事 業 36,300 滋 賀 中 央 信 用 金 庫 R 7. 3. 28 R 27. 3. 31

公 営 住 宅 建 設 事 業 33,300 財 務 省 R 7. 5. 27 R 32. 3. 25

公 共 施 設 等 除 却 事 業
（ 住 宅 債 ）

4,900 市 町 村 振 興 協 会 R 7. 3. 31 R 17. 3. 24

16,100 市 有 物 件 災 害 共 済 会 R 7. 3. 25 R 12. 3. 20

18,600 滋 賀 中 央 信 用 金 庫 R 7. 3. 28 R 12. 3. 31

134,300 市 町 村 振 興 協 会 R 7. 3. 31 R 27. 3. 24

9,100 東びわこ農業協同組合 R 7. 5. 29 R 12. 3. 31

20,800 財 務 省 R 7. 3. 25 R 22. 3. 1

3,000 滋 賀 中 央 信 用 金 庫 R 7. 3. 28 R 22. 3. 31

義 務 教 育 施 設 整 備 事 業
（ 中 学 校 債 ）

13,900 財 務 省 R 7. 3. 25 R 22. 3. 1

公 民 館 整 備 事 業 2,900 滋 賀 中 央 信 用 金 庫 R 7. 3. 28 R 22. 3. 31

図 書 館 整 備 事 業 40,500 財 務 省 R 7. 5. 27 R 27. 3. 25

74,200 財 務 省 R 7. 3. 25 R 27. 3. 1

4,800 財 務 省 R 7. 5. 27 R 27. 3. 25

1,300 近 畿 労 働 金 庫 R 7. 5. 29 R 17. 3. 31

1,800 東びわこ農業協同組合 R 7. 5. 29 R 27. 3. 31

6,200 近 畿 労 働 金 庫 R 7. 3. 28 R 17. 3. 31

800 東びわこ農業協同組合 R 7. 5. 29 R 12. 3. 31

12,000 近 畿 労 働 金 庫 R 7. 5. 29 R 17. 3. 31

11,500 近 畿 労 働 金 庫 R 7. 3. 28 R 17. 3. 31

6,900 近 畿 労 働 金 庫 R 7. 5. 29 R 17. 3. 31

8,000 財 務 省 R 7. 3. 25 R 27. 3. 1

30,600 地方公共団体金融機構 R 7. 3. 27 R 27. 3. 20

10,100 市 町 村 振 興 協 会 R 7. 3. 31 R 12. 3. 24

1,500 東びわこ農業協同組合 R 7. 5. 29 R 12. 3. 31

文 化 振 興 施 設 整 備 事 業

彦 根 城 博 物 館 整 備 事 業

都 市 計 画 公 園 整 備 事 業

消 防 施 設 整 備 事 業

義 務 教 育 施 設 整 備 事 業
（ 小 学 校 債 ）

体 育 施 設 整 備 事 業

文 化 財 保 護 事 業

学 校 給 食 設 備 整 備 事 業

河 川 整 備 事 業

都 市 計 画 道 路 整 備 事 業

借入年月日 償還年月日

(単位：千円)



起 債 の 目 的 借入額 借 入 先

臨 時 財 政 対 策 債 113,399 滋 賀 中 央 信 用 金 庫 R 6. 11. 28 R 26. 9. 30

減 収 補 塡 債 600 東びわこ農業協同組合 R 7. 5. 29 R 27. 3. 31

計 2,582,399

(2) 長期償還金（普通会計）

(3) 一時借入金借入状況（当座借越等を含む。）

(単位：千円)

(単位：円)

借入年月日 償還年月日

借 入 先 借 入 回 数 借 入 日 数（ 延 べ ）

財 政 調 整 基 金 　1　回 46　日 7,966 円

減 債 基 金 　1　回 46　日 1,229 円

計 2　回 92　日 9,195 円

支 払 利 子

財 務 省 1,214,320,064 62,122,650 1,276,442,714

独立行政法人郵便貯金簡易生命保険
管 理 ・ 郵 便 局 ネ ッ ト ワ ー ク
支 援 機 構

119,779,569 5,736,089 125,515,658

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 387,903,667 21,540,277 409,443,944

京 都 銀 行 811,864,500 30,483,393 842,347,893

滋 賀 銀 行 678,119,000 39,383,511 717,502,511

関 西 み ら い 銀 行 196,682,000 8,538,541 205,220,541

滋 賀 中 央 信 用 金 庫 221,556,500 21,303,417 242,859,917

東 び わ こ 農 業 協 同 組 合 124,022,059 14,178,711 138,200,770

近 畿 労 働 金 庫 392,738,474 11,888,778 404,627,252

大 垣 共 立 銀 行 5,138,000 104,042 5,242,042

全 国 市 有 物 件 災 害 共 済 会 22,144,547 61,926 22,206,473

滋 賀 県 市 町 村 振 興 協 会 216,084,168 4,524,963 220,609,131

計 4,390,352,548 219,866,298 4,610,218,846

償 還 先
償　　　　　還　　　　　額

元 金 利 子 計



２　琵琶湖総合保全対策事業

３　財政調整基金・減債基金積立金

(1)　財政調整基金

４　水道事業会計負担金

５　病院事業会計負担金

　　（基準内）

　　　基礎年金拠出金に係る公的負担に要する経費　　　　　　　　       156,953,000円

　　　児童手当に要する経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      15,394,000円

　　　経営基盤強化対策に要する経費　　　　　　　　　　　　　　

　　　救急医療の確保に要する経費　　　　　　　　　　　　　　　　      89,275,000円

　　　リハビリテーション医療に要する経費　　　　　　　　　　　　       7,845,000円

　　　・医師および看護師等の研究研修に要する経費　　　 　　　　        8,000,000円　

　　 繰出項目　

　　　・医師確保対策に要する経費　　　　　　　　　　　　　　　　      79,544,000円

　　　・共済追加に要する経費　　　　　　　　　　　 　　　　   　　       523,000円

(1)　病院事業に係る一般会計からの繰出金

　　病院事業会計負担金　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　    1,259,500,452円

　　　病院の建設改良に要する経費　　　　　　　　　　　　　　　　     744,459,000円

　　　不採算地区病院に要する経費　                                    16,012,000円

　　　結核医療に要する経費　　                                        21,740,000円

　　　感染症医療に要する経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　      17,004,000円

　　　小児医療に要する経費　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　     48,038,000円

　　　令和6年度職員退職手当負担分　　　　　　　　　　　　　　　       14,551,725円

　　　院内保育所に要する経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　      31,973,000円

　　令和5年度末現在高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　487,978,010円

(1)　琵琶湖の市町境界設定に伴い増額となる地方交付税の一定割合を、県内市町が実施する

　  琵琶湖の総合保全に資する事業に対して拠出するもの

　　琵琶湖総合保全対策拠出金   　　　　            　　        　   　 8,395,000円

　　令和5年度末現在高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 　3,068,973,049円

　　令和6年度増減額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　  　274,137,635円

　　令和6年度末現在高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 　3,343,110,684円

(2)　減債基金

　　令和6年度増減額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　   169,924,262円

　　令和6年度末現在高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　657,902,272円

(1)　水道事業に係る一般会計からの繰出金

　　水道事業会計負担金　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　     　14,551,725円



　　（基準外）

６　下水道事業会計負担金

　　（基準内）

　　（基準外）

　　　元金償還不足分の対応に要する経費    　　  　　 　        　  　629,089,026円

　　　水洗便所等の普及に要する経費　                                   3,706,303円

　　　児童手当に要する経費　　　　　　　　　　　　     　　　      　　1,580,000円

　　　緊急下水道整備特定事業等に要する経費　　　     　 　　　　　　  49,064,588円

　　　流域下水道の建設に要する経費　　　　　       　　　　　　　 　 104,714,961円

　　　地方公営企業法の適用に要する経費　　　　　     　　　　　　　　  2,098,865円

　　　雨水用地分に要する経費　　　　　　　　　　　     　　　　      　　433,358円

　　　行政職員退職手当分　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　     22,740,452円

　　　退職手当等に要する経費　　　　　　　　     　　　　　 　　　    15,362,621円

　　　水質規制に要する経費　　　　　      　　     　　　　　　    　  2,280,216円

　　　普及特別対策に要する経費　　　　　　　     　　　　 　　　　　 284,841,821円

　　　不明水の処理に要する経費　　                                    17,446,895円

　　　高度処理に要する経費　　　　　　　　　　　　     　　   　      47,417,757円

(1)　下水道事業に係る一般会計からの繰出金

　　下水道事業会計負担金　　　　　　　　　　　　  　　　　　   　　2,266,023,621円

　　 繰出項目　

　　　雨水処理に要する経費　　　　　　　　　　　　　　　     　　　　 34,012,210円

　　　分流式下水道等に要する経費　　　　　　     　　　  　　　　　1,073,975,000円



                                                             

 

 

 

 

 

 

税  務  課 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                     市民税係 

                                     資産税係 

諸税管理係 

 予算執行科目 

款 項 目 

 
2 総 務 費                         

 2 徴 税 費                         1  税 務 総 務 費                         

  2 賦 課 徴 収 費                         

 



1 市税賦課徴収状況 

 (1) 現年課税分 

税 目                   調 定 額             (円)     収 入 額             (円) 収入率(％) 

 

  市 民 税                    9,102,346,930 9,058,623,044 99.52 

  固 定 資 産 税                    8,183,278,000 8,133,744,623 99.39 

  軽 自 動 車 税                    412,577,500 409,784,600 99.32 

  市 た ば こ 税                    804,527,735 804,527,735    100.00 

  都 市 計 画 税                    1,313,163,900 1,305,291,587 99.40 

  入   湯   税  7,962,150 7,962,150 100.00 

計 19,823,856,215 19,719,933,739 99.48 

 

 (2) 滞納繰越分 

税 目                   調 定 額             (円)     収 入 額             (円) 収入率(％) 

 
 
 

  市 民 税  80,236,303 32,056,742 39.95 

固 定 資 産 税  198,297,373 27,904,128 14.07 

  軽 自 動 車 税  6,154,676 1,863,789 30.28 

  都 市 計 画 税                    32,158,087 4,525,240 14.07 

計 316,846,439 66,349,899 20.94 

 

2 市民税賦課状況 

 (1) 納税義務者数（個人）                            (単位：人) 

区   分 均等割額のみの者 均等割額および                所得割額の者 計 

 普 通 徴 収 2,842  6,459  9,301 

特 別 徴 収 6,335 45,090 51,425 

計 9,177 51,549 60,726 

 

 (2) 税額区分(個人)                                                           (単位：円） 

徴収区分別 税 額 均等割、所得割別 税 額 

 
普 通 徴 収 1,139,604,499 均 等 割 額   182,420,600 

特 別 徴 収 5,004,242,831 所 得 割 額 5,961,426,730 

計 6,143,847,330 計 6,143,847,330 

  



(3) 税額区分(法人) 

納税義務者数(法人) 均 等 割 額             (円) 法人税割額             (円) 税 額 (円) 
 

3,326 360,868,500 2,597,631,100 2,958,499,600 

 

3 固定資産税賦課状況 

区    分 納税義務者数               (人) 課税標準額 (千円） 税 額 (円) 

 

土 地 37,822 171,879,432 

8,160,760,200 家 屋 38,353 287,895,140 

償却資産 1,752 132,319,454 

交 付 金   5  1,608,435 22,517,800 

計 (実数)  47,055 593,702,461 8,183,278,000  

 

4 都市計画税賦課状況 

区    分 納税義務者数               (人) 課税標準額 (千円) 税 額 (円) 

 土 地 30,314 190,740,537 
1,313,163,900 

家 屋 30,060 249,066,725 

計 (実数)  36,086 439,807,262 1,313,163,900  

 

5 税務に係る諸証明発行および閲覧の状況(支所・出張所分を含む。) 

 (1) 諸証明発行および閲覧件数                  17,001 件 

 (2) 証明閲覧手数料収入額             5,021,100 円 

 



 

 

 

 

 

債 権 管 理 課 

 

 

 

                      

                      

                                            整理係 

 予算執行科目 

 一般会計 

款 項 目 

 2 総 務 費                         

 2 徴 税 費                           2 賦 課 徴 収 費                         

 

 特別会計 

国民健康保険事業 

款 項 目 

 1 総 務 費                         

 2 徴    収    費   1 賦 課 徴 収 費                         

 

  介護保険事業 

款 項 目 

 1 総 務 費                         

 2 徴    収    費   1 賦 課 徴 収 費                         

 

  後期高齢者医療事業 

款 項 目 

 1 総 務 費                         

 2 徴    収    費   1 賦 課 徴 収 費                         



1 収納率向上に向けた取組内容 

  滞納金額を圧縮し、収納率の向上を図るために、現年分の滞納者に対しても早期に催告、財産調査、

差押え等を行い、滞納繰越にならないよう取組を進めている。その結果、税・保険料ともに安定して高

い収納率を維持している。今後も適宜適切な滞納整理の実施により、収納率の向上に努める。 

 

2 収納率の推移                                (単位：％) 

市税                                       

 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

現年分 98.72 99.57 99.50 99.47 99.48 

滞納繰越分 14.29 38.25 21.21 20.21 20.94 

合 計 97.01 97.93 98.21 98.28 98.24 

 

国民健康保険料                                  

 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

現年分 96.51 96.65 96.42 96.27 96.38 

滞納繰越分 41.14 30.52 33.25 33.73 38.11 

合 計 92.05 92.46 92.37 92.27 92.72 

 

介護保険料                                    

 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

現年分 99.76 99.76 99.73 99.72 99.76 

滞納繰越分 33.59 25.88 32.41 37.44 32.18 

合 計 99.39 99.43 99.45 99.46 99.46 

 

後期高齢者医療保険料                               

 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

現年分 99.81 99.77 99.81 99.77 99.81 

滞納繰越分 48.90 25.44 37.09 56.54 40.01 

合 計 99.67 99.55 99.57 99.62 99.64 

 

 

 

 

 

 



3 督促状発送件数                          (単位：件) 

科 目 件 数  

税 

市民税・県民税(普通徴収) 6,630 

 

市民税・県民税(特別徴収) 2,194 

法 人 市 民 税 147 

固定資産税・都市計画税 9,010 

軽 自 動 車 税 2,526 

小 計 20,507 

保
険
料 

国 民 健 康 保 険 料 10,241 

介 護 保 険 料 1,835 

後期高齢者医療保険料 1,215 

小 計  13,291 

合 計 33,798 

 

 

4 催告件数                  (単位：件) 

種 別 件 数 

催 告 書 6,480   

差 押 予 告 2,739  

電 話 催 告 637  

合 計 9,856  

 

 

5 調査件数                  (単位：件) 

種 別 件 数 

預 金 調 査 12,860  

給 与 調 査 883  

保  険  調  査 3,309  

実 態 調 査 678  

そ の 他 調 査 515  

合 計 18,245  

 

 



6 科目別差押実績                                

科 目 件 数(件) 換価による納入金額(円)  

税 

市民税・県民税(普通徴収) 260  19,432,153 

 

市民税・県民税(特別徴収) 19  2,293,474 

法 人 市 民 税 5  66,936 

固定資産税・都市計画税 99  8,435,829 

軽 自 動 車 税 99  1,153,224 

小 計 482 31,381,616 

保
険
料 

国 民 健 康 保 険 料 193  14,375,687 

介 護 保 険 料 43 1,468,365 

後期高齢者医療保険料 23 1,168,591 

小 計 259 17,012,643 

合 計 741  48,394,259 

 

 

7 財産別差押実績 

財 産 件 数(件) 換価による納入金額(円)  

債 権 ( 預 貯 金) 136 9,494,890  

債 権 ( 給 与 等) 271 25,906,844  

債 権 ( そ の 他) 84 12,838,525  

そ の 他 6 154,000  

合 計 497 48,394,259  

 

 

8 公売実績                         (単位：件) 

財 産 件 数  

不  動  産 0   

動  産  0   

合 計 0   

 



 

 

 

 

 

 

 

契   約   監   理   室 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 予算執行科目 

款 項 目 

   2 総    務    費   

   1 総 務 管 理 費                           1 一 般 管 理 費                         

 



１　令和6年度 請負工事等契約件数および契約高調書  
（契約高単位：　千円）

工事別

契約金額別 件数 契約高 件数 契約高 件数 契約高 件数 契約高 件数 契約高 件数 契約高 件数 契約高 件数 契約高

※単位:千円
１,０００～
１,３００未満 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
１,３００～
２,０００未満 5 7,689 3 5,304 0 0 1 1,681 1 1,638 0 0 2 3,176 12 19,488
２,０００～
３,０００未満 11 27,243 1 2,235 1 2,145 2 4,948 1 2,208 0 0 3 7,657 19 46,436
３,０００～
４,０００未満 8 29,257 2 6,925 1 3,513 4 13,202 1 3,410 0 0 3 9,869 19 66,176
４,０００～
５,０００未満 1 4,042 0 0 0 0 2 9,051 0 0 2 9,383 2 9,162 7 31,638
５,０００～
１０,０００未満 5 28,168 4 27,472 3 20,878 10 65,179 3 24,139 0 0 11 82,052 36 247,888
１０,０００～
２０,０００未満 5 82,281 9 147,152 1 10,450 6 93,995 3 38,587 1 17,828 10 147,303 35 537,596
２０,０００～
３０,０００未満 6 132,603 6 144,461 2 51,865 1 25,850 2 58,858 1 25,082 3 70,328 21 509,047
３０,０００～
４０,０００未満 0 0 1 33,864 0 0 2 61,127 1 39,873 2 68,689 2 65,912 8 269,465
４０,０００～
５０,０００未満 1 48,369 0 0 1 47,168 1 41,503 1 43,901 0 0 0 0 4 180,941
５０,０００～
１００,０００未満 4 241,890 0 0 0 0 0 0 1 72,927 0 0 3 222,520 8 537,337
１００,０００～
１５０,０００未満 0 0 0 0 2 215,710 2 252,615 0 0 0 0 0 0 4 468,325

1 166,100 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 166,100

計 47 767,642 26 367,413 11 351,729 31 569,151 14 285,541 6 120,982 39 617,979 174 3,080,437

　
※

その他工事・委託業務 計

１５０,０００以上

契約金額１００万円未満および主管課執行分の請負契約は除く。

一般土木工事 舗装工事 建築工事 電気・機械設備・管工事 水道施設工事 造園工事



２ 請負工事等以外の契約実績 

 (1)  物品購入契約件数                   ５６件 

    内 訳  入    札      ２８件 

         見積り合わせ      ２８件 

 

 (2)  印刷物契約件数                    ２４件 

    内 訳  入    札       ８件 

         見積り合わせ      １６件 

 

 (3)  単価契約件数                     ６１件 

    内 訳  入    札      ４８件 

         見積り合わせ      １３件 

 

 

３ 入札参加資格者名簿登録者数            ３，２８６者 

 

４ 建設工事等契約審査委員会                ２０回 

 

５ 入札監視委員会                      ２回 

 

６ 建設工事検査件数                   １５２件 

    内 訳  一 般 土 木 工 事 ４５件 

         舗 装 工 事 ２２件 

         建 築 工 事 １３件 

         電気・管・機械器具設置工事 ３４件 

         水 道 施 設 工 事 １７件 

         造 園 工 事 ５件 

         塗 装 工 事 ６件 

         そ の 他 工 事 １０件 

       ただし、一部しゅん工検査および請負契約２００万円未満等の主管課執行分は除く。 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

臨時特別給付金室 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

予算執行科目 

款 項 目 

3 民 生 費   

 1 社 会 福 祉 費 1 社会福祉総務費 

 



1 低所得者支援および定額減税補足給付金支給事業（繰越明許費） 

 (1) 令和 5年度住民税均等割のみ課税世帯への給付金 

  基準日(令和 5 年 12 月 1 日)において、住民基本台帳に記録されている者のうち、令和 5 年度住民税

均等割のみ課税世帯(令和 5 年度物価高騰対応重点支援給付金の対象世帯を除く。以下同じ。)につい

て、1世帯当たり 10万円を給付しました。 

 給付世帯数(世帯) 
給付額(円) 

お知らせ文書 確認書 申請書 計 

1,226 946 23 2,195 217,850,000 

※申請期間：令和 6年 3月 29日～令和 6年 5月 31日 

 (2) 低所得者の子育て世帯への加算 

  基準日(令和 5 年 12 月 1 日)において、令和 5 年度住民税所得割が課せられていない者のみで構成さ 

れる世帯のうち、同一世帯内に 18歳以下の児童がいる世帯に対しては、当該児童 1人当たり 5万円を

加算して給付しました。 

世帯区分 
給付児童数(人) 

給付額(円) 
お知らせ文書 確認書 申請書 計 

令和 5年度住民税 

非課税世帯 
1,298 30 22 1,350 67,500,000 

令和 5年度住民税 

均等割のみ課税世帯 
190 165 7 362 18,100,000 

計 1,488 195 29 1,712 85,600,000 

※申請期間：令和 6年 3月 29日～令和 6年 5月 31日 

 

2 低所得者支援および定額減税補足給付金支給事業（現年度） 

 (1) 新たに令和 6年度住民税非課税・均等割のみ課税世帯への給付金 

  基準日(令和 6年 6月 3日)において、令和 6年度住民税所得割が課せられていない者のみで構成され 

る世帯(令和 5年度物価高騰対応重点支援給付金または令和 5 年度住民税均等割のみ課税世帯への給付 

金の対象世帯を除く。)に対しては、1世帯当たり 10万円を給付しました。 

世帯区分 
給付世帯数(世帯) 

給付額(円) 
お知らせ文書 確認書 申請書 計 

新たに令和 6年度住民税 

非課税世帯 
349 473 39 861 84,980,000 

新たに令和 6年度住民税 

均等割のみ課税世帯 
364 278 3 645 64,300,000 

計 713 751 42 1,506 149,280,000 

※申請期間：令和 6年 8月 19日～令和 6年 10月 31日 



 (2) 低所得者の子育て世帯への加算 

  上記 2(1)対象世帯のうち、同一世帯内に 18歳以下の児童がいる世帯に対しては、当該児童 1人当た

り 5万円を加算して給付しました。 

世帯区分 

給付児童数(人) 

給付額(円) お知らせ

文書 
確認書 申請書 計 

新たに令和 6年度住民税 

非課税世帯 
73 91 36 200 10,000,000 

新たに令和 6年度住民税 

均等割のみ課税世帯 
72 44 6 122 6,100,000 

計 145 135 42 322 16,100,000 

※申請期間：令和 6年 8月 19日～令和 6年 10月 31日 

 (3) 定額減税補足給付金【調整給付金】 

  令和 6年に入手可能な課税情報に基づき、定額減税可能額(所得税分)と令和 6年分推計所得税額の差 

額および定額減税可能額(住民税分)と令和 6年度分住民税所得割額の差額を合算し、1万円単位で切り

上げた金額を給付しました。 

給付者数(人) 
給付額(円) 

お知らせ文書 確認書 計 

12,092 7,447 19,539 792,690,000 

※申請期間：令和 6年 7月 29日～令和 6年 10月 31日 

 

3 低所得世帯支援給付金支給事業（現年度） 

 (1) 令和 6年度住民税非課税世帯への給付金 

  基準日(令和 6年 12月 13日)において、令和 6年度住民税均等割が課せられていない者のみで構成さ 

れる世帯を対象に、1世帯当たり 3万円を給付しました。 

  なお、本給付事業は年度内に完了できないことから、令和 7年度へ繰越しする。 

(令和 7年 3月 31日現在) 

給付決定世帯数(世帯) 
給付額(円) 

お知らせ文書 確認書 申請書 計 

8,152 385 40 8,577 257,310,000 

※申請期間：令和 7年 2月 25日～令和 7年 5月 30日 

 

 

 



 (2) 低所得者の子育て世帯への加算 

  上記 3(1)対象世帯のうち、同一世帯内に 18歳以下の児童がいる世帯に対しては、当該児童 1人当た

り 2万円を加算して給付しました。 

  なお、本給付事業は年度内に完了できないことから、令和 7年度へ繰越しする。 

(令和 7年 3月 31日現在) 

給付決定児童数(人) 
給付額(円) 

お知らせ文書 確認書 申請書 計 

1,121 84 16 1,221 24,420,000 

※申請期間：令和 7年 2月 25日～令和 7年 6月 20日 

 



予算執行科目

稲　　枝　　支　　所

款

2 総 務 費

1 総 務 管 理 費

項 目

11 支 所 費



１　戸籍事務・住民基本台帳事務

　(1)　戸籍届出件数 （単位：件）

　

　(2)　住民異動届事務処理状況 （単位：件）

　(3)　住民票記載・消除数 （単位：人）

職　　　　　　　　権

251

0

0

計出生・死亡 その他

37

44

0

2

2

2

3

93

0

1

国 籍 取 得

142

13

転入

転 籍

帰 化

612

168

512

転居届 世帯変更届

そ の 他

1

1134377

8

0

養 子 離 縁

分 籍

69

計

削 除

記 載

計

転出届

207

入 籍

死 亡

離 婚

婚 姻

13

出生

死亡 261

種　別

件　数

転入届

160

14

0170 91転出

そ の 他

計

不 受 理 申 出

届 出

43

出生・死亡

13470

3

4

件　　　　　　　　　数

5

届 出 の 種 類

出 生

認 知

養 子 縁 組

6

7

8

1

2

11

12

9

10

原 因

種 別



　(4)　戸籍謄抄本等交付件数

　(5)　住民基本台帳関係写し等交付件数

　(6)　諸証明交付件数

　(7)　印鑑登録事務 （単位：件）

（　）内は、交付件数中手数料減免件数

[印鑑登録証交付手数料 円]

596,100 1,496

計

1,463

10

1,987

10

181

1,694

6

210 ―

件数(件) 通数(通)

1,434 1,974

9

通数(通)

―

303

141

1

9 1,150

4

5

52

1,488 1,676

294

件数(件)

1

登　録

1,922印 鑑 証 明

3,000

16,500

0

( 0 )

0

33

登録証亡失・
登録印鑑廃止

33 52

身 分 証 明

種 別

無　　　料

55 55

2,039

再交付

52

10

件数(件)

引替交付

576,600

0

137

631

件数(件)

762

通数(通)

150

13

通数(通)

125

0 0 52

10

2,117 2,120

計

有　　　　　　　料

通数(通)

355

10

0

無　　　料 計

0

0

1

0

0

0

11

15

750

通数(通)件数(件)

除籍記載事項証明

全員

個人
戸　　　　籍

3

受 理 証 明 10

0

9

0 0

0 00

11,250

0戸籍記載事項証明

1513 0

4

謄本 1354
除籍・原戸籍

0

560,250

抄本

137

0

0

747

341,100 4758

150

627

67,500

通数(通)

有　　　　　　　料

件数(件) 金額(円)

3

0

0

501,900

633,300

42,000

金額(円)

1

219

4,550

7

1

986,400

無　　　料

件数(件)

有　　　　　　　料

1,750

件数(件) 通数(通)

3

1

289

210

通数(通)

計

戸 籍 附 票

1,485 1,673

0 ―住 民 票 閲 覧

住民票記載事項証明書

1,898 2,111

5

3

届 書 記 載 証 明

計

298

124 140

住 民 票

1,143 1,685

5

88,300

件 数 68 69 318

計

金額(円)

1,401

件数(件)

89,400

そ の 他

計

種 別

区 分

種 別
区 分

種 別
区 分



　(8)　本人通知制度取扱件数 件

　(9)　個人番号制度事務

２　埋火葬許可件数 （単位：件）

３　福祉事務

　(1)　介護保険取扱件数 件

　(2)　予防接種取扱件数（高齢者インフルエンザ等） 件

４　保険年金事務

　(1)　医療年金

ア　国民年金異動等取扱件数 件

イ　国民年金保険料免除申請等取扱件数 件

ウ　児童手当認定請求等取扱件数 件

エ　福祉医療費受給者証交付申請等受付件数 件

オ　その他取扱件数（未支給年金請求等） 件

　(2)　保険

ア　国民健康保険異動取扱件数 件

イ　高額療養費支給申請取扱件数 件

ウ　後期高齢者医療保険取扱件数 件

エ　人間ドック申請取扱件数（令和6年度分） 件

オ　その他取扱件数（療養費支給申請等） 件

マイナンバーカード交付

92

1

1

0

10

10

改　　葬

1,300

250

区　　　　　　分

2

2,0001,310

260 8,000

金　額（円）計（件）無　料（件）有　料（件）

1

電 子 証 明 書 発 行

1

0

139

18

0

0

死　体 死　胎 計

件数
紫雲苑

129

281

0

848

火　　　　　　葬 埋　　　　　　葬

死　体 死　胎 計

その他

93

37

0

0

86

187

65

104

271

165

区 分

種 別

区 分

種 別



５　生活環境事務

　(1)　し尿収集申込受付件数 件

　(2)　不燃廃棄物搬入許可書発行件数 件

　(3)　特別収集証紙発行件数 件

　(4)　粗大ごみ処理券発行件数 件

　(5)　リサイクル活動推進奨励金交付申請書等 件

６　税務事務

　(1)　諸証明交付通数・金額

ア　所得証明・課税（非課税）証明 通 円

イ　住宅用家屋証明 通 円

ウ　納税証明 通 円

エ　軽自動車税納税証明（車検用） 通

オ　評価証明等 通 円

　(2)　軽自動車標識等取扱件数 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

件 件 件 件 件

７　犬の登録および予防接種に関する事務

　(1)　登録件数 件

　(2)　狂犬病予防注射済票交付件数 件

８　美しいひこね創造活動関係事務

　(1)　活動登録申請取扱人数 人

　(2)　市民団体変更申請等取扱件数 件

　(3)　活動報告書受付件数（内　個人届出分） 件 （0     件）

　(4)　「彦」交換枚数 枚

　(5)　ごみ袋交付数 枚

　(6)　エコバッグ交付数 個

　(7)　反射シール交付数 枚

　(8)　バス乗車券交付数 枚

件　数

区　分 交　付 廃　車

無　料

56,400

3,900

31,200

4

167,700

6

0

0

23

0

540

0

27

27

559

3

540

0

3

104

329

188

107

33

名　変 紛　失 再交付（番変） 計

108 113 件 24 6 1 252



９　現金等の出納取扱状況

　(1)　市税等の現金取扱件数・金額

　内訳

件 件 件

円 円 円

件 件 件 件

円 円 円 円

　(2)　予約型乗合タクシー（愛のりタクシー）共通回数券取扱金額 円

　(3)　各種募金関係取扱金額

ア　緑の募金取扱金額 円

イ　日本赤十字募金取扱金額 円

99,000

208,276

538,911

115 34 件 161 3 件 1,182 591

904,118 91,170 円 1,345,491 315,980 円 2,482,710 4,219,073

金　　額 6,532,840 円 6,119,800 1,236,100 円 5,141,601 729,587

後期高齢者
医療保険料

し尿処理手数料 上・下水道料金
下水道事業

受益者負担金
証明等手数料 その他

167 件 203 116

件3,048 29,118,470 円

固定資産税 軽自動車税 国民健康保険料 介護保険料

件　　数 220 件 256

種　　別 市県民税



 
 
 
 
 
 
 

鳥 居 本 出 張 所 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 予算執行科目 
 

款 項 目 

2 総 務 費                       

 1 総 務 管 理 費                       12 出 張 所 費 



１ 戸籍事務・住民基本台帳事務 

(1)  戸籍届出件数                               （単位：件） 

届  出  の  種  類 件         数 
 

1 出    生 6 
 

2 認    知 0 

3 養 子 縁 組 0 

4 養 子 離 縁 0 

5 婚    姻 0 

6 離       婚 0 

7 死    亡 0 

8 入    籍 0 

9 分    籍 0 

10 国 籍 取 得 0 

11 帰    化 0 
 

12 転    籍 0 
 

13 そ の 他 0 
 

14 不 受 理 申 出 0 
 

 計 6 
 

 

(2)  住民異動届事務受付件数                          （単位：件） 

 種 別 転入届 転出届 転居届 世帯変更届 出生・死亡 その他 計 

 

 件 数 17 17 5 5 6 1 51 

 

 

  



(3)  戸籍謄抄本等交付件数 

       区 分 

   

種 別 

有     料 無   料 計  

件数(件) 通数(通)   金額(円) 件数(件) 通数(通) 件数(件) 通数(通) 

戸   籍 
全員 106 128 57,600 0 0 106 128 

個人 19 19 8,550 0 0 19 19 

除籍・原戸籍 
謄本 67 152 114,000 0 0 67 152 

抄本 1 1 750 0 0 1 1 

戸籍記載事項証明                   0 0 0 0 0 0 0 

除籍記載事項証明 0 0 0 0 0 0 0 

受 理 証 明                   0 0 0 0 0 0 0 

届 書 記 載 証 明                   0 0 0 0 0 0 0 

計 193 300 180,900 0 0 193 300 

 

(4)  住民基本台帳関係写し等交付件数 

        区 分 

   

種 別 

有     料 無   料 計  

件数(件) 通数(通) 金額(円) 件数(件) 通数(通) 件数(件) 通数(通) 

住 民 票 292 325 97,500 0 0 292 325 

住民票記載事項証明書 55 56 16,800 2 2 57 58 

住 民 票 閲 覧 0 ― 0 115 ― 115 ― 

戸 籍 附 票 44 48 14,400 0 0 44 48 

     計 391 429 128,700 117 2 508 431 

 

(5)  諸証明交付件数 

       区 分 

種 別 

有     料 無   料 計  

件数(件) 通数(通)  金額(円) 件数(件) 通数(通) 件数(件) 通数(通) 

印 鑑 証 明             259 369 110,700 0 0 259 369 

身 分 証 明             9 11 3,300 0 0 9 11 

そ の 他 14 14 4,200 0 0 14 14 

計 282 394 118,200 0 0 282 394 

 

(6)  印鑑登録事務                               （単位：件） 

種    別 登 録 再交付 引替交付 
登録証亡失・ 

登録印鑑廃止 
計 

件    数 19 7 
0 

（0） 
7 33 

（ ）内は、交付件数中手数料減免件数 

［印鑑登録証交付手数料 9,200円］  



(7)  本人通知制度取扱件数                     0件 

 

２ 埋火葬許可件数                               （単位：件） 

     区 分 

 種 別 

    火      葬     埋      葬 
改 葬 

 
 死  体  死  胎 計  死  体  死  胎 計 

件数 
紫雲苑 0 0 0 0 0 0 

0 
その他 0 0 0 0 0 0 

 

３ 福祉事務 

介護保険取扱件数                        21件 

 

４ 保険年金事務 

(1)  医療年金 

  ア 国民年金異動等取扱件数                5件 

イ 国民年金保険料免除申請等取扱件数           2件 

ウ 児童手当認定請求等取扱件数              3件 

エ 福祉医療費受給者証交付申請等受付件数        12件 

オ  その他取扱件数（未支給年金請求等）          15件 

(2)  保険 

ア 国民健康保険異動取扱件数               5件 

イ 高額療養費支給申請取扱件数             10件 

ウ 後期高齢者医療保険取扱件数             29件 

  エ 人間ドック申請取扱件数（令和6年度分）        11件 

オ その他取扱件数（療養費支給申請等）         66件 

 

５ 生活環境事務 

  (1)  し尿収集申込受付件数                  3件 

  (2)  不燃廃棄物搬入許可書発行件数              32件 

(3)  特別収集証紙発行件数                   2件 

(4)  粗大ごみ処理券発行件数                  5件 

(5)  リサイクル活動推進奨励金交付申請書等           0件 

 

 

 

 



６ 税務事務 

諸証明交付通数・金額   

(1)  所得証明・課税（非課税）証明                96通     28,800円 

(2)  納税証明                          8通      2,400円 

(3)  軽自動車税納税証明（車検用）                12通        無料 

  

７ 現金等の出納取扱状況 

(1)  市税等の現金取扱件数・金額                 1,050件   7,517,527円 

内訳 

種 別 市県民税 固定資産税 軽自動車税 国民健康保険料 介護保険料 

件 数 57件 85件 58件 50件 26件 

金 額 1,464,300円 2,452,500円 497,400円    897,839円 168,138円 

 
 

後期高齢者 

医療保険料 
し尿処理手数料 上・下水道料金 

下水道事業 

受益者負担金 
証明等手数料 その他 

62件 32件 41件 2件  495件   142件 

683,178円 92,200円 294,640円 123,360円  436,300円 407,672円 

   

 (2)  予約型乗合タクシー（愛のりタクシー）共通回数券取扱金額          18,000円 

(3)  各種募金関係取扱金額 

ア 緑の募金取扱金額                                                42,261円 

イ 日本赤十字募金取扱金額                                         78,100円 

ウ 共同募金取扱金額                                                2,500円 

エ 歳末たすけあい募金取扱金額                                     5,200円 

 



 
 
 
 
 
 
 

河 瀬 出 張 所 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                    

 予算執行科目 
 

款 項 目 

2 総 務 費                       

 1 総 務 管 理 費                       12 出 張 所 費 



１ 戸籍事務・住民基本台帳事務 

(1) 戸籍届出件数                               （単位：件） 

届  出  の  種  類 件         数 
 

1 出    生   13 
 

2 認    知   0 

3 養 子 縁 組 0 

4 養 子 離 縁  1 

5 婚    姻  2 

6 離       婚  2 

7 死    亡 27 

8 入    籍  0 

9 分    籍  1 

10 国 籍 取 得 0 

11 帰    化  0 
 

12 転    籍 8 
 

13 そ の 他 1 
 

14 不 受 理 申 出 0 
 

 計 55 
 

 

(2) 住民異動届事務受付件数                          （単位：件） 

 種 別 転入届 転出届 転居届 世帯変更届 出生・死亡 その他 計 

 

 件 数 45 60 26 20 38 20 209 

 

 

 

 

 

 

 

  



(3) 戸籍謄抄本等交付件数 

       区 分 

  種 別 

有     料 無 料 計  

件数(件) 通数(通）   金額(円) 件数(件) 通数(通) 件数(件) 通数(通) 

戸   籍 
全員 275 309 139,050 5 6 280 315 

個人 49 53 23,850 0 0 49 53 

除籍・原戸籍 
謄本 85 178 133,500 0 0 85 178 

抄本 0 0 0 0 0 0 0 

戸籍記載事項証明                   0 0 0 0 0 0 0 

除籍記載事項証明 0 0 0 0 0 0 0 

受 理 証 明                   7 7 3,500 1 1 8 8 

届 書 記 載 証 明                   0 0 0 0 0 0 0 

計 416 547 299,900 6 7 422 554 

 

(4) 住民基本台帳関係写し等交付件数 

        区 分 

  種 別 

有     料 無   料 計  

件数(件) 通数(通) 金額(円) 件数(件) 通数(通) 件数(件) 通数(通) 

住 民 票 1,119 1,234 370,200 0 0 1,119 1,234 

住民票記載事項証明書 185 192 57,600 11 11 196 203 

住 民 票 閲 覧 0 ― 0 326 ― 326 ― 

戸 籍 附 票 36 41 12,300 0 0 36 41 

     計 1,340 1,467 440,100 337 11 1,677 1,478 

 

(5) 諸証明交付件数 

         区 分 

  種 別 

有        料 無   料 計 
 

件数(件) 通数(通)  金 額(円) 件数(件) 通数(通) 件数(件) 通数(通) 

印 鑑 証 明             954 1,375 412,500 3 3 957 1,378 

身 分 証 明             57 67 20,100 0 0 57 67 

そ の 他 1 1 300 0 0 1 1 

計 1,012 1,443 432,900 3 3 1,015 1,446 

 

(6) 印鑑登録事務                               （単位：件） 

種    別 登 録 再交付 引替交付 
登録証亡失・ 

登録印鑑廃止 
計 

件    数 76 42 
1 

（0） 
40 159 

（ ）内は、交付件数中手数料減免件数 

［印鑑登録証交付手数料 44,100円］  



(7) 本人通知制度取扱件数               0件 

 

２ 埋火葬許可件数                               （単位：件） 

     区 分 

 種 別 

    火      葬     埋      葬 
改 葬 

 
 死  体  死  胎 計  死  体  死  胎 計 

件数 
紫雲苑 27 0 27 0 0 0 

0 
その他 0 0 0 0 0 0 

 

 

３ 福祉事務 

介護保険取扱件数                   19件 

                

 

４ 保険年金事務 

(1) 医療年金 

  ア 国民年金異動等取扱件数             31件 

  イ 国民年金保険料免除申請等取扱件数         8件 

    ウ 児童手当認定請求等取扱件数           25件 

  エ 福祉医療費受給者証交付申請等受付件数      52件 

 オ その他取扱件数（未支給年金請求等）         7件 

(2) 保険 

 ア 国民健康保険異動取扱件数            30件 

  イ 高額療養費支給申請取扱件数           20件 

  ウ 後期高齢者医療保険取扱件数           51件 

  エ 人間ドック申請取扱件数（令和6年度分）      35件 

オ その他取扱件数（療養費支給申請等）       227件 

 

 

５ 生活環境事務 

  (1) し尿収集申込受付件数               16件 

  (2) 不燃廃棄物搬入許可書発行件数           115件 

（3）特別収集証紙発行件数               12件 

（4）粗大ごみ処理券発行件数               1件 

（5）リサイクル活動推進奨励金交付申請書等       15件 

                 

 



６ 税務事務 

諸証明交付通数・金額 

(1) 所得証明・課税（非課税）証明          418通   125,400円 

(2) 納税証明                     60通   18,000円 

(3) 軽自動車税納税証明（車検用）          125通     無料 

 

 

７ 現金等の出納取扱状況 

(1) 市税等の現金取扱件数・金額    2,373件   15,700,775円 

内訳 

種 別 市県民税 固定資産税 軽自動車税 国民健康保険料 介護保険料 

件 数 94件 167件 78件 132件 28件 

金 額 2,037,500円 4,677,700円 675,700円 1,859,154円 77,500円 

 
 

後期高齢者 

医療保険料 
し尿処理手数料 上・下水道料金 

下水道事業 

受益者負担金 
証明等手数料 その他 

49件 113件 106件 18件 939件 649件 

302,515円 440,800円 850,983円 400,910円 1,314,400円 3,063,613円 

   

 (2) 予約型乗合タクシー（愛のりタクシー）共通回数券取扱金額   40,500円 

(3) 各種募金関係取扱金額 

ア 緑の募金取扱金額                        34,500円 

イ 日本赤十字募金取扱金額                    48,820円 

ウ 共同募金取扱金額                                  0円 

 エ 歳末たすけあい募金取扱金額                     0円  



 
 
 
 
 
 
 

亀 山 出 張 所 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                    

 予算執行科目 
 

款 項 目 

2 総 務 費                       

 1 総 務 管 理 費                       12 出 張 所 費 



１ 戸籍事務・住民基本台帳事務 

(1) 戸籍届出件数                               （単位：件） 

届  出  の  種  類 件         数 
 

1 出    生    14 
 

2 認    知   0 

3 養 子 縁 組  1 

4 養 子 離 縁  0 

5 婚    姻  0 

6 離       婚  1 

7 死    亡    47 

8 入    籍  2 

9 分    籍  0 

10 国 籍 取 得  0 

11 帰    化  0 
 

12 転    籍 7 
 

13 そ の 他  0 
 

14 不 受 理 申 出  1 
 

 計    73 
 

 

(2) 住民異動届事務受付件数                          （単位：件） 

 種 別 転入届 転出届 転居届 世帯変更届 出生・死亡 その他 計 

 

 件 数 17 60 15 5 57 18 172 

 

 

 

 

 

 

 

 



 (3) 戸籍謄抄本等交付件数 

      区 分 

  種 別 

有     料 無   料 計  

件数(件) 通数(通）   金額(円) 件数(件) 通数(通) 件数(件) 通数(通) 

戸   籍 

全員 315 342 153,900 3 3 318 345 

個人 74 78 35,100 0 0 74 78 

除籍・原戸籍 
謄本 142 303 227,250 0 0 142 303 

抄本 4 7 5,250 0 0 4 7 

戸籍記載事項証明                   0 0 0 0 0 0 0 

除籍記載事項証明 0 0 0 0 0 0 0 

受 理 証 明                   3 3 1,050 0 0 3 3 

届 書 記 載 証 明                   0 0 0 0 0 0 0 

計 538 733 422,550 3 3 541 736 

 

(4) 住民基本台帳関係写し等交付件数 

        区 分 

  種 別 

有     料 無   料 計  

件数(件) 通数(通) 金額(円) 件数(件) 通数(通) 件数(件) 通数(通) 

住 民 票 899 990 297,000 0 0 899 990 

住民票記載事項証明書 264 267 80,100  15 15 279 282 

住 民 票 閲 覧 0 ― 0 0 ― 0 ― 

戸 籍 附 票 52 57 17,100 0 0 52 57 

     計 1,215 1,314 394,200 15 15 1,230 1,329 

 

(5) 諸証明交付件数 

         区 分 

 種 別 

有     料 無   料 計 
 

件数(件) 通数(通) 金額(円) 件数(件) 通数(通) 件数(件) 通数(通) 

印 鑑 証 明             788 1,021 306,300 9 11 797 1,032 

身 分 証 明             45 48 14,400 0 0 45 48 

そ の 他 3 3 900 0 0 3 3 

計 836 1,072 321,600 9 11 845 1,083 

 

(6) 印鑑登録事務                               （単位：件） 

種    別 登 録 再交付 引替交付 
登録証亡失・ 

登録印鑑廃止 
計 

件    数 72  28 
0 

(0) 
28 128 

（ ）内は、交付件数中手数料減免件数 



［印鑑登録証交付手数料 35,600円］  

(7) 本人通知制度取扱件数                0件 

  

２ 埋火葬許可件数                               （単位：件） 

     区 分 

 種 別 

    火      葬     埋      葬 
改 葬 

 
 死  体  死  胎 計  死  体  死  胎 計 

件数 
紫雲苑 47 0 47 0 0 0 

0 
その他 0 0 0 0 0 0 

 

３ 福祉事務 

 介護保険取扱件数                   56件 

 

４ 保険年金事務 

(1) 医療年金 

  ア  国民年金異動等取扱件数              40件 

  イ  国民年金保険料免除申請等取扱件数         8件 

    ウ  児童手当認定請求等取扱件数            19件 

  エ  福祉医療費受給者証交付申請等受付件数       40件 

 オ  その他取扱件数（未支給年金請求等）       28件 

(2) 保険 

  ア  国民健康保険異動取扱件数             36件 

  イ 高額療養費支給申請取扱件数            58件 

  ウ 後期高齢者医療保険取扱件数           108件 

  エ 人間ドック申請取扱件数（令和6年度分）         81件 

  オ その他取扱件数（療養費支給申請等）       225件 

 

５ 生活環境事務 

  (1) し尿収集申込受付件数                 2件 

  (2) 不燃廃棄物搬入許可書発行件数            108件 

（3）特別収集証紙発行件数                    5件 

（4）粗大ごみ処理券発行件数                3件 

（5）リサイクル活動推進奨励金交付申請書等         77件 

 

 

 

 



 

６ 税務事務 

諸証明交付通数・金額 

（1）所得証明・課税（非課税）証明          405通     121,500円 

（2）納税証明                       45通     13,500円 

（3）軽自動車税納税証明（車検用）            82通     無料 

 

７  現金等の出納取扱状況 

(1) 市税等の現金取扱件数・金額                 2,107件 19,906,400円 

内訳 

種 別 市県民税 固定資産税 軽自動車税 国民健康保険料 介護保険料 

件 数 107件 239件 173件 147件 48件 

金 額 2,937,700円 7,356,800円 1,482,100円  2,603,404円 307,154円 

 
 

後期高齢者 

医療保険料 
し尿処理手数料 上・下水道料金 

下水道事業 

受益者負担金 
証明等手数料 そ の 他 

97件 82件 92件 3件  906件     213件 

1,268,215円 485,480円 728,370円 74,980円 1,249,050円 1,413,147円 

   

(2) 予約型乗合タクシー（愛のりタクシー）共通回数券取扱金額   27,000円 

(3) 各種募金関係取扱金額 

ア 緑の募金取扱金額                                        36,030円 

イ 日本赤十字募金取扱金額                       28,550円 

ウ 共同募金取扱金額                         2,500円 

エ 歳末たすけあい募金取扱金額                       2,500円 

 



   
 
 
 
 
 
 

高 宮 出 張 所 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                    

 予算執行科目 
 

款 項 目 

2 総 務 費                       

 1 総 務 管 理 費                       12 出 張 所 費 

 



１ 戸籍事務・住民基本台帳事務 

(1) 戸籍届出件数                               （単位：件） 

届  出  の  種  類 件         数 
 

1 出    生 11 
 

2 認    知   0 

3 養 子 縁 組  1 

4 養 子 離 縁  0 

5 婚    姻  0 

6 離       婚  2 

7 死    亡   172 

8 入    籍  2 

9 分    籍  0 

10 国 籍 取 得  0 

11 帰    化  0 
 

12 転    籍 3 
 

13 そ の 他  0 
 

14 不 受 理 申 出  0 
 

 計 191 
 

 

(2) 住民異動届事務受付件数                          （単位：件） 

 種 別 転入届 転出届 転居届 世帯主変更 出生・死亡 その他 計 

 

 件 数 114 98 44 5 177 31 469 

 

 

 

 

 

 

 

 



(3) 戸籍謄抄本等交付件数 

      区 分 

  種 別 

有     料 無   料 計  

件数(件) 通数(通) 金額(円) 件数(件) 通数(通) 件数(件) 通数(通) 

戸   籍 
全員 358 416 187,200 2 2 360 418 

個人 54 63 28,350 1 1 55 64 

除籍・原戸籍 
謄本 168 275 206,250 0 0 168 275 

抄本 1 1 750 0 0      1 1 

戸籍記載事項証明                   0 0 0 0 0 0 0 

除籍記載事項証明 0 0 0 0 0 0 0 

受 理 証 明                   11 12 6,300 0 0 11 12 

届 書 記 載 証 明                   0 0 0 0 0 0 0 

計 592 767 428,850 3 3 595 770 

 

(4) 住民基本台帳関係写し等交付件数 

        区 分 

  種 別 

有     料 無   料 計  

件数(件) 通数(通) 金額(円) 件数(件) 通数(通) 件数(件) 通数(通) 

住 民 票 1,412 1,575 472,500 0 0 1,412 1,575 

住民票記載事項証明書 193 199 59,700 11 11 204 210 

住 民 票 閲 覧 0 ― 0 2,508 ― 2,508 ― 

戸 籍 附 票 139 144 43,200 0 0 139 144 

     計 1,744 1,918 575,400 2,519 11 4,263 1,929 

 

(5) 諸証明交付件数 

    区 分 

 種 別 

有     料 無   料 計 
 

件数(件) 通数(通)  金額(円) 件数(件) 通数(通) 件数(件) 通数(通) 

印 鑑 証 明             961 1,336 400,800 2 2 963 1,338 

身 分 証 明             35 35 10,500 0 0 35 35 

そ の 他 1 1 300 0 0 1 1 

計 997 1,372 411,600 2 2 999 1,374 

 

(6) 印鑑登録事務                               （単位：件） 

種    別 登 録 再交付 引替交付 
登録証亡失・ 

登録印鑑廃止 
計 

件    数 109 28 
0 

（0） 
25 162 

（ ）内は、交付件数中手数料減免件数 

［印鑑登録証交付手数料 46,700円］  



(7) 本人通知制度取扱件数               0件 

 

２ 埋火葬許可件数                               （単位：件） 

     区 分 

 種 別 

    火      葬     埋      葬 
改 葬 

 
 死  体  死  胎 計  死  体  死  胎 計 

件数 
紫雲苑 172 0 172 0 0 0 

0 
その他 0 0 0 0 0 0 

 

３ 福祉事務 

 介護保険取扱件数                   15件 

 

４ 保険年金事務 

(1) 医療年金 

  ア 国民年金異動等取扱件数              44件 

  イ 国民年金保険料免除申請等取扱件数         5件 

    ウ 児童手当認定請求等取扱件数            22件 

  エ 福祉医療費受給者証交付申請等受付件数       46件 

 オ その他取扱件数（未支給年金請求等）        10件 

(2) 保険 

  ア 国民健康保険異動取扱件数             43件 

  イ 高額療養費支給申請取扱件数            15件 

  ウ 後期高齢者医療保険取扱件数           40件 

    エ 人間ドック申請取扱件数（令和6年度分）      31件 

  オ その他取扱件数（療養費支給申請等）       470件 

 

５ 生活環境事務 

  (1) し尿収集申込受付件数               10件 

  (2) 不燃廃棄物搬入許可書発行件数           170件 

（3）特別収集証紙発行件数                  29件 

（4）粗大ごみ処理券発行件数               6件 

（5）リサイクル活動推進奨励金交付申請書等        5件 

 

 

 

 

 



６ 税務事務 

諸証明交付通数・金額   

(1) 所得証明・課税（非課税）証明          530通   159,000円 

(2) 納税証明                    202通   60,600円 

(3) 軽自動車税納税証明（車検用）            16通     無料 

 

７ 現金等の出納取扱状況 

(1) 市税等の現金取扱件数・金額                1,986件 22,060,230円 

内訳 

種 別 市県民税 固定資産税 軽自動車税 国民健康保険料 介護保険料 

件 数 132件 229件 89件 83件 44件 

金 額     4,226,100円     8,229,300円 792,100円    2,085,808円 312,220円 

 
 

後期高齢者 

医療保険料 
し尿処理手数料 上・下水道料金 

下水道事業 

受益者負担金 
証明等手数料 その他 

28件 81件 86件 8件  696件     510件 

411,071円 280,870円 886,209円 109,230円  1,574,400円 3,152,922円 

   

 (2) 予約型乗合タクシー（愛のりタクシー）共通回数券取扱金額           31,500円 

(3) 各種募金関係取扱金額 

ア 緑の募金取扱金額                        42,000円 

イ 日本赤十字募金取扱金額                       30,000円 

ウ 共同募金取扱金額                              0円 

エ 歳末たすけあい募金取扱金額                      0円 



人事部 

 

 

 

 

 

人  事  課 
 

 

 

 

                                    人 事 研 修 係 

                                    給 与 厚 生 係 

 予算執行科目 

款     項     目      

  1 議 会 費              

   1 議 会 費             1 議 会 費            

  2 総 務 費              

   1 総 務 管 理 費             1 一 般 管 理 費            

    4 人 事 管 理 費            

    6 会 計 管 理 費            

   14 恩給及び退職年金費            

   2 徴 税 費             1 税 務 総 務 費            

   3 戸籍住民基本台帳費             1 戸籍住民基本台帳費            

   4 選 挙 費             1 選 挙 管 理 委 員 会 費            

   5 統 計 調 査 費             1 統 計 調 査 総 務 費            

   6 監 査 委 員 費             1 監 査 委 員 費            

  3 民 生 費              

   1 社 会 福 祉 費   1 社 会 福 祉 総 務 費              

  2 老 人 福 祉 費            



款     項     目      

  3 福 祉 医 療 費            

    4 社 会 福 祉 施 設 費            

    5 国 民 年 金 費            

    6 国 民 健 康 保 険 費            

    7  介 護 保 険 推 進 費            

    8  障 害 福 祉 費  

   12  介護保険地域支援事業費  

   2 児 童 福 祉 費             1 児 童 福 祉 総 務 費            

    4 保 育 所 費            

   3 生 活 保 護 費             1 生 活 保 護 総 務 費            

  4 衛 生 費              

   1  保 健 衛 生 費             1 保 健 衛 生 総 務 費            

   2 清 掃 費             1 清 掃 総 務 費            

  5 労 働 費              

   1 労 働 諸 費             1 労 働 諸 費            

  6 農 林 水 産 業 費              

   1 農 業 費             1 農 業 委 員 会 費            

    2 農 業 総 務 費            

  7 商 工 費              

   1 商 工 費             1 商 工 総 務 費            

    3 観 光 総 務 費            

  8 土 木 費              

   1 土 木 管 理 費             1 土 木 総 務 費            

   2 道 路 橋 り ょ う 費             1 道路橋りょう総務費            

   4 都 市 計 画 費             1 都 市 計 画 総 務 費            

   5 住 宅 費   1 住 宅 管 理 費  

 10 教 育 費    

   1 教 育 総 務 費   2 事 務 局 費  

 

 



1 職員数調（令和7年3月1日現在） 

  市 長 事 務 部 局 の 職 員 673人 （ 609人 ） 

  病 院 事 業 の 職 員 588人 （ 554人 ） 

  水 道 事 業 の 職 員 26人 （ 25人 ） 

  議 会 事 務 局 の 職 員 9人 （ 7人 ） 

  選 挙 管 理 委 員 会 事 務 局 の 職 員 0人 （ 0人 ） 

  監 査 委 員 事 務 局 の 職 員 3人 （ 3人 ） 

  農 業 委 員 会 事 務 局 の 職 員 5人 （ 5人 ） 

  教 育 委 員 会 事 務 局 の 職 員 138人 （ 135人 ） 

  消 防 職 員 165人 （ 162人 ） 

        計        1,607人 （ 1,500人 ） 

※（ ）内は定数内職員数 

 

2 職員採用状況 

一般公募 (単位：人) 

区 分 

上級 

一般事務 土木技術 建築技術 電気技術 
学芸員 

(歴史学) 

受験者 88  3  4  1  3  

合格者 19  2  3  0  0  

採用者 15  1  2  0  0  

(単位：人) 

区 分 

上級 

社会福祉士 保健師 
介護支援 

専門員 
水道技術 

任期付職員 

（一般事務） 

受験者 8  5  1  1  6  

合格者 4  3  1  1  4  

採用者 1  2  1  1  3  

 



(単位：人) 

区 分 

中級 初級 

保育士 

・幼稚園教諭 

保育士 

・幼稚園教諭 

（経験者） 

任期付職員 

（保育士 

・幼稚園教諭） 

消防 土木技術 

受験者 6  3  0  10  0  

合格者 3  1  0  7  0  

採用者 1  1  0  6  0  

 

3 職員退職数 

      定 年 退 職 15人 

      希 望 退 職 12人 

   死 亡 0人 

      普 通 退 職 80人 

      失 職 0人 

      懲 戒 免 職 1人 

    計   108人 

 

4 公務災害関係手続 

   公 務 災 害 認 定 請 求 15件 

   公 務 災 害 補 償 手 続 0件 

    計   15件 

 



 

 
 
 
 
 
 

働き方・業務改革推進課 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 予算執行科目 
 

款 項 目 
 

2  総 務 費   

 1 総 務 管 理 費                       1 一 般 管 理 費  



1 働き方・業務改革の推進 

  近年における本市の喫緊の課題の一つとして、行政需要の多様化や権限移譲等により事務量が増加し

ていた。その一方で、職員数は条例上の定数に達し、時間外勤務時間は増加傾向にあり、年次有給休暇

も十分に取得できていないなど、職員の労務環境は悪化していた。これにより、市民サービスの質を向

上させることが困難な状況が続いていた。この状況を受け、平成29年4月25日付けで市長を本部長とし

た「働き方・業務改革推進本部」を設置した。本部は、職員の労務環境を改善するとともに、今後の社

会情勢の変化に伴う新しいニーズにも迅速に対応できる体制を整え、持続可能な行財政運営を確立し、

市民満足度をより一層高めていくための取組を進めた。 

 令和6年度については、「ワークスタイル部会」の取組として、定時退庁日やハッピーフライデー等を

促進した。これに加え、職員の働き方改革および更なる市民サービス向上のための時間確保を目指し、

市役所本庁舎等における朝夕30分ずつの開庁時間短縮を10月1日から実施した。この時間短縮について

は、市民や来庁者への広報や周知を3か月前から行った上で、実施後のモニタリングとして、庁内での

導入効果の検証や来庁者アンケートを行った。また、職員の労務環境の課題を把握し、具体的な対策を

検討するため、職員への副市長ヒアリングを実施した。 

年間実績 

令和6年5月14日(火)   第1回 働き方・業務改革推進本部会議を開催した。 

(1) 働き方・業務改革推進本部体制について確認した。 

(2) 令和6年度の目標設定を行った。 

(3) 令和6年度の各部会の取組予定について協議した。 

 

2 行財政改革の取組 

  本市では、直面している財政危機を克服し、市民サービスの質的向上と活力あるまちづくりを実現する

ために、令和元年度から令和 5 年度にかけては彦根市行政改革大綱第 5 次および実施計画により各取組を

実施した。さらに、限られた人的資源・物的資源・財政資源・情報資源を効率的・効果的に活用し、市民

サービスを維持・向上していくことを目指す行財政改革を行うため、令和 6 年度からは次期計画となる

「彦根市行政経営改革プラン」に基づき、取組を進めた。 

  また、本市の危機的な財政状況を鑑み、将来にわたり行財政運営を持続可能なものとしていくことを

目的として、令和 6年度から設置した市長を本部長とする「彦根市行財政緊急改革本部」において、部

局横断型での歳入確保や歳出削減等の検討を行った。この本部では、彦根市行政経営改革プランの具体

的な取組およびその他重要な案件について、市長自らが進捗管理や実行状況の確認等を行った。 

  このほか、行財政改革の重要課題の一つとなる公共施設の適正化については、「3 彦根市公共施設等総

合管理計画の推進」にて後述する。 

 

 

 



「彦根市行政経営改革プラン」における取組内容 

方針 推進項目 

(1) 健全な財政基盤の確立 
ア 財政運営の健全化、財政指標の健全性 

イ 民間活力の導入 

ウ  受益者負担の適正化 

エ 歳入確保策の積極的な展開 

オ 公共施設の適正化 

カ 企業会計、第三セクター等の経営改革 

(2) 効率的・効果的な行政体制の整備 
ア 持続可能な行政運営の確立 

イ 働き方改革、人材育成の推進 

ウ 職員の適正配置、組織機構の見直し 

エ 市民サービス向上のための施策の推進 

オ 透明性の高い行財政運営の推進 

カ 市民との協働による市政の推進 

 

令和 6年度の主な取組内容 

方針・項目 取組内容 担当課 

(1)－ア 

令和 7 年度当初予算編成については、「財政の健全化」を第一に、全て

の事業について緊急性のないもの、優先順位の低いものについてリセ

ットするなど、徹底した見直しを行うため、一件査定方式による予算

編成を実施し、歳出規模の削減や事業精査に努めた。 

主な効果としては、事業の目的と効果を勘案し、重点項目に掲げた事

業以外について、廃止、削減、延伸、中止とするなど、見直しを行っ

た上で、予算編成を行うことができた。 

財政課 

(1)－ア 
財政指標の健全性を確保するため、将来負担比率について、早期健全

化基準を下回るよう努めており、「健全段階」を維持している。 
財政課 

(1)－ア 

コスト情報・ストック情報を「見える化」し、また、財政指標を他市

と比較することにより、本市の財政マネジメントに活用するため、引

き続き統一的な基準による財務書類を作成した。 

財政課 

(1)－イ 

令和 6 年 3 月に策定した「彦根市ＰＰＰ／ＰＦＩ導入基本方針」に基

づき、導入の可能性がある施設について検討するとともに、各種説明

会等への参加を通じて情報収集を行った。令和 6 年度は、彦根市子ど

もセンターおよび周辺施設に関するサウンディング型市場調査を実施

した。 

子ども・若者課 

都市計画課 

生涯学習課 

働き方・業務改革

推進課 



方針・項目 取組内容 担当課 

(1)－イ 

指定管理制度を用いて維持管理を行っている金亀公園において、現指

定管理者の更新時期となる令和 8 年度から、より一層の民間活用によ

り、市民サービスの向上や維持管理費の削減を目指し、公募設置管理

制度を用いた公募を行い、候補者の選定を行った。 

都市計画課 

(1)－ウ 

公共施設のあり方の検討と併せて、受益者から適正な使用料等を徴収

し、受益と負担の適正化を図ることが重要となることから、持続可能

な公共サービスを維持するため、令和 7 年 2 月に「彦根市使用料・手

数料の見直しに関する基準」を策定した。 

働き方・業務改革

推進課 

(1)－ウ 

文化施設の維持管理等に係る財源の確保を図るため、ひこね市文化プ

ラザとみずほ文化センターの使用料を引き上げる条例の改正(令和 7 年

10月 1日から施行)を行った。 

文化振興課 

(1)－エ 
「ひこにゃん」の特別派遣の制度を運用し、派遣収入を得た。制度の

周知を図った結果、派遣収入の増加につながった。 

ひこにゃんブラン

ド推進室 

(1)－エ 

「ひこにゃん」および「いいのすけ」を活用したＬＩＮＥスタンプを

販売し、分配金収入を得た。令和 6 年度から新たに「ひこにゃんスタ

ンプ第一弾」の販売を開始した。 

ひこにゃんブラン

ド推進室 

(1)－エ 
彦根城などの文化資源や「ひこにゃん」を活用したお土産ＮＦＴを販

売し、販売収入を得た。 

エンタテインメン

ト課 

(1)－エ 

中長期にわたり取崩しが予定されていない一般廃棄物処理施設整備基

金について、平成 30 年度から継続して、銀行の定期預金よりも高い利

率となる地方債券による運用を図った。令和 6 年度からは、退職手当

基金においても債券による運用を図った。 

出納室 

(1)－エ 

彦根らしい返礼品の拡充を行うとともに、ネット媒体を中心とした広

告によるＰＲ活動を積極的に展開し、ふるさと彦根応援寄附事業の周

知および寄附額の増額に努め、過去最高額の寄附実績となった。 

地域経済振興課 

(1)－エ 

営業戦略室による訪問企業への提案のほか、市ホームページや企業版

ふるさと納税ポータルサイト「ふるさとコネクト」等を通じ、①スポ

ーツ・文化交流センター整備事業、②彦根市小中学校アクティブラー

ニング教室整備事業、③文化財保護事業、④育休取得者の入所予約枠

確保事業、⑤まちなかの賑わい再生事業に対する寄附の募集を周知

し、広く事業者に寄附を募った。その結果、過去最高の寄附件数とな

った。 

スポーツ振興課 

文化財課 

学校ＩＣＴ推進課 

幼児課 

都市計画課 

働き方・業務改革

推進課 

(1)－エ 

市が所有する土地で利活用の予定がないものは、手続が整い次第、売

却処分を進めており、令和 6年度についても実施した。市有地売払収

入が歳入予算額を超えた額については、庁舎整備基金へ積み立てた。 

公有財産管理課 

(1)－カ 

第 3期中期経営計画に基づき、安全で良質な水道水の安定供給を図る

ため、老朽化した大藪浄水場浄水施設の更新工事を引き続き進めると

ともに、災害に強い施設づくりを推進するため、公共下水道事業にあ

わせた配水管の布設替えや老朽化した配水管の更新による管路の耐震

化にも積極的に取り組んだ。 

上下水道総務課 

上下水道業務課 

上水道工務課 

https://www.city.hikone.lg.jp/jigyosha/zeikin/f/25312.html
https://www.city.hikone.lg.jp/jigyosha/zeikin/f/25312.html


方針・項目 取組内容 担当課 

(2)－ア 

各所属において、郵送で送らなければならないもの、郵送で送らなく

てもメール等で済むもの、代替策が検討できるものの精査を行った上

で、郵便利用の削減および特別料金のかかる郵便利用の削減を行い、

併せて、総務課からカスタマバーコード印字など割引制度のさらなる

活用等に向けた周知啓発を郵便料金のお知らせ時に行った。これらの

対策により、令和 6年度に実施された郵便料金値上げの影響を軽減

し、通信運搬費(郵便料金)の伸び率の抑制を図ることができた。 

総務課 

(2)－イ 

市長を本部長とした「働き方・業務改革推進本部」において、時間外

勤務の削減や年次有給休暇の取得促進に向け、具体的な数値目標を掲

げ、その達成に向けて取り組んでいる。令和 6年度は、本庁舎等にお

ける開庁時間・電話受付時間の短縮実施や、所属ごとに期間設定して

実施した定時退庁推進取組などにより、時間外勤務の削減および年次

有給休暇の取得促進に繋がっており、成果が現れている。 

働き方・業務改革

推進課 

(2)－イ 

1ｏｎ1 ミーティングについて引き続き実施し、職場内のコミュニケ

ーションの活性化を図った他、専門分野に特化した専任職への任用

として、福祉分野における相談援助の専任職について庁内で公募を

行い、職員が高い意欲で業務に当たることができるよう取り組ん

だ。 

人事課 

(2)－ウ 
業務内容に応じた組織機構や配置職員数の見直しを行い、令和6年4月

1日時点から一般行政部門の職員数を 3名減員とした。 
人事課 

(2)－エ 

ＬＩＮＥや電子申請、定型業務を自動化するＲＰＡ、庁内事務をデジ

タル化するノーコードツールなどの既存ツールを活用することによ

り、市民サービスの向上および職員の業務負担軽減を図った。また、

これら既存ツール以外にも、費用対効果に見合う新規ツールの情報収

集を行った。 

令和 6年度は、電子申請が可能な 241件の手続等に関し電子での受付

を行った。 

情報政策課 

(2)－オ 

市民の意見・提言を広く聴き、対話の行政を進めるために、「市政への

意見・提言」専用封筒の広報ひこね(8月号)への掲載や、彦根市ホーム

ページにおける投稿ページの開設を行った。 

まちづくり推進課 

(2)－カ 

持続可能なシティプロモーションを推進するため、以下の 3 つの戦略

の柱に沿って、彦根市シティプロモーション戦略推進委員会の前年度

からの繰越金により官民協働で取組を進めた。 

①協働(共創・共走)：「ひこねのロケ地マップ(デジタルマップ)」を完

成・公開するとともに、古い街並みが残る地域についてデジタルマッ

プによる発信方法を検討 

②熱を伝える場づくり：市民の取組や彦根に対する想いが表現され、

その熱が新たな層に伝播する場づくりとして、市民参加型イベントの

開催および彦根の魅力の気づき・再発見のための「今の彦根」を表す

「ひこねいろカルタ」の普及 

③共感を生む情報発信：熱を帯びた市民の取組によって変化しつつあ

る彦根市の様子や、取組の原動力となっている彦根の魅力を、市内外

に届ける情報発信として、市民ライター講座、スマホフォト講座の実

施と公式ＳＮＳの運用 

広報戦略課 

 



3 彦根市公共施設等総合管理計画の推進 

  平成27年度に策定した「彦根市公共施設等総合管理計画」を推進するため、国の「インフラ長寿命化

基本計画」に従い、個別施設計画の策定・更新等を行っている。 

令和6年度は、将来にわたり持続可能な公共施設サービスを提供していくことを目的として、令和6年

1月に立ち上げた彦根市公共施設等マネジメント戦略本部において、公共施設のあり方や公共施設等総

合管理計画の推進について、部局横断的な検討を随時行った。 

 



 
市民環境部 
 

 

 

 

 

生 活 環 境 課 

(公 害 試 験 室) 

(ごみ減量・資源化推進室) 

(彦根市消費生活センター) 
 

 

                                  暮らしと消費生活係 

                                      環境保全係 

 

 

 予算執行科目               

       款 項     目     

 

2    総 務 費                     

 1    総 務 管 理 費                     16  市 民 生 活 費  

  17  環境保全対策費  

4    衛 生 費                     

 1    保 健 衛 生 費                     6   環 境 衛 生 費  

  8  狂 犬 病 予 防 費 

 2    清 掃 費                     1    清 掃 総 務 費  

  2    塵 芥 処 理 費 

 

 
 3   塵 芥 焼 却 場 費 

  4    し 尿 処 理 費 

 



1 公害について 

工場・事業場における公害防止対策として、滋賀県湖東環境事務所と合同で工場・事業場のパトロー

ルを実施し、特定施設や公害防止施設の稼働状況の確認、改善指導等を行った。また、公害関係諸法令

に基づく届出の受付や、必要に応じて騒音等の測定調査を行った。 

  環境調査として、河川については市内12河川18地点で、土壌・底質については5地点で測定を行った。

また、市民から寄せられた公害苦情については、必要により関係機関と連携して処理した。 

(1) 各事業場からの施設等届出状況 

  ア 特定施設等の届出状況(騒音規制法・振動規制法関係)               (単位：件) 

区 分       設置届 使用届 
構造・数 

変 更 届         
廃止届 

氏 名       

変更届 
承継届 

特定建設 

作 業         
その他 計 

 騒 音       4 0 12 0 8 1 51 0 76 

振 動       4 0 15 0 8 1 41 0 69 

計 8 0 27 0 16 2 92 0 145 

   

イ 特定工場における公害防止組織の整備に関する法律に基づく届出状況(騒音・振動発生施設のみ 

   を有する工場に限る。)                   (単位：件) 

区 分           
統 括 者               管 理 者               

 

選 任         解 任         選 任         解 任         

     本 人 0 0 0 0 

   代理者 1 1 0 0 

    計 1 1 0 0 

 

(2) 公害苦情受付件数                                 (単位：件) 

   月 

 種別 
4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 計     

 

大 気         0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 0 0 2 

水 質         4 1 2 5 1 0 5 1 2 2 1 3 27 

土 壌         0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

騒 音         1 3 1 3 1 1 5 4 2 3 4 1 29 

振 動         0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 2 

地盤沈下 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

悪 臭         5 6 6 3 6 21 15 3 3 5 1 7 81 

そ の 他         1 1 2 1 1 1 2 2 1 2 2 0 16 

  計     11 11 12 12 9 23 28 11 8 13 8 11 157 



2 環境保全および自然保護について 

(1) 令和3年3月策定の「第3期彦根市環境基本計画および地域行動計画」を基に施策を展開した。 

(2) 平成20年7月7日に宣言した「彦根市低炭素社会構築都市宣言」を基に施策を展開した。また、国

が目指す2050年カーボンニュートラルに本市も貢献するため、令和5年3月には「2050年ゼロカーボ

ンシティ」を表明した。 

  ア 緑のカーテン推進事業について 

省エネルギーを促進するため、湖東定住自立圏の事業として緑のカーテンの実施を呼びかけ、栽

培のための講習会の開催や公共施設へのゴーヤ苗の配布を行った。 

     緑のカーテン栽培講習会の開催状況 

年 度 講習会開催数(回) 延べ参加者数(人) 

令和2年度 2 200 

令和3年度 1 250 

令和4年度 2 320 

令和5年度 2 290 

令和6年度 2 300 

   

イ 環境学習出前講座等について 

学校や自治会、事業所などを対象として、環境をテーマに出前講座等を実施しており、令和6

年度は27回開催し、延べ970人を対象に実施した。 

(3) 身近な河川や水路の水質調査を定期的・継続的に実施し、水質汚濁の現状や変化を把握するとと

もに、生活排水対策の啓発を行うため、環境保全指導員の養成を行った。 

(4) 生態系の保全を目的として、特定外来生物に指定されているアライグマおよびヌートリア、滋賀

県指定外来種に指定されているハクビシンの捕獲を行った。 

年 度 

アライグマ ハクビシン ヌートリア 

捕獲頭数(頭) 

(括弧内は委託分) 

捕獲頭数(頭) 

(括弧内は委託分) 

捕獲頭数(頭) 

(括弧内は委託分) 

令和2年度 24 (1) 24 (0) 5 (0) 

令和3年度 54 (1) 20 (2) 10 (0) 

令和4年度 35 (0) 21 (3) 18 (0) 

令和5年度 43 (2) 9 (0) 5 (0) 

令和6年度 54 (1) 15 (0) 2 (0) 

 

3 消費生活について 

 (1) 消費者の保護 

消費生活に関する苦情や相談または問合せなどに対して、専任の消費生活相談員により、トラブル

解決のための助言やあっせん、専門機関の紹介を行った。 



年 度 相談件数(件) うち多重債務相談件数(件) 

令和2年度 495 10 

令和3年度 448 14 

令和4年度 541 20 

令和5年度 558 16 

令和6年度 508 27 

 

 (2) 消費者の育成 

自立した消費者を育成し、消費者被害を未然に防止することを目的として、老人会等各種団体を

対象に消費生活講座を開催しており、令和6年度は9回開催した。 

また、啓発活動として、滋賀県消費生活センターとの共催によるパネルキャラバンや、彦根駅前

やショッピングセンターでの啓発物品の配布、地域の高齢者向けの啓発支援として民生委員へ啓発

物品の提供などを実施したほか、若年層への情報提供に有効なX(旧Twitter)を活用した啓発を行い、

幅広い年代層に向けた啓発活動に取り組んだ。 

 

4 リサイクル活動推進事業について 

地域団体が行った資源回収事業に対して奨励金を交付し、資源の再生利用の推進およびリサイクル意

識の高揚を図った。 

 1 kg当たり： 新聞紙、雑誌、ダンボール、紙パック、繊維類 各2円 (令和6年度現在) 

年 度 延べ団体数(団体) 回収量(kg) 奨励金交付額(円) 

令和2年度 620 1,256,813 2,513,626 

令和3年度 604 1,196,618 2,393,236 

令和4年度 623 1,204,640 2,409,280 

令和5年度 554 1,022,139 2,044,278 

令和6年度 459  897,600 1,795,200 

 

5 彦根愛知犬上広域行政組合運営費負担事業 

 (1) 投棄場の適切な管理と中継基地の管理運営および火葬業務の安定的な運営に資するため、彦根愛

知犬上広域行政組合に対し、負担金を支出した。 

  彦根愛知犬上広域行政組合運営費負担金(投棄場)                              47,327,000円 

彦根愛知犬上広域行政組合運営費負担金(中継施設)                            77,708,000円 

  彦根愛知犬上広域行政組合運営費負担金(斎場)                                39,053,000円 

(2) 現施設の老朽化に伴い、彦根市、愛知郡および犬上郡内の1市4町による広域ごみ処理施設の建設

を計画的に推進するため、彦根愛知犬上広域行政組合に対し、負担金を支出した。 

   彦根愛知犬上広域行政組合運営費負担金(新焼却場)                            37,975,000円 



6 一般廃棄物処理施設整備基金事業 

一般廃棄物処理施設の整備に、今後、多額の経費を必要とするため、計画的に積立てを行っている。 

  一般廃棄物処理施設整備基金積立金                        153,758,473円 

 

7 浄化槽(合併処理)について 

  生活排水対策の一つとして、公共下水道の整備が7年以上見込まれない区域において浄化槽の設置を

促進するため、補助を行った。 

補助内容：5人槽 33万円、7人槽 41.1万円、10人槽 51.9万円（令和6年度現在） 

年 度 受付件数(件) 補助件数(件) 

令和2年度 31 14 

令和3年度 25 7 

令和4年度 39 9 

令和5年度 16 1 

令和6年度 16 5 

 

8 し尿収集事業 

市内のくみ取り式便所のし尿収集を一般財団法人彦根市事業公社に委託し、公衆衛生・生活環境の保

全に努めた。 

調定件数(件) 

し尿処理手数料 

現年調定額(円) 収納額(円) 収納率(％) 

7,586 33,384,100 32,622,620 97.71 

 

9 犬の登録、狂犬病予防注射実施状況                     

 登 録 死亡等 注 射 

区分 
集合注射 

会  場 

生活環境課 

(稲枝支所) 
動物病院 死 亡 抑 留 

集合注射 

会  場 
動物病院 

件数 5 229 209 307 8 454 3,488 

  



記録管理係

届出証明係

総合窓口係

予算執行科目

2

3 1

5 2

ラ イ フ サ ー ビ ス 課

款 項 目

総 務 費

戸籍住民基本台帳費

統 計 調 査 費

戸籍住民基本台帳費

統 計 調 査 事 業 費



1　戸籍事務・住民基本台帳事務

(1) 戸籍届出件数(全市分) (単位：件)

(2) 戸籍処理件数(全市分) (単位：件)

(3) 住民異動届事務処理状況(※ライフサービス課処理分) (単位：件)

21

66

33 24養子離縁

婚 姻

離 婚

死 亡

入 籍

1,145

274

1,567 1,221

14

計

養子縁組

種 別

件 数

新 戸 籍 編 製 戸籍全部消除 そ の 他

転 籍

そ の 他

不受理申出

257 193 178

分 籍

国籍取得

帰 化

2 0 0

465 329 136

36 23 19

2 認 知

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

届 出 の 種 類 総 数
届 出

計 本籍人届出 非本籍人届出

他市町村
から送付

1 出 生 956 699 416 283 257

12 11 1 9

30 26 4 36

22 2 9

680

169 149 20 105

948

185

273 346

121 118 3 64

4 13

0 2

9 7 7 0 2

401 255 252 3 146

15 64

29 24 17 7 5

4,981 3,243 2,492 751 1,738

その他 計

4,424 4,055 1,786 1,122 1,791 3,584 16,762

計

734 764 2 1,500

種 別

件 数

転入届 転出届 転居届 世帯変更届 出生・死亡

※ 各出張所で受け付けた件数を含む



(4) 戸籍附票事務処理状況(全市分) (単位：件)

(5) 住民票記載・消除数(※ライフサービス課処理分) (単位：人)

(6) 戸籍謄抄本等交付件数(ライフサービス課分)

※  マイナンバーカード・住民基本台帳カードを利用してコンビニエンスストアなどで発行した

　　件数と通数(内数)

※ 各出張所で受け付けた件数を含む

19 360

9,244 24,509

467

71 106 37,100 0 0 71 106

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

戸籍記載事項証明

除籍記載事項証明

受 理 証 明

届 書 記 載 証 明

計

0 0 0 0

341 448 192,500 19

原因

70,500 18 24

(※カード)

種 別

件 数

記 載 消 除

17,271 22,974 12,732,400 7,238

除籍・
原戸籍

謄本 5,610 9,492 7,119,000 4,132

9,958

計

7,856 2,111 9,967

50 5,877

6,1291,147 217

267 12,0061,781

種別
届 出

職 権

記 載

消 除

計

転 入

転 出 4,765

5,193 出 生

出生・死亡 その他

死 亡

32,218

区分

種別

有 料 無 料 計

件数(件) 通数(通) 金額(円) 件数(件) 通数(通) 件数(件) 通数(通)

(3,026) (3,351)

全員

戸籍

9,169 10,653
4,458,750

5,795 9,742 15,287

抄本 77 94

2,929 3,137 12,098 13,790

2,4502,143269140854,550
個人

(※カード)

2,003 2,181

(1,173) (1,269)

95 118

計

634



(7) 住民基本台帳関係写し等交付件数(ライフサービス課分)

※  マイナンバーカード・住民基本台帳カードを利用してコンビニエンスストアなどで発行した

　　件数と通数(内数)

(8) 諸証明交付件数(ライフサービス課分)

※  マイナンバーカード・住民基本台帳カードを利用してコンビニエンスストアなどで発行した

　　件数と通数(内数)

(9) 印鑑登録事務(ライフサービス課分) (単位：件)

(　)内は、交付件数中手数料減免件数

[印鑑登録証交付手数料 円]887,200

種 別 登 録 再 交 付 引替交付
登録証亡失・
登録印鑑廃止

職権消除 計

件 数 2,204 452
0

(0)
462 114 3,232

84,300 15 23 277 304

18,518 25,090 6,099,500 41 58 18,559 25,148

5,834,000 26 35 17,711 24,240

571 604 181,200 0 0 571 604

印 鑑 証 明

(※カード)

身 分 証 明

そ の 他

計

17,685

(10,852)

24,205

(14,275)

262 281

区分

種別

有 料 無 料 計

件数(件) 通数(通) 金額(円) 件数(件) 通数(通) 件数(件) 通数(通)

区分

種別

有 料

2,401 2,505

365 　　　　 109,500 7,397 　　　 7,762 　　　　

件数(件) 通数(通) 件数(件) 通数(通)

住 民 票 33,629 37,877
9,623,800 2,404 2,593 36,033 40,470

(※カード) (16,339) (17,393)

(※カード)

計

2,528

(342)

2,686

(365)
769,300

戸 籍 附 票
2,804 2,966 5,332 5,652

38,505 42,646 13,023 5,981 51,528 48,62711,127,500

無 料

住民票記載事項証明書

住 民 基 本 台 帳 閲 覧

1,983 2,083 624,900 418 422

計

件数(件) 通数(通) 金額(円)



2　人口動態調査事務(全市分)

人口動態調査票作成件数 (単位：件)

3　埋火葬許可件数(※ライフサービス課処理分) (単位：件)

4　住居表示処理状況(全市分) (単位：件)

5　自動車臨時運行許可事務(全市分)

自動車臨時運行許可取扱件数

6　本人通知制度登録(全市分) (単位：件)

7　個人番号制度事務(ライフサービス課分)

※ 各出張所で受け付けた件数を含む

電 子 証 明 書 発 行

金額(円)

456,000

108,000

126,000

計(件)

7,720

387

20,524

無料(件)

7,150

327

19,894

有料(件)

570

60

630

マ イ ナ ン バ ー カ ー ド 交 付

件数(件)

385

マイナンバーカード交付(特急発行)

登 録 申 請 廃 止 申 請 そ の 他 申 請 本 人 通 知

3102316

区 分

金額(円)

288,750

建物等新築届受付件数

53

住居番号変更等の申出書受付件数

種別

件 数
紫雲苑

その他

3

改 葬

37
1,128

4

6

死体 死胎 計 死体 死胎 計

1,134

1 5

0

0

0

0

0

0

581 0 1,222 4 2 2 8

区分 火 葬 埋 葬

出 生 死 亡 死 産 婚姻 離婚 計

男 女 計 男 女 不詳 計 男 女 不詳 計
470 170 2,576

360 346 706 641



 
 
 
 
 
 
 

保 険 年 金 課 
 

 

 

 

 

 

                                     年 金 係 

医療保険係 

賦課収納係 

予算執行科目 

一般会計 
 

款 項 目 

3 民 生 費   

 1 社 会 福 祉 費  3 福 祉 医 療 費 

  5 国 民 年 金 費 

  6 国 民 健 康 保 険 費 

 2 児 童 福 祉 費  10 児 童 手 当 

  
16 子育て世帯臨時特別給付

金給付事業費 

  
17 子育て世帯生活支援特別 

給付金支給事業費 

4 衛 生 費   

 1 保 健 衛 生 費  7 後 期 高 齢 者 医 療 費 

 



特別会計 

   国民健康保険事業 
 

款 項 目 

 1 総 務 費                         

   1 総 務 管 理 費                           1 一 般 管 理 費                         

  
  2 国民健康保険団体連合会 

負担金 

   2 徴 収 費                           1 賦 課 徴 収 費                         

   3 運 営 協 議 会 費                           1 運 営 協 議 会 費                         

   4 趣 旨 普 及 費                           1 趣 旨 普 及 費                         

  2 保 険 給 付 費                         

   1 療 養 諸 費                           1 療 養 給 付 費 

    3 療 養 費 

    5 審 査 支 払 手 数 料                         

   2 高 額 療 養 費                           1 高 額 療 養 費 

    3 高 額 介 護 合 算 療 養 費 

   3 移 送 費                           1 移 送 費 

   4 出 産 育 児 諸 費                           1 出 産 育 児 一 時 金                         

   2 審 査 支 払 手 数 料 

   5 葬 祭 諸 費                           2 葬 祭 費                         

  8 傷 病 手 当 金                           1 傷 病 手 当 金                          

3 国民健康保険事業費納付金   

 1 医 療 給 付 費 分   1 医 療 給 付 費 分 

 2 後期高齢者支援金等分   1 後期高齢者支援金等分 

 3 介 護 納 付 金 分 1 介 護 納 付 金 分 

  6  保 健 事 業 費                         

   1 保 健 事 業 費                           1 保 健 衛 生 普 及 費                         



    3 高 額 療 養 費 貸 付 金                         

   2 特定健康診査等事業費  1 特定健康診査等事業費 

7 基 金 積 立 金   

  1 基 金 積 立 金  1 財 政 調 整 基 金 積 立 金 

9 諸 支 出 金                           

 1 償還金及び還付加算金                           1 保 険 料 還 付 金 

  3 介 護 保 険 料 還 付 金 

  5  後期高齢者支援分還付金 

  10 そ の 他 償 還 金 

  11 保険給付費等交付金償還金 

10 予 備 費                         

    1 予 備 費                           1 予 備 費                         

 

 



   介護保険事業 
 

款 項 目 

  1 総 務 費                         

  2 徴 収 費                          1 賦 課 徴 収 費                         

 6  諸 支 出 金             

   1 償還金及び還付加算金             1  第1号被保険者保険料還付金 

 

後期高齢者医療事業 
 

款 項 目 

  1 総 務 費                         

  1 総 務 管 理 費  1 一 般 管 理 費 

   2  徴 収 費  1  賦  課  徴  収  費 

 2  後 期 高 齢 者 医 療 

   広 域 連 合 納 付 金 
  

 
  1  後 期 高 齢 者 医 療 

     広 域 連 合 納 付 金 

 1  後 期 高 齢 者 医 療 

    広 域 連 合 納 付 金 

 3 諸 支 出 金   

  1 償還金及び還付加算金  1 保 険 料 還 付 金 

   2 還 付 加 算 金 

  4  予 備 費   

  1  予 備 費  1  予 備 費 



1 国民年金事業 

(1)  国民年金加入状況                        (令和7年3月31日現在) 

種 別                       被 保 険 者 数                     (人) 構 成 割 合                     (％) 

 
第 1 号 被 保 険 者 

 強  制 11,175         63.2 

 任  意         136           0.8 

第 3 号 被 保 険 者        6,379         36.0 

         計       17,690         100.0 

 

(2)  保険料納付状況 

ア 保険料免除者     免除率 46.8％         (令和7年3月31日現在、単位：人) 

種 別                       免 除 者 数                     増 減             
 

法 定 免 除                               1,231 16 

申 請 免 除 

全 額 1,724 △9  

猶 予 492 △37  

3 / 4 100 △27  

半 額 79 10  

1 / 4 39 4  

学 生 納 付 特 例 1,562 △7 
 

         計 5,227 △50 

   イ  付加保険料             加入率 8.4％            (令和7年3月31日現在、単位：人) 

種 別                       納 付 者 数                     増 減             

 
強 制           5 0 

任 意         504 △30 

         計         509 △30 

 

(3)  国民年金受給状況 

ア  年金裁定請求(市窓口受付分)             (令和7年3月31日現在、単位：件) 

老 齢 年 金 
6 5 歳 以 降 請 求 0  

繰 上 請 求                     0  

通 算 老 齢 年 金 
6 5 歳 以 降 請 求 0  

繰 上 請 求                     0  

老 齢 基 礎 年 金 
6 5 歳 以 降 請 求 2  

繰 上 請 求                     0  

       老 齢 年 金 （ 小 計 ）                                          (2)  

       障 害 基 礎 年 金                                          18  

       遺 族 基 礎 年 金                                          0  

       寡 婦 年 金                                          0  

       死 亡 一 時 金                                          10  

       未 支 給 年 金                                           648  

       特 別 障 害 給 付 金                                          0  

                計 678  

 

 



   イ  拠出年金受給者状況                 (令和7年3月31日現在、単位：人) 

       老 齢 ・ 通 算 老 齢 年 金       307  

       老 齢 基 礎 年 金                                               28,440 

 

       障 害 年 金                                                     26 

       障 害 基 礎 年 金                                                 909 

       母 子 年 金                                                  0 

       遺 児 年 金                                                 0 

       遺 族 基 礎 年 金                                                189 

       寡 婦 年 金                                                 10 

                計         29,881 

 

ウ  老齢福祉年金受給者状況                (令和7年3月31日現在、単位：人) 

全      額           支           給 0  

 一         部           支           給 0  

全      額           停       止 0 
 

計 0 

 

※国民年金事業については、日本年金機構からの提供資料と合わせて作成 

 

2 在日外国人老齢・障害福祉金支給事業 

彦根市在日外国人老齢福祉金 彦根市在日外国人障害福祉金 
 

 支給状況 
  受 給 権 者           0人 
  支給対象者      0人 

支 給 総 額              0円 

 支給状況 
  受 給 権 者           0人 
  支給対象者      0人 
  支 給 総 額           0円 

 

3 児童手当支給事業 

〇旧制度（令和6年9月分まで） 

(1)3歳未満 

区 分               受給対象児童数(延べ) 支 払 額            

被 用 者                            12,482人      187,230,000円 

非 被 用 者                              1,758人      26,370,000円 

特 例 給 付                               404人       2,020,000円 

       計       14,644人      215,620,000円 

 

 



(2)3歳以上～小学校修了前 

区 分               受給対象児童数(延べ)    支 払 額            

被 用 者                              49,633人      528,760,000円 

非 被 用 者                              8,235人      88,930,000円 

特 例 給 付                              3,024人       15,120,000円 

       計      60,892人     632,810,000円 

 

(3)中学生 

区 分               受給対象児童数(延べ)    支 払 額            

児 童 手 当        21,107人      211,070,000円 

特 例 給 付                             1,490人       7,450,000円 

       計      22,597人      218,520,000円 

 

(4)施設・里親 

区 分               受給対象児童数(延べ)    支 払 額            

3 歳 未 満 0人 0円 

3歳以上～小学校修了前        78人      780,000円 

中 学 生        28人       280,000円 

       計      106人      1,060,000円 

 

 

〇新制度（令和6年10月改正） 

(1)3歳未満 

区 分               受給対象児童数(延べ) 支 払 額            

被 用 者                            6,295人      109,395,000円 

非 被 用 者                              897人      16,815,000円 

       計       7,192人      126,210,000円 

 

(2)3歳以上～中学校修了前 

区 分               受給対象児童数(延べ)    支 払 額            

被 用 者                              37,535人      473,950,000円 

非 被 用 者                              5,968人      78,680,000円 

       計      43,503人     552,630,000円 

 

(3)高校生世代 

区 分               受給対象児童数(延べ)    支 払 額            

被 用 者                              9,902人      109,160,000円 

非 被 用 者                             1,496人       16,400,000円 

       計      11,398人      125,560,000円 



 

(4)施設・里親 

区 分               受給対象児童数(延べ)    支 払 額            

3 歳 未 満 0人 0円 

3歳以上～中学校修了前        72人      720,000円 

高校生世代        48人       480,000円 

       計      120人      1,200,000円 

 

※令和6年10月の制度改正により、集計区分を変更。 

※所得更正による 

・過年度支払取消分   220,000円(3人) 

・過年度支払調整額    80,000円(2人) 



4 福祉医療費助成事業 

 制度別 種 別                               対 象 者         助 成 額 

県制度 

 乳幼児福祉医療費助成事業 5,102人 161,383,279円 

 高校生世代福祉医療費助成事業 3,165人 51,850,758円 

 重度心身障害者(児)福祉医療費助成事業 874人 149,020,217円 

 老人福祉医療費助成事業 101人 3,813,637円 

 母子家庭福祉医療費助成事業 1,695人 65,282,498円 

 父子家庭福祉医療費助成事業 115人 3,477,710円 

 ひとり暮らし寡婦福祉医療費助成事業 26人 3,837,239円 

 ひとり暮らし高齢寡婦福祉医療費助成事業 38人 1,007,086円 

 重度心身障害老人等福祉助成費助成事業 739人 68,676,227円 

母子家庭老人福祉助成費助成事業 1人 30,648円 

 精神障害者精神科通院医療費助成事業 641人 14,128,527円 

 精神障害老人精神科通院医療費助成事業       60人 1,363,402円 

 市制度 

 乳幼児福祉医療費助成事業  ― 0円 

高校生世代福祉医療費助成事業 (16,152件) 8,599,083円 

 重度心身障害者(児)福祉医療費助成事業 (46人) 580,803円 

 母子家庭福祉医療費助成事業 (1,125人) 6,162,134円 

 父子家庭福祉医療費助成事業 (84人) 357,923円 

重度心身障害者(児)福祉医療費助成事業 222人 38,298,390円 

老人福祉医療費助成事業 44人 2,187,264円 

 重度心身障害老人等福祉助成費助成事業 369人 39,278,718円 

子ども医療費助成事業(小・中学生) 8,169人 200,053,490円 

計 21,361人  819,389,033円 

※対象者数は令和7年3月31日現在 

※助成額は令和6年度中の実績 

※市制度の高校生世代福祉医療費助成事業、重度心身障害者(児)福祉医療費助成事業、母子家庭福祉医療

費助成事業および父子家庭福祉医療費助成事業は、県制度の一部自己負担金を補填するための事業である。

その対象者数は、高校生世代福祉医療費助成事業のみ申請件数であり、その他事業は県制度の内数である。 

 

 

 



5 国民健康保険事業(特別会計) 

(1) 一般状況 

 ア  給付割合等                           (令和7年3月31日現在) 

 

イ 加入状況                             ( )内は加入率 ％ 

区 分             前 年 度 末             増 加         減 少         本 年 度 末             年 間 平 均             
 

世 帯 数             

      世帯 
  12,781 

(25.1) 

      世帯 
   3,188 

    世帯 
    3,420 
 

      世帯 
  12,549 

(24.3) 

     世帯 
  12,699 

被保険者数             

     人 
  19,185 

(17.3) 

      人 
    4,521 

      人 
   5,146 
 

     人 
  18,560 

(16.8) 

     人 
  18,948 
 
 

 

ウ  被保険者の増減内訳                            (単位：件) 

  被保険者の 

  増    加 

転 入 社保離脱           生保廃止 出 生 
後期高齢者

医療離脱 
その他 計 

 
880 2,938 73 55 0 575 4,521 

 

 

  被保険者の 

  減   少 

転 出 社保加入 生保開始 死 亡 
後期高齢者

医療加入 
その他 計 

 
613 2,486 105 134 1,270 538 5,146 

 

エ  被保険者の届出件数                            (単位：件) 

取 得 届             喪 失 届             氏名変更届             世帯変更届             住 所 変 更 届               世帯主変更届               
 

3,659 4,450 88 78 248 141 

 

 

 

 

区 分                   義務教育就学前 
70歳～74歳 

左記以外 
 

一般 現役並み所得者 

保  険  給  付 8割 8割 7割 7割 

そ の 他         

の 給 付         

出産育児一時金 500,000円または488,000円 

葬 祭 費               50,000円 



(2)  保険給付状況 

  ア  療養給付 

区    分 給付額および上昇率 

療養給付費 令和5年度 5,863,202,893円        

 令和6年度 5,674,019,806円        

 上昇率        △3.23％        

療 養 費 令和5年度    55,971,144円        

 令和6年度    47,312,715円        

 上昇率         △15.47％        

高額療養費 令和5年度  916,672,371円        

 令和6年度   925,539,785円        

 上昇率         0.97％        

 

  イ  その他の給付 

区       分 件    数 (件) 給 付 額                 (円)  

出 産 育 児 一 時 金          59       29,451,850 

葬 祭 費                               128         6,400,000 

 

(3) 保健事業 

  ア 特定健診 

年度 対象者数 (人) 受診者数 (人) 受診率 (％) 支払額 (円) 

  令和5年度 
(令和6年5月末時点) 

13,492         5,810            43.1     51,832,867 

  令和6年度 
(令和7年5月末時点) 

12,901         5,537            42.9     48,316,078 

 

 

  イ  人間ドック 

年度 受診者数 (人) 委託料 (円) １人当たりの補助割合 

 令和5年度 1,252 34,917,900 費用の2/3で3万円以内 

 令和6年度 1,294 36,118,400 費用の2/3で3万円以内 



(4) 賦課収納状況 

ア 国保料賦課割合(額) 

(ｱ) 基礎賦課額(医療分) 

応  能  割 応  益  割 

賦 課 限 度 額               

 

51.78％ 48.22％ 

所得割賦課割合                 資産割賦課割合                 均等割賦課割合                 平等割賦課割合                 

51.78％ －％ 33.80％ 14.42％ 

所得割保険料率                 資産割保険料率                 均等割保険料額                 平等割保険料額                 
650,000円 

6.85％ －％ 27,900円 18,800円 

 

(ｲ) 後期高齢者支援金等賦課額 

応  能  割 応  益  割 

賦 課 限 度 額               

 

52.28％ 47.72％ 

所得割賦課割合                 資産割賦課割合                 均等割賦課割合                 平等割賦課割合                 

52.28％ －％ 33.47％ 14.25％ 

所得割保険料率                 資産割保険料率                 均等割保険料額                 平等割保険料額                 
240,000円 

2.68％ －％ 10,700円 7,200円 

 

(ｳ) 介護給付金賦課額(介護保険分) 

応  能  割 応  益  割 

賦 課 限 度 額               

 

53.18％ 46.82％ 

所得割賦課割合                 資産割賦課割合                 均等割賦課割合                 平等割賦課割合                 

53.18％ －％ 32.65％ 14.17％ 

所得割保険料率                 資産割保険料率                 均等割保険料額                 平等割保険料額                 
170,000円 

2.32％ －％ 11,200円 5,600円 

 

イ 国保料収納状況 

(ｱ)  全体 

区 分 調 定 額 累 計(円) 収  納  額(円) 収納率(％) 

現  年  分 1,939,069,428 1,868,896,981 96.38 

滞 納 繰 越 分 129,911,600 49,515,309 38.11 

計 2,068,981,028 1,918,412,290 92.72 



   (ｲ) 医療分 

区 分 調定額累計 (円) 収 納 額 (円) 収納率 (％)  

現 年 分 1,283,131,993 1,238,122,199 96.49 

 滞 納 繰 越 分 83,462,448 31,759,106 38.05 

合 計 1,366,594,441 1,269,881,305 92.92 

(ｳ) 後期分 

区 分 調定額累計 (円) 収 納 額 (円) 収納率 (％)  

現 年 分 495,862,103 478,440,236 96.49 

 滞 納 繰 越 分 31,329,656 12,029,939 38.40 

合 計 527,191,759 490,470,175 93.03 

(ｴ) 介護分 

区 分 調定額累計 (円) 収 納 額 (円) 収納率 (％)  

現 年 分 160,075,332 152,334,546 95.16 

 滞 納 繰 越 分 15,119,496 5,726,264 37.87 

合 計 175,194,828 158,060,810 90.22 

ウ 納付方法別収納状況(現年分) 

区  分 特別徴収 

普 通 徴 収 

計 

口 座 振 替               
自主納付 

(コンビニ納付等) 

保険料収納(円)  240,555,515   988,759,375    639,582,091   1,868,896,981  

収 納 割 合            (％)     12.87       52.91             34.22            100.00  

 

6 介護保険事業(特別会計) 

(1) 一般状況 

 ア 加入状況                            (令和7年3月31日現在) 

第 1 号 被 保 険 者 
世 帯 数 20,267世帯 

被保険者数 29,187人 

 

 

 



(2) 賦課収納状況 

ア  保険料賦課収納状況 

区 分 調 定 額 累 計(円) 収  納  額(円) 収納率(％) 

現  年  分 2,185,912,365 2,180,565,820 99.76 

滞 納 繰 越 分 9,603,629 3,090,053 32.18 

計 2,195,515,994 2,183,655,873 99.46 

 イ  納付方法別収納状況(現年分) 

区  分 特別徴収 

普 通 徴 収 

計 

口 座 振 替               
自主納付 

(コンビニ納付等) 

保険料収納(円)  2,025,154,164   90,713,013    64,698,643   2,180,565,820 

収 納 割 合            (％)      92.87      4.16       2.97      100.00 

 

(3) 所得段階別第1号被保険者数(令和7年3月31日現在) 

所得段階 標準割合 人  数 

第1段階 基準額×0.285    2,966人  

第2段階 基準額×0.485    2,483人  

第3段階 基準額×0.685     2,088人  

第4段階 基準額×0.90     2,534人  

第5段階 基準額     4,956人  

第6段階 基準額×1.20     4,794人  

第7段階 基準額×1.30     4,963人  

第8段階 基準額×1.50     2,372人  

第9段階 基準額×1.55     696人  

第10段階 基準額×1.70      693人  

第11段階 基準額×1.90      213人  

第12段階 基準額×2.10          120人  

第13段階 基準額×2.30      309人  

計 
 

  29,187人  



7 後期高齢者医療事業(特別会計) 

(1)  一般状況 

ア  加入状況    (令和7年3月31日現在) 

被保険者数 16,281 人  
 

 

イ 給付割合等                            (令和7年3月31日現在) 

区 分                   一般所得者等 一定以上所得のある方 現役並み所得者  

保  険  給  付  9割  8割  7割 

そ の 他         

の 給 付         
  葬 祭 費               50,000円 

 

(2) 賦課収納状況 

ア  保険料賦課収納状況 

区 分 調 定 額 累 計(円) 収  納  額(円) 収納率(％) 

現  年  分 1,333,348,549 1,330,838,098 99.81 

滞 納 繰 越 分 3,896,482 1,558,956 40.01 

計 1,337,245,031 1,332,397,054 99.64 

 

イ  納付方法別収納状況(現年分) 

区  分 特別徴収 

普 通 徴 収 

計 

口 座 振 替               
自主納付 

(コンビニ納付等) 

保険料収納(円) 845,950,579   359,755,758    125,131,761 1,330,838,098  

収 納 割 合            (％)      63.57     27.03       9.40      100.00 

 



 
 
 
 
 
 
 

清 掃 セ ン タ ー 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                               

                                      管理係 

                                      業務係 

                                      施設係 

                                       

 予算執行科目 
 

款 項 目 
 

4 衛 生 費   

 1 保 健 衛 生 費 6 環 境 衛 生 費 

 2 清 掃 費 1 清 掃 総 務 費 

  2 塵 芥 処 理 費 

  3 塵 芥 焼 却 場 費 

  5 衛 生 処 理 場 費 

  6 粗大ごみ処理場費 

 



１ ごみ処理事業 

 (1) 受   入                                （単位：トン） 
 

燃 や す ご み 資 源（収集） 

 
収  集 持  込 計 

容器包装 

プラスチック 
缶・金属類 び ん 類 ペットボトル 

16,896.42 8,098.94 24,995.36 895.78 226.04 551.20 267.49 

 
 

資 源（収集） 資 源（持込） 

 
古紙類 廃食用油 乾電池 

使用済み 

蛍光管 

容器包装 

プラスチック 

缶・ 

金属類 
びん類 古紙類 乾電池 

使用済み 

蛍光管 

279.39 10.08 20.38 2.08 0 1.24 79.58 94.97 2.15 3.16 

 
  

 

 

 

(2) 処   理 

   焼却処理   26,912.52 トン （別途 1,037.96トン は委託焼却処理） 

   埋立処理     872.54 トン 

   資源化     2,623.47 トン 

(3) ごみ処理手数料  決算額                            （単位：円） 

 区分

  

年月 

証 紙 燃やすごみ 粗大ごみ 

容器包装

プラスチ

ック 

粗大ごみ 

処理券 

許可 

申請 

手数料 

計 

 

 06. 4 413,000 464,320 1,704,180 0 3,000 0 2,584,500  

   5 297,500 11,273,960 2,691,660 0 577,200 0 14,840,320  

    6 232,470 15,907,760 2,031,740 0 221,200 10,600 18,403,770  

    7 399,000 9,922,920 1,811,280 0 2,500 0 12,135,700  

   8 234,500 14,226,040 1,952,780 0 274,800 5,300 16,693,420  

   9 374,500 13,440,160 1,472,860 0 4,600 5,300 15,297,420  

   10 392,000 14,934,120 2,102,220 0 465,800 10,600 17,904,740  

   11 245,000 12,796,360 2,065,260 0 305,800 15,900 15,428,320  

   12 290,500 15,189,440 2,238,120 0 374,800 5,300 18,098,160  

 07. 1 150,500 14,081,160 1,633,520 0 3,700 15,900 15,884,780  

   2 360,500 10,756,840 860,700 0 491,800 10,600 12,480,440  

   3 294,000 26,770,560 2,288,800 0 11,100 21,200 29,385,660  

  計 3,683,470 159,763,640 22,853,120 0 2,736,300 100,700 189,137,230 

 

資 源（持込） 粗 大 

ご み 

埋 立 

ご み 
総  計 

小型廃家電 

190.63 1,627.04 871.86 30,118.43 



２ し尿処理状況                （単位：ｷﾛﾘｯﾄﾙ） 

区      分 搬 入 量                     

 
生 し 尿 4,025.43  

浄化槽汚泥 13,602.46  

       計 17,627.89  

 

３ 工事執行状況                                  （単位：円） 

工 事 名                               工 事 場 所 工 事 費  

  ごみ焼却場長寿命化改修工事 野瀬町 

785,400,000 

（令和3年度から令和6年

度までの債務負担行為） 

契約金額 2,805,000,000 

 資源化装置定期整備工事 野瀬町 2,197,800 

 ごみ焼却場ごみクレーンバケット更新ほか工事 野瀬町 133,643,400 

 ごみ焼却場定期整備工事 野瀬町 80,300,000 

 ごみ焼却場1号再燃バーナ更新工事 野瀬町 8,030,000 

 ごみ焼却場灰クレーン走行用電動機交換工事 野瀬町 1,705,000  

 ごみ焼却場中央監視装置修繕 野瀬町 2,585,000  

 ごみ焼却場2階中央操作室空調設備更新工事 野瀬町 2,288,000  

粗大ごみ処理場定期整備工事 野瀬町 27,500,000  

 衛生処理場定期整備工事 開出今町 35,662,000  

 



  

 福祉保健部 

 
 

 

 

 

 

 

社 会 福 祉 課 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社 会 係 

保 護 係 

自立支援係 

 

 

予算執行科目 

款 項 目 

2 総 務 費   

 1 総 務 管 理 費  1 一 般 管 理 費  

3 民 生 費   

 1 社 会 福 祉 費  1 社 会 福 祉 総 務 費  

 3 生 活 保 護 費 1 生 活 保 護 総 務 費 

  2 扶 助 費 

 



１ 福祉センター管理運営事業・福祉センター別館管理運営事業 

(1) 施設管理委託状況 

ア 福祉センター本館 

委託業務名 金額(円) 委託業務内容 

本館管理業務 5,631,340 

清掃業務、設備管理業務(消防設備保守点検業務、空気調和

機保守点検業務、吸収式冷温水機保守点検業務、エレベー

ター保守点検業務、衛生害虫駆除業務、貯水槽清掃および

水質検査・残留塩素濃度測定業務) 

施設機械警備業務(本

館) 
215,160 施設機械警備業務 

 上記以外 4件 408,750 

自家用電気設備保守点検委託業務、敷地内樹木剪定作業、

福祉センター群防火対象物定期点検業務、ガスヒーポン保

守業務 

イ 福祉センター別館 

委託業務名 金額(円) 委託業務内容 

別館管理業務 2,114,860 
清掃業務、設備管理業務(消防設備保守点検業務、エレベー

ター保守点検業務、衛生害虫駆除業務) 

施設機械警備業務(別

館) 
162,360 施設機械警備業務 

 上記以外 1件 178,640 ガスヒーポン保守業務 

(2) 施設整備改修実施状況 

工事名 工事場所 金 額(円) 

福祉センター空調設備改修工事 実施設計委託業務 福祉センター本館(1階) 2,340,800 

 

２ 旧軍人および戦没者遺族等援護事務 

特別給付金取扱状況 

特別給付金名 請求受付事務取扱件数 交付事務取扱件数 

戦没者等の遺族に対する特別弔慰金(第十一回)  0件  0件 

 

３ 災害見舞金等支援事業 

彦根市災害見舞金支給状況  

住家の全壊・全焼(3万円) 住家の半壊・半焼(2万円) 住家の床上浸水等(1万円) 

5件 0件 0件 

 

４ 行旅病人(死亡者)等取扱い事業 

行旅病人取扱件数 行旅死亡人取扱件数 旅行者救護件数 

0件 0件 20件 

 

 

 



５ 地域福祉ふれあい事業 

(1) 地域福祉ふれあい事業補助金 [彦根市社会福祉協議会へ補助] 

補助金額(円) 2,062,000 

補助事業内容等 

地域福祉活動計画推進事

業 

①地域福祉推進委員会の開催 ・地域福祉推進委員会 

2回 

②第2次計画の実践取組推進 ・リーダー・コーディネ

ーター打ち合わせ 3回 

・チーム会議    26回 

学区(地区)社協基盤強化

事業 

 

多様なつながりづくり推進事業 

ア 学び合いの取組 

・介護や認知症、障がい、健康づくり、

子育て、いじめ問題など地域の福祉課

題への理解を深めるための各種福祉講

座や福祉懇談会の開催 

 

・実施社協    7社協 

・実施回数    113回 

・延べ参加者数 

        3,629人 

イ 体験・実践の取組 

・ふれあい活動や高齢者宅への訪問活動

等の実施 

・定期的に気軽に集える場所としての地

域サロンの開催 

・地域の困りごとの解決に向けた生活支

援のしくみづくり 

 

・実施社協    18社協 

・実施回数    331回 

・延べ参加者数 

17,918人 

「彦根市社会福祉大会」

開催事業 

社会福祉功労者の表彰および感謝状の贈呈、

講演などにより、ボランティアの意義や可能

性について考え、自発的な助け合い・支え合

いの活動が広く展開されていくことを目指し

て開催 

令和6年11月24日 

彦根市南地区公民館 

参加者数    約800人 

ボランティア団体・福祉

団体への活動助成事業 

各団体が行う地域福祉事業への活動助成 ・ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ団体    12件 

・福祉団体     10件 

見守り合い活動推進事業 
住民主体の見守り合い活動を実践する自治会

への活動助成 

・取組自治会数 

27自治会 

災害に強い地域づくり推

進事業 

住民や関係機関と連携し、平時からの小地域

福祉活動推進を通じた「災害にも強い地域づ

くり」の取組や、防災に係る出前講座や訓練

等を実施 

・実施自治会数 

38自治会 

(2) 災害時避難行動要支援者制度への登録状況 

区  分 令和6年度末 

災害時避難行動要支援者対象者数 12,967人 

災害時避難行動要支援者登録者数 2,414人 

登録率  18.6％ 

 

６ 社会福祉法人指導監査等実施事業 

社会福祉法人数 

(主たる事務所が本市にあり、実施する事業が本市の区域を越えない社会福祉法人) 
20法人 

指導監査実施法人数  5法人 

 

 



７ 民生委員設置事業 

民生委員・児童

委員定数等 

・令和6年度末の状況(うち主任児童委員) 

定数241人 

委嘱数226人(29人)、男136人(0人)、女90人(29人)、未決定15人(0人) 

彦根市民生委員

児童委員協議会

連合会 

(市民児協連) 

・運営活動費および上部団体会費等 

・理事会開催 … 毎月 

・民生委員のなり手不足の解消に向けた検討委員会 … 7回 

・総会開催…開催日：令和6年6月27日  

場所：ひこね市文化プラザ エコーホール 

・専門部会活動の支援(児童福祉部会、障害者福祉部会、高齢者福祉部会、人権部

会、広報部会、主任児童委員部会） 

・民生委員・児童委員の日 活動強化週間(5月12日～18日)におけるPR活動 

・広報紙「ねっと彦根」の発行(4月) 

・各種研修会の開催および参加促進 

単位民生委員児

童委員協議会 

(法定民児協) 

17の単位民児協への運営活動補助 

城東一、城東二、城西一、城西二、城南、平田、城北、佐和山、旭森、城陽、 

若葉、金城、鳥居本、高宮、河瀬、亀山、稲枝 

活動状況 
・相談・支援件数 延べ 9,729件 

・活動日数    延べ35,799日 

 

８ 福祉関係団体補助金 

(1) 社会福祉協議会運営事業補助金支給状況 〈社会福祉協議会運営事業〉 

補助対象職員数 補助対象費目 補助金額(円) 

職員5人、臨時職員6人 給料、職員手当、社会保険料等事業主負担分 43,144,000 

(2) 第74回“社会を明るくする運動・青少年健全育成”彦根市大会等の開催状況 〈更生保護事業〉 

補助金額(円) 600,000 

開催状況 

・伝達式、講演会 

開催日：令和6年9月8日 場所：ひこね市文化プラザ エコーホール 

・パネル展 

開催日：①令和6年7月1日～7月12日、②令和6年7月23日、③令和6年9月8日 

場所 ：①市役所 1階ロビー、②ビバシティ彦根 センタープラザ 

③ひこね市文化プラザ エコーホール 

・イエローライトアップ 

実施日：①令和6年7月1日～7月3日、②令和6年7月1日～7月31日 ほか 

    ①彦根城、②彦根郵便局、稲枝郵便局、高宮郵便局 ほか 

(3) 更生保護団体への活動補助状況 〈更生保護事業〉 

団体名 補助金額(円) 

彦根保護区保護司会 954,500 

彦根地区更生保護女性会 50,000 

滋賀県更生保護事業協会 170,500 

 

９ 福祉サービス調整委員設置事業 

委員人数 委員会開催回数 調整委員の調整事案件数 

4人 1回 0件 

 



１０ 福祉保健部・子ども未来部所管施設に係る指定管理者制度運用事業 

(1) 選定委員会実施状況 

指定管理施設運営状況ヒアリング 令和6年6月27日 

指定管理者候補者選定委員会 令和6年8月6日 

委員構成 10名(うち外部委員 4名) 

(2) 対象施設 

○彦根市北老人福祉センター        ○彦根市中老人福祉センター 

○彦根市南老人福祉センター        ○彦根市北デイサービスセンター 

○彦根市南デイサービスセンター      ○彦根市佐和山デイサービスセンター 

○彦根市ふたばデイサービスセンター    ○彦根市デイサービスセンターきらら 

○彦根市グループホームゆうゆう      ●彦根市子どもセンター 

●彦根市立ふれあいの館(多景公園を含む。) ※●は「指定管理者候補者選定委員会」付託施設 

 

１１ 生活保護適正化推進事業 

区  分 事業実績等 

生活保護相談および申請状況 

 

相談件数(延べ) 

申請件数 

413件 

188件 

レセプト点検による医療扶助適正実施の状況 

 

 

総点検数 

過誤件数 

効果額 

19,866件 

624件 

15,653千円 

後発医薬品(ジェネリック医薬品)の使用状況 後発医薬品の使用率 90.4％ 

資産調査の実施状況 資産調査件数 5,540件 

 

１２ 被保護者就労支援事業 

区  分 事業実績等 

被保護者就労支援実施件数 

 

支援対象者数 

支援件数(延べ) 

就労件数(延べ) 

40人 

43件 

21件 

 

１３ 生活保護費等給付事業 

(1) 生活保護の実施状況  

区  分 
令和5年度 令和6年度 

世帯数 人員(人) 扶助額(千円) 世帯数 人員(人) 扶助額(千円) 

生 活 扶 助 6,384 8,754 302,537 6,248 8,599 309,701 

住 宅 扶 助 6,200 8,452 222,784 5,928 8,107 213,912 

教 育 扶 助 493 845 8,998 512 898 10,704 

介 護 扶 助 1,749 1,827 49,995 1,768 1,834 44,436 

医 療 扶 助 7,585 9,853 636,104 7,417 9,809 768,618 

出産・生業 232 271 3,836 199 225 2,937 

葬 祭 扶 助 31 31 3,438 24 24 2,982 

施設事務費 443 443 79,449 396 396 86,716 

計 23,117 30,476 1,307,141 22,492 29,892 1,440,006 

 (注) 数値は年間延べ数であり、扶助額は年間の累計額 

 

 



(2) 保護率の推移(‰)(年度末) 

区 分 H27年 H28年 H29年 H30年 R元年 R2年 R3年 R4年 R5年 R6年 

県 8.23 8.24 8.04 7.91 7.78 7.74 7.76 7.86 8.11 8.10 

市 7.79 8.02 7.43 7.10 7.10 7.34 7.38 7.60 7.88 7.99 

  (注) ‰は、1,000人に対しての被保護人員の割合 

 

１４ 就労自立給付金支給事業 

給付実施状況 

区  分 世帯数(世帯) 人員(人) 扶助額(千円) 

就労自立給付金 15 15 565 

(注) 数値は年間延べ数であり、扶助額は年間の累計額 

 

１５ 進学準備給付金支給事業 

給付実施状況 

区  分 世帯数(世帯) 人員(人) 扶助額(千円) 

現宅に同居して進学 0 0 0 

転居・下宿して進学 0 0 0 

(注) 数値は年間延べ数であり、扶助額は年間の累計額 

 

１６ 生活困窮者自立支援事業 

(1) 相談・支援事業 

区  分 事業実績 

自立相談支援事業 

 

 

[相談支援] 新規相談件数 

[就労支援] 支援対象者数 

      支援件数(延べ) 

      就労件数 

353件 

26人 

26件 

14件 

就労準備支援事業 

[基礎能力の形成支援] 就労準備支援者数 

            うち、花づくり・農業体験 

            うち、生活改善等 

5人 

3人 

2人 

一時生活支援事業 

[宿泊場所の供与] シェルター利用件数 

          うち、生活保護対象件数 

          うち、生活困窮者自立支援事業対象件数 

[衣食の供与]   食糧支援件数 

6件 

5件 

1件 

79件 

子どもの学習・ 

生活支援事業 

[子どもの学習・生活支援] 支援者数(中学生) 

             支援者数(高校生) 

※生活保護世帯を含む。 

40人 

46人 

家計改善支援事業 [家計の改善支援等]    家計改善支援者数 22人 

(2) 給付金等支給事業 

住居確保給付金給付状況 

新規申請件

数(件) 

新規決定

件数(件) 

申請・決定件数(件) 
給付額(円) 

延長 再延長 再々延長 再支給 

0 0 0 0 0 0 0 

 

 



１７ 重層的支援体制整備事業 [彦根市社会福祉協議会へ委託 ※多機関協働事業除く。] 

委託金額(円) 23,545,000 

区  分 事業実績 

多機関協働事

業 

(1) 複雑化・複合化した課題を抱える世帯に対する相談支援の実施 

 ｱ 個別支援相談の実施 

ｲ 多機関連携会議の開催 

 ・重層的支援会議 

 ・支援会議 

ｱ 支援件数     5件 

ｲ 開催数 

・重層的支援会議  9回 

・支援会議     14回 

アウトリーチ

等を通じた継

続的支援事業 

(1) SOSの発信力が弱い世帯や当事者へのアウトリーチ 

 アウトリーチによる支援の実施 支援件数(実人数)  44人 

新規相談件数    9件 

個別対応件数(延べ)651件 

終結件数      9件 

(2) アウトリーチ支援チーム体制の構築 

 アウトリーチ支援チーム会議の開催 開催数       4回 

参加支援事業 (1) 社会とつながりをつくるための個別のマッチングやコーディネート支援の実施 

 個別性の高いニーズを有する者に対する支援の実施 支援件数(実人数)  46人 

新規相談件数    15件 

個別対応件数(延べ)830件 

終結件数      10件 

(2) 地域の社会資源や支援関係機関とのつながりづくり 

 参加の機会・場の拡充 協力事業所等   14か所 

地域づくり事

業 

(1) 地域住民の活動支援・情報発信 

 ボランティア情報の収集および発信 情報発信回数    51回 

(2) 地域における個別の活動や人のコーディネート 
 ｱ 市民の福祉ニーズや課題の把握 

ｲ 地域づくりの担い手の創出 

ｱ 相談件数(延べ) 260件 

ｲ モデル地区数  11学区 

(3) 福祉を身近に理解する場・機会の充実 
 地域や学校、事業所等への福祉教育や出前講座 実施回数 

・福祉教育    133回 

・出前講座     30回 

(4) 分野や立場を超えた「顔の見える関係づくり」 
 相談機関交流会の開催 

 
開催数        1回 

参加者・機関数   36人 

        (18機関) 

 



 
 
 
 
 
 
 

高 齢 福 祉 推 進 課 
 

 

 

 

 

 

 

                                  

                                    

                                   企画管理係 

                                   事業者支援係 

地域包括支援係  

                                    介護保険係 

                                                                 

 予算執行科目 

一般会計 

       款        項         目 

  3 民生費    

   1 社会福祉費   2 老人福祉費 

  7 介護保険推進費 

  12 介護保険地域支援事業費 

4 衛生費   

 1 保健衛生費 7 後期高齢者医療費 

 



特別会計（介護保険事業） 

款 項 目 

 1 総務費   

  1 総務管理費  1 一般管理費 

   2 連合会負担金 

  3 介護認定審査会費  1 介護認定審査会費 

   2 認定調査等費 

  4 趣旨普及費  1 趣旨普及費 

  5 保健福祉協議会費  1 保健福祉協議会費 

 2 保険給付費   

  1 介護サービス等諸費  1 居宅介護サービス給付費 

   2 特例居宅介護サービス給付費 

  3 地域密着型介護サービス給付費 

  4 特例地域密着型介護サービス給付費 

   5 施設介護サービス給付費 

   6 特例施設介護サービス給付費 

   7 居宅介護福祉用具購入費 

   8 居宅介護住宅改修費 

   9 居宅介護サービス計画給付費 

  10 特例居宅介護サービス計画給付費 

  2 介護予防サービス等諸費  1 介護予防サービス給付費 

   2 特例介護予防サービス給付費 

  3 地域密着型介護予防サービス給付費 

  4 特例地域密着型介護予防サービス給付費 

   5 介護予防福祉用具購入費 

   6 介護予防住宅改修費 

   7 介護予防サービス計画給付費 

   8 特例介護予防サービス計画給付費 

  3 その他諸費  1 審査支払手数料 

  4 高額介護サービス等費  1 高額介護サービス費 

  2 高額介護予防サービス費 

    3 高額医療合算介護サービス費 

    4 高額医療合算介護予防サービス費 

 5 特別給付費 1 特別給付費 

 

 
6 特定入所者介護サービス等費 1 特定入所者介護サービス費 

  2 特例特定入所者介護サービス費 

 

 
 3 特定入所者介護予防サービス費 

  4 特例特定入所者介護予防サービス費 

 3 保健福祉事業費   

 1 保健福祉事業費 2 保健福祉事業費 



 

款 項 目 

4 地域支援事業費   

 
 1 介護予防・生活支援サービス 

事業費 
1 介護予防・生活支援サービス事業費 

  2 介護予防ケアマネジメント事業費 

 2 一般介護予防事業費 1 一般介護予防事業費 

  3 包括的支援事業費 1 地域包括支援センター運営費 

  2 在宅医療・介護連携推進事業費 

  4 認知症総合支援事業費 

 4 任意事業費 1 任意事業費 

 6 その他諸費 1 審査支払手数料 

5 基金積立金   

 1 基金積立金 1 介護給付費準備基金積立金 

6 諸支出金   

 1 償還金及び還付加算金 2 償還金 

 2 繰出金 1 他会計繰出金 

7 公債費   

 1 公債費 1 元金 

  2 利子 

8 予備費   

  1 予備費 1 予備費 

 

一般会計 

１ 高齢福祉 

(1) 全国健康福祉祭(ねんりんピック)出場の状況 

人   数          9 人 激 励 金       27,000円 
 

 

 (2) 老人の保護措置状況 

   種   別 措置人数 
措  置  費 

 
生 活 費           事 務 費           計 

養護老人ホーム                      27 人 16,911,254 円 42,904,382 円 59,815,636 円 

  種    別 措置人数 措  置  費 

特別養護老人ホーム 3 人 2,179,578 円  

※措置人数は令和6年度末現在 

  

 



(3) 老人クラブの状況 

会員規模 クラブ数 会員数 補助事業費 

30人以上 53 クラブ 3,218 人 1,915,400 円 

29人以下   7 クラブ  133 人 151,200 円 

計 60 クラブ 3,351 人 2,066,600 円 

※クラブ数と会員数は、令和6年度末現在 

 

(4) 敬老月間行事 

内 容 対 象 者 金 額 

敬老祝品 726 人(88歳 622人、100歳以上 104人) 251,212 円 

敬老訪問等 2 人(市内男女最高齢者) 11,607 円 

 

(5) シルバー人材センター 

会 員 数 契 約 件 数 就業延べ日人員 運営費補助金                 
 

1,048 人 5,101 件 83,588 人 16,468,000 円 

※会員数は令和6年度末現在 

 

 (6) 中老人福祉センター                    

区 分 利用回数 利用人数 指定管理料 

個 人 －      6,606 人 

12,420,000 円 団 体 1,911回      21,343 人 

計 －      27,949 人 

 

(7) 南老人福祉センター 

区 分 利用回数 利用人数 指定管理料 

個 人 －       4,293 人 

     8,156,000 円 団 体 294 回      2,982 人 

計 －       7,275 人 

 

 (8) 北老人福祉センター 

区 分 利用回数 利用人数 指定管理料 

個 人 － 4,059 人 

     12,450,000 円 団 体 906 回       7,791 人 

計 － 11,850 人 



  (9) 緊急通報システム設置 

新規設置台数 31 台 年度末設置台数 227 台 事 業 費     2,874,670 円 

 

(10) 権利擁護サポートセンター運営事業：社会福祉法人 彦根市社会福祉協議会に委託 

(事業費26,175,000円) 

相談件数(延べ件数) 

内  容 件 数 内  容 件 数 

成年後見制度(親族申立て) 981件 消費者被害・悪徳商法 5件 

成年後見制度(市長申立て)  61件 苦情対応  2件 

金銭管理・財産管理  123件 触法行為  0件 

債務整理・浪費等  1件 相続・遺言  22件 

生活困窮 9件 その他 163件 

虐待(疑いを含む。)  51件 計  1,418件 

 

(11) 成年後見制度利用促進計画推進事業(事業費27,980円) 

名  称 開催回数 内  容 

成年後見制度利用促進基本計画推進委員会 1回 
彦根市成年後見制度利用促進基本計

画の評価および見直しについて 

 

2 介護保険事業  

(1) 利用者負担軽減事業 

補助対象法人数 8法人 事 業 費 2,316,021円 

 

3 地域福祉人材確保・育成事業 ＜湖東圏域1市4町による共催事業＞(事業費1,037,689円) 

(1) 合同説明会 

開催数 2回 参加事業者数 40事業所 参加者数 44人 

 

(2) 職員定着研修 

開催日程 テーマ 参加者数 

令和6年7月24日 災害対策について 123人 

令和6年9月18日 虐待防止について 112人 



開催日程 テーマ 参加者数 

令和6年11月20日 感染症対策について 100人 

令和7年1月23日 ハラスメントについて 92人 

 

4 一般介護予防事業  

(1) 宅老所整備運営事業 

整備費補助件数 0件 整備補助事業費 0円 

運営補助件数 9件 運営補助事業費 2,245,000円 

 

5 地域包括支援センター運営事業(事業費151,595,073円) 

(1) 地域包括支援センター設置状況 

センター名 担当学区 委託先 

彦根市地域包括支援センターすばる 鳥居本・城東・佐和山 
鈴木ヘルスケアサービス 

株式会社 

彦根市地域包括支援センターハピネス 城西・城北 
社会福祉法人 

彦根市社会福祉協議会 

彦根市地域包括支援センターひらた 金城・平田 
社会福祉法人 

彦根市社会福祉協議会 

彦根市地域包括支援センターゆうじん 城南・高宮・旭森 医療法人 友仁会 

彦根市地域包括支援センターきらら 城陽・若葉・河瀬・亀山 公益財団法人 豊郷病院 

彦根市地域包括支援センターいなえ 稲枝東・稲枝北・稲枝西 
社会福祉法人 

彦根市社会福祉協議会 

 

(2) 介護予防プラン作成件数(指定介護予防支援事業と介護予防ケアマネジメントの合計) 

センター直営 委  託 計 

9,423件 2,360件 11,783件 

 

(3) 総合相談者数 

実相談者数 2,649人 延べ相談者数 14,073人 

 

(4) 総合相談件数(延べ件数) 

内 容 件 数 内 容 件 数 内 容 件 数 

介護方法 519件 成年後見制度 153件 
精神障害 

(疑いを含む。) 
520件 

医療、リハビリ、 

看護等 
1,887件 消費者被害 40件 ケアマネジメント 121件 



内 容 件 数 内 容 件 数 内 容 件 数 

脳卒中(パス・軽度

者)支援 
8件 金銭自己管理困難 264件 生活支援 486件 

認知症 

(疑いを含む。) 
1,494件 介護保険外サービス 226件 介護予防 90件 

保健・福祉サービス

等 
53件 近隣トラブル 99件 家族支援 301件 

実態把握 1,183件 苦情・要望 116件 支援拒否 27件 

介護保険・総合事業

サービス等 
7,257件 

経済的問題 

(生活困窮) 
280件 

書類の申請手続き

支援 
111件 

福祉用具・介護用品 796件 安否確認 458件 他機関への引継 89件 

福祉施設等の入退所 362件 医療機関の入退院 608件 その他 364件 

住宅改修・改造 314件 在宅看取り 7件 
 

虐待 

(疑いを含む。) 
737件 障害福祉サービス等 123件 

計 19,093件 

(参考)令和5年度相談件数(延べ件数)19,675件 

 

(5) 養護者による高齢者虐待通報・認定件数 

通報件数   21件 

 うち認定件数 15件 

認定件数の内訳

（延べ件数） 

身体的虐待 13件 

放棄・放任 

(ネグレクト) 
4件 

心理的虐待 8件 

性的虐待 0件 

経済的虐待 2件 

計 27件 

 

(6) 高齢者虐待防止ネットワーク事業(事業費27,000円) 

名  称 開催回数 内  容 

高齢者・障害者虐待防止ネットワーク協議会 1回 
高齢者・障害者虐待の状況と事例検

討について 

 

 



6 生活支援体制整備事業：社会福祉法人 彦根市社会福祉協議会に委託(事業費35,030,200 円) 

(1)  生活支援コーディネーター(地域支え合い推進員) 

生活支援コーディネーター(地域支え合い推進員) 人数 

第1層(市全域を担当) 1人 

第2層(小学校区を単位とする生活圏域を担当) 6人 

 

(2) テーマ別部会 

テーマ 開催回数 

平時における安否確認にかかる検討会議 8回  

生活支援にかかる検討会議 4回 

 

(3) 助け合い・支え合いフォーラム 

開催日程 学 区 参加人数 

令和6年 5月18日 城陽 59人  

令和6年11月17日       市全域  43人 

  

7 保健事業と介護予防の一体化事業(事業費8,263,057円) 

(1) 個別的支援(ハイリスクアプローチ)         

取組区分 対象者数 介入者数 

口腔機能低下 33人 19人 

生活習慣病重症化予防 44人 39人 

健康状態不明者 149人 39人 

計 226人 97人 

 

 (2) 通いの場等への積極的な関与(ポピュレーションアプローチ) 

回数 延べ参加者数 

61回 948人 

  



特別会計(介護保険事業) 

1 介護保険 

(1)  第１号被保険者                              (令和6年度末現在) 

６５歳以上７５歳未満 12,863 人 

 ７５歳以上 16,324 人 

計 29,187 人 

 

(2) 要介護認定申請                               (令和6年度累計) 

区     分 申 請 受 付 訪 問 調 査 審査会(開催回数) 
 

実 施 人 数 4,018人 3,947人 3,894人(133 回) 

 

 

 (3) 要介護(要支援)認定者数                         (令和6年度末現在) 

 

 (4) 保険給付費の状況                             

科               目 金    額 

 1  介護サービス等諸費 8,367,555,891 円 

 2  介護予防サービス等諸費 168,766,548 円 

 3  その他諸費 10,243,602 円 

 4  高額介護サービス等費 232,663,636 円 

5 特別給付費 3,872,949 円 

6  特定入所者介護サービス等費 170,937,188 円 

             計 8,954,039,814 円 

※特別給付費は、おむつ等購入費助成金のうち、要介護3以上の本人課税者に対する助成分(残りは地域

支援事業費から支出) 

 

 

 

区  分 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計 

 

第１号被保険者 823人 648人 1,225人 982人 927人 651人 403人 5,659人 

65歳以上 

75歳未満 
77人 57人 100人 84人 68人 46人 38人 470人 

    75歳以上 746人 591人 1,125人 898人 859人 605人 365人 5,189人 

第２号被保険者 9人 10人 25人 21人 12人 12人 24人 113人 

計 832人 658人 1,250人 1,003人 939人 663人 427人 5,772人 



(5) 居宅介護(介護予防)サービス延べ受給者数                   (令和6年度末現在) 

区     分 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計 

第１号被保険者 325人 352人 971人 830人 556人 335人 173人 3,542人 

第２号被保険者 4人 6人 23人 15人 9人 8人 14人 79人 

計 329人 358人 994人 845人 565人 343人 187人 3,621人 

 

(6) 地域密着型(介護予防)サービス延べ受給者数                 (令和6年度末現在) 

区     分 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計 

第１号被保険者 8人 10人 272人 264人 215人 140人 90人 999人 

第２号被保険者 0人     0人 1人 1人 1人 4人 3人 10人 

計 8人 10人 273人 265人 216人 144人 93人 1,009人 

 

(7) 施設介護サービス延べ受給者数                       (令和6年度末現在) 

区     分 
介護老人 

福祉施設 

介護老人 

保健施設 

介護療養型 

医療施設 
介護医療院 計 

 
第１号被保険者 545人 154人 0人 42人 741人 

第２号被保険者 7人 1人 0人 0人 8人 

計 552人 155人 0人 42人 749人 

  

2 居宅介護支援専門員支援金交付事業所数 

交付事業所数 交付介護支援専門員数 交付金額 

27事業所 67人 12,060,000円 

 

3 介護予防・生活支援サービス事業費 

(1) 介護予防・生活支援サービス事業 

ア 指定事業所によるサービス 

種  別 件数  実日数 サービス事業費 

介護予防訪問介護相当サービス 1,684件 9,447日 31,740,143円 

訪問型サービスＡ 

(緩和した基準によるサービス) 
27件 107日 290,774円 

介護予防通所介護相当サービス 6,353件 34,329日 177,920,927円 

通所型サービスＡ 

(緩和した基準によるサービス) 
184件 1,139日 4,636,765円 

計 8,248件 45,022日 214,588,609円 



イ 住民主体によるサービス：訪問型サービスＢ：公益社団法人 彦根市シルバー人材センターに委託  

実人数5人 延べ利用数199回  

 

ウ 彦根市3か月で元気アップトレーニング(短期集中型サービス) 

：鈴木ヘルスケアサービス株式会社に委託 

     実人数13人 延べ利用数234回  

 

(2) 介護予防ケアマネジメント事業 

種  別 件数 介護予防ケアマネジメント費 

介護予防ケアマネジメント 3,747件 17,843,040円 

 

(3) 介護予防ケアマネジメント研修会  

名  称  開催回数  参加者数 

介護予防ケアマネジメント研修会 3回  101人 

  

(4) 生活支援サービス従事者研修会  

 参加者6人 修了者6人 

 

4 一般介護予防事業費  

(1) 地域介護予防活動支援事業 

介護予防運動指導員養成数  11人 

介護予防体操各種講座実施数 

(彦根市地域包括支援センターに 

実施委託) 

出前講座 1回 

体操講座 7回 

フォローアップ講座 60回 

介護予防体操(コツコツ続ける金亀(根気)体操)実施団体数 100団体 

 

コツコツ続ける金亀(根気)体操 

ＤＶＤ配布総数 

椅子バージョン 床バージョン ＋(ぷらす) 

50枚 19枚 22枚 

 

(2) 介護予防普及啓発事業 

出前講座開催回数 51回 参加人数 1,155人 

 



5 地域ケア会議推進事業：鈴木ヘルスケアサービス株式会社に委託(事業費4,155,580円) 

① 彦根市地域ケア推進会議 0回 

② 地域包括支援センター単位地域ケア会議 5回 

③ 定期ケア会議 30回 

④ 随時ケア会議 24回 

⑤ ケアマネジメント支援会議 20回 

地域ケア会議開催回数(計) 79回 

 

6 在宅医療・介護連携推進事業費(湖東定住自立圏事業) (事業費20,774,726円) 

(1) 在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討 

名  称  開催回数 内  容 

彦根医療福祉推進センター運営協議会 1回 
彦根医療福祉推進センターの運営に

関する事項について 

在宅医療福祉仕合わせ検討会 3回 
在宅医療や多職種連携に関する課題

解決に向けて 

 

(2) 医療・介護関係者の研修：一般社団法人 彦根愛知犬上介護保険事業者協議会に委託 

名  称  開催回数  延べ参加者数 

ことう地域チームケア研究会 6回 579人 

在宅医療・介護連携推進フォーラム 1回 120人 

   

(3) 在宅医療福祉職応援事業：一般社団法人 彦根愛知犬上介護保険事業者協議会に委託 

名  称  件 数 

医療福祉職支援のための相談 128件 

医療機器の貸出し(延べ件数) 11件 

※その他に、在宅医療福祉情報の森ホームページの運用・管理、医療・福祉資源の情報集約・提供を

実施した。 

 

(4) 地域住民への普及啓発 

名  称  開催回数  参加者数 

在宅看取りに関する出前講座 3回  55人 

  ※1回は愛荘町で開催(21人参加) 

 



(5) 湖東地域リハビリ推進センター 

在宅療養者が住み慣れた地域や家庭で自立した生活を送ることができるよう、理学療法士により、

在宅療養支援者へのアドバイスのほか、病院と在宅の連携促進、市町(彦根市、愛荘町、豊郷町、甲良

町、多賀町)の介護予防施策等に対する支援を実施した。 

内  容  件 数 

リハビリテーション提供体制の構築に係る支援 20件 

保健医療福祉従事者からの個別相談 61件 

地域住民への啓発 39件 

市町支援 351件 

 

7 認知症総合支援事業費(事業費16,111,735円) 

(1) 認知症HOTサポートセンター：医療法人 湖葉会に委託 

実 施 事 業 

早期診断・早期対応のための支援体制の構築事業(認知症初期集中支援チームの運営等) 

認知症理解のための普及啓発事業(認知症サポーター養成、市民啓発等） 

本人の居場所づくりと家族の負担軽減事業(認知症カフェや介護家族への支援等) 

認知症地域支援推進員(3人)の配置 

  ※実績等は (2)・(3)・(4)・(5)のとおり 

 

(2) 認知症普及啓発 

名  称 開催回数 参加者数 

認知症サポーター養成講座 58回 2,487人 

認知症あったかフォーラム 映画「オレンジ・ランプ」上映 

(令和6年12月1日) 
1回 206人 

彦根城オレンジライトアップ 

(令和6年9月20日～22日) 
1回 － 

市立図書館における認知症啓発の展示 

(令和6年9月18日～29日) 
1回 － 

 

 (3) 認知症早期発見 

名  称  開催回数 参加者数・対応者数 

早期発見のための認知症出前講座 11回 195人 

脳の健康チェック 16回 246人 

認知症初期集中支援チーム員会議 2回 3人 

 



(4) 介護者家族支援 

名  称 団体数 開催回数 参加者数 

介護家族のつどい「ほっこり」 

(若年性認知症の介護家族の会「ほっこり・ら

ぶ」を含む。) 

1団体 11回 139人 

認知症カフェ 4団体 71回 849人 

 

(5) 認知症検討会 

名  称  開催回数 参加委員数 

認知症検討会 1回 8人 

 

(6) 行方不明高齢者SOSネットワーク 

名  称 新  規 総数(年度末現在) 

行方不明高齢者等捜索者情報への事前登録数 31人 303人 

行方不明高齢者等捜索者情報への事業所登録数 0事業所 169事業所 

 

8 任意事業費 

(1) 成年後見制度利用支援事業 

市長申立件数   2 件 
事 業 費 1,458,620 円 

利用支援助成件数 9 件 

 

(2) 住宅改修支援事業 

補助件数 22 件 事 業 費 44,000 円 

 

(3) 配食サービス事業 

延べ利用者数 208人 延べ利用配食数 3,154 食 事 業 費 635,800 円 

 

(4) おむつ等購入費助成事業 

延べ助成件数 5,722 件 事 業 費 22,440,037 円 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

障 害 福 祉 課 
 

障害者福祉センター 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害福祉係 

相談支援係 

予算執行科目 

款 項 目 

3 民  生  費   

 1 社 会 福 祉 費 8 障 害 福 祉 費 

  



1 障害者の状況 

(1) 身体障害者手帳交付台帳登載状況(令和7年3月31日現在) 

種 別 視 覚 障 害 
聴覚･平衡 

機 能 障 害 

音 声 ・ 言

語・そしゃ

く機能障害 

肢体不自由 内 部 障 害 計 

18歳未満 6人 12人 0人 56人 17人 91人 

18歳以上 329人 317人 46人 1,875人 1,202人 3,769人 

計 335人 329人 46人 1,931人 1,219人 3,860人 

(2) 療育手帳交付台帳登載状況(令和7年3月31日現在) 

障害程度 Ａ１(最重度) Ａ２(重度) Ｂ１(中度) Ｂ２(軽度) 計 

18歳未満 48人 48人 106人 311人 513人 

18歳以上 156人 172人 284人 487人 1,099人 

計 204人 220人 390人 798人 1,612人 

(3) 精神障害者保健福祉手帳交付台帳登載状況(令和7年3月31日現在) 

障害程度 １級 ２級 ３級 計 

18歳未満 7人 28人 16人 51人 

18歳以上 65人 931人 413人 1,409人 

計 72人 959人  429人 1,460人 

2 相談支援内容件数 

種    別 件 数 ( 延 べ ) 

福祉サービスの利用等に関する支援 8,201件 

障害や病状の理解に関する支援 723件 

健康・医療に関する支援 1,062件 

不安の解消・情緒安定に関する支援 1,143件 

保育・教育に関する支援 644件 

家族関係・人間関係に関する支援 994件 

家計・経済に関する支援  342件 

生活技術に関する支援 162件 

就労に関する支援 363件 

社会参加・余暇活動に関する支援 180件 

権利擁護に関する支援 75件 

その他 1,806件 

合    計 15,695件 

 



3 地域福祉活動に関する事業の状況 

(1) 障害者福祉推進員・障害者相談員の状況（令和7年3月31日現在） 

種    別 人  数 事 業 費 

相談員 

障害者福祉推進員 33人 

820,780円 
うち 

身体障害者相談員 14人 

知的障害者相談員 4人 

(2) 障害理解に関する啓発の状況 

内    容 参加人数 事 業 費 

障害理解を深めるための講演会 52人 84,080円 

4 障害福祉に関する助成事業等の状況 

事  業  名 件 数 等 事 業 費 

在宅重度障害者住宅改造費助成事業 2件 400,000円 

心身障害者扶養共済掛金助成事業 11件 530,800円 

身体障害者自動車改造費等助成事業 5件 375,000円 

障害者自動車燃料費および福祉タクシー運賃助成事業 18,519件 9,185,720円 

２４時間対応型利用制度支援事業 

重度障害児者訪問看護師派遣事業 

70件 

0件 

2,118,500円 

0円 

重症心身障害者通園施設運営費補助事業 2箇所 9,242,123円 

重度障害者等包括補助事業 

(重症心身障害者対応人員配置加算事業) 

(重症心身障害者入浴サービス加算事業) 

(重症心身障害児者送迎加算事業) 

(重症心身障害児者入浴支援体制加算事業) 

 

3箇所・20人 

3箇所・11人 

1箇所・ 7人 

1箇所・ 6人 

 

3,053,000円 

1,956,000円 

673,000円 

311,000円 

在宅重度障害者等支援事業 

(重症心身障害児者対応短期入所人員配置加算事業) 

(強度行動障害者通所特別支援事業) 

 

2箇所・11人 

2箇所・ 4人 

 

796,000円 

947,000円 

働き暮らし応援センター事業 1箇所 2,763,000円 

医療的ケア児通学保護者支援事業 4人 640,390円 

5 自立支援医療費・療養介護医療費支給の状況 

種   別 件   数 事 業 費 

更生医療 343件 91,311,217円 

育成医療 21件 527,520円 

療養介護医療 延べ239件 16,733,083円  

  



6 補装具費の支給の状況 

種     別 件  数 事 業 費 

補 装 具 費 
購   入 145件 25,420,738円 

修   理 92件 6,880,093円 

7 軽度・中等度難聴児支援事業の状況 

種     別 件  数 事 業 費 

補 聴 器 
購   入 0件 0円 

修   理 5件 67,414円 

8 地域生活支援事業の状況 

区      分 年 間 実 績 事 業 費 

日常生活用具給付等事業 595件 32,189,676円 

相談支援事業 7箇所 76,782,000円 

移動支援事業 6,729時間 17,404,118円 

日中一時支援事業 15,444回 62,818,380円 

地域活動支援センターⅠ型事業 2箇所 24,000,000円 

地域活動支援センターⅡ型(デイサービス)事業 0回 0円 

訪問入浴サービス事業 1,086回 13,211,250円 

コミュニケーション支援事業 814件 10,641,184円 

障害者情報提供推進事業(広報ひこねおよび議会だよりの

点字版と音声版発行) 

(広報ひこね)12回/年 

(議会だより) 4回/年 
2,022,835円 

雇用施策連携重度障害者等就労支援特別事業 124回 359,600円 

9 特別障害者手当等支給の状況 

種    別 件   数 事 業 費 

特別障害者手当 2,246件 64,459,880円 

障害児福祉手当 1,157件 18,060,270円 

特別児童扶養手当 711件   － 

  



10 介護給付・訓練等給付等の状況(年間実績および事業費は令和6年3月から令和7年2月までの利用分) 

区  分 種  別 年間実績(単位) 事 業 費 

介 護 給 付 

居宅介護 33,258.75(時間分) 187,344,509円 

行動援護 14,452.5(時間分) 75,877,033円 

重度訪問介護 23,212.5(時間分) 80,919,966円 

同行援護 9,461.5(時間分) 47,346,276円 

療養介護(福祉分) 7,519(人日分) 71,712,510円 

生活介護 61,629(人日分) 804,333,101円 

短期入所 3,580(人日分) 40,037,004円 

施設入所支援 30,570(人日分) 199,759,956円 

訓 練 等 給 付 

共同生活援助 40,916(人日分) 267,498,095円 

自立訓練(生活) 977(人日分) 10,114,830円 

就労移行支援 8,722(人日分) 90,055,366円 

就労継続支援Ａ型 27,246(人日分) 267,827,379円 

就労継続支援Ｂ型 64,988(人日分) 529,921,227円 

就労定着支援 160(人日分) 5,917,940円 

自立生活援助 6(人日分) 111,295円 

相 談 支 援 
計画相談支援 4,273(人月分) 80,676,797円 

地域相談支援 11(人月分) 270,690円 

 特定障害者特別給付費 2,439(人月分) 23,428,444円 

 
高額障害福祉サービス等給付

費 
530(人月分) 3,993,054円 

合  計 - - 2,787,145,472円 

11 障害児通所支援等の状況(年間実績および事業費は令和6年3月から令和7年2月までの利用分) 

区  分 種  別 年間実績(単位) 事 業 費 

障 害 児 通 所 

児童発達支援 8,712(人日分) 121,169,185円 

放課後等デイサービス 53,048(人日分) 595,782,506円 

保育所等訪問支援 134(人日分) 2,285,785円 

相 談 支 援 障害児相談支援 1,629(人月分) 36,459,145円 

 高額障害児通所給付費  457(人月分) 1,148,017円 

合  計 - - 756,844,638円 

 

 



12 障害支援区分認定の状況 

(1) 障害支援区分別人数(令和7年3月末時点) 

区分１ 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６ 計 

4人 57人 80人 80人 61人 72人 354人 

(2) 障害支援区分認定の件数 

市職員または事業者委託による調査件数 
市審査会 

審査会での認定件数 開催回数 

442件 354件 20回 

13 自殺対策強化事業の状況 

区  分 事業の概要 事 業 費 

対面相談事業 こころの相談窓口設置委託(1箇所)・相談員配置(週2回) 1,970,148円 

自殺未遂者支援事業 自殺未遂者対策ネットワーク会議開催 63,414円 

人材養成事業 ゲートキーパー養成研修等 10,000円 

普及啓発事業 
啓発用パンフレット配布 

ラジオによる啓発放送委託(1日4回) 
352,030円 

計画策定実態調査事業 彦根市いのち支える自殺対策推進会議 36,780円 

14 障害者虐待通報・認定件数 

通報件数 24件 

うち認定件数 11件 

認定件数の内訳(延べ件数) 

身体的虐待 8件 

放棄・放任(ネグレクト) － 

心理的虐待 3件 

性的虐待 － 

経済的虐待 2件 

計 13件 

15 市障害者計画等の進捗管理の状況 

会議の開催状況(※ 推進会議と専門委員会は合同で開催) 

区   分 開催回数 

障害者福祉推進会議 1回 

障害者福祉推進会議専門委員会 1回 

障害者福祉推進会議発達支援専門委員会 1回 

 

 



16 彦根市障害者福祉センターの利用状況 

利  用  内  容 延べ利用者人数 

デイサービス講座【パソコン、手話、手芸、３Ｂ体操、生花】 987人 

団体等の利用 10,108人 

合  計 11,095人 
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